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確認項目及び確認文書

（介護老人福祉施設）

Ｐ１～Ｐ６

    介護保険施設等運営指導マニュアル（令和４年３月）
      （厚生労働省老健局総務課介護保険指導室）
                    別添１から抜粋
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令和５年度　鹿児島県介護保険施設等集団指導 資料

（介護老人福祉施設）

人員基準，設備基準及び運営基準等について・・Ｐ８～
介護給付費の算定及び取扱いについて・・・・・Ｐ３７～



指定介護老人福祉施設

着 眼 点 自己評価 チェックポイント 関係書類 根拠法令 特記事項

法第87条第１項 法:介護保険法

第１ 基本方針 (1) 指定介護老人福祉施設は，施設サービス計画に基づき，可能な限 適 ･ 否 ・ 施設サービス計画に位置づけられている目標や課題に ○指定申請書控 基準

り，居宅における生活への復帰を念頭に置いて，入浴，排せつ，食 沿ったサービス内容となっているか，また，指定介護老 ○運営規程 第1条の2第1項 基準：指定介護

事等の介護，相談及び援助，社会生活上の便宜の供与その他の日常 人福祉施設における目標，その達成のために具体的内容 ○施設サービス計 老人福祉施設の

生活上の世話，機能訓練，健康管理及び療養上の世話を行うことに を記載した運営規程及び施設サービス計画書を作成し， 画 人員，設備及び

より，入所者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むこと 適切に行っているか。 ○看護・介護記録 運営に関する基

ができるようにすることを目指すものとなっているか。 ○パンフレット等 準（平11厚生省

基準 令第39号)

(2) 指定介護老人福祉施設は，入所者の意思及び人格を尊重し，常に 適 ･ 否 ・ 入所者の視点に立った，施設サービス計画書が作成さ 第1条の2第2項

その者の立場に立って指定介護福祉施設サービスを提供するように れているか。 解釈:指定介護

努めているか。 老人福祉施設の

基準 人員，設備及び

(3) 指定介護老人福祉施設は，明るく家庭的な雰囲気を有し，地域や 適 ･ 否 第1条の2第3項 運営に関する基

家庭との結び付きを重視した運営を行い，市町村（特別区を含 準について（平

む），居宅介護支援事業者，居宅サービス事業者，他の介護保険施 12老企第43号)

設その他の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密

接な連携に努めているか。

※介護保険等関連情報の活用とＰＤＣＡサイクルの推進に 基準

(4) 指定介護老人福祉施設は，入所者の人権の擁護，虐待の防止等の 適 ･ 否 ついて 第1条の2第4項

ため，必要な体制の整備を行うとともに，その従業者に対し，研修 左記(5)は、指定介護福祉施設サービスの提供に当たっ

を実施する等の措置を講じているか。 ては、法第118 条の２第１項に規定する介護保険等関連

情報等を活用し、施設単位でＰＤＣＡサイクルを構築・

(5) 指定介護老人福祉施設は，指定介護福祉施設サービスを提供する 適 ･ 否 推進することにより、提供するサービスの質の向上に努 基準

に当たっては，法第118条の２第１項に規定する介護保険等関連 情 めなければならないこととしたものである。 第1条の2第5項

報その他必要な情報を活用し，適切かつ有効に行うよう努めている この場合において、「科学的介護情報システム（ＬＩ

か。 ＦＥ）」に情報を提出し、当該情報及びフィードバック 解釈 第4の１

情報を活用することが望ましい。

第２ 人員に関する基準 介護保険法第88条第１項の規定による指定介護老人福祉施設に置く 適 ･ 否 「常勤換算方法」 ○出勤簿 法第88条第1項

従業者の員数 べき従業者の員数は次のとおりとなっているか。 ・ 当該介護老人福祉施設の従業者の勤務延時間数を当該 ○辞令等 基準 母性健康管理措

施設において常勤の従業者が勤務すべき時間数（１週間 第2条第1項,第4項 置：雇用の分野

指定介護老人福祉施設の従業者は，専ら当該指定介護老人福祉施設 適 ･ 否 に勤務すべき時間数が32時間を下回る場合は32時間を基 における男女の

の職務に従事する者となっているか。 本とする。）で除することにより，当該施設の従業者の 解釈 均等な機会及び

ただし，入所者の処遇に支障がない場合は，この限りではない。 員数を常勤の従業者の員数に換算する方法。 第2の6の⑴ 待遇の確保等に

ただし，母性健康管理措置又は育児及び介護のため所 関する法律第13

定労働時間の短縮等の措置が講じられている場合，30時 条第1項に規定

間以上の勤務で，常勤換算方法での計算に当たり，常勤 する措置

の従業者が勤務すべき時間数を満たしたものとし，１と

して取り扱うことを可能とする。 育児及び介護の

解釈 ため所定労働時

「常 勤」 第2の6の⑶ 間の短縮等の措

・ 当該介護老人福祉施設における勤務時間が，当該施設 置：育児・介護

において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間 休業法第23条第

数（１週間に勤務すべき時間数が32時間を下回る場合は3 1項，同条第3項

2時間を基本とする。）に達していることをいう。 又は同法第24条

ただし，母性健康管理措置又は育児及び介護のための に規定する所定

所定労働時間の短縮措置が講じられている者について 労働時間の短縮

は，入所者の処遇に支障がない体制が施設として整って 等の措置

いる場合は，例外的に常勤の従業者が勤務すべき時間数

を30時間として取り扱うことを可能とする。

介護老人福祉施設

介護老人福祉施設（□囲みは運営指導時の確認項目）
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着 眼 点 自己評価 チェックポイント 関係書類 根拠法令 特記事項

・ 当該施設に併設される事業所の職務であって，当該施 産前産後休業：

設の職務と同時並行的に行われることが差し支えないも 労働基準法第65

のについては，それぞれの勤務時間の合計が常勤の従業 条に規定する休

者が勤務すべき時間数に達していれば常勤の要件を満た 業

すものである。

・ 人員基準において常勤要件が設けられている場合，従

業者が産前産後休業，母性健康管理措置，育児休業に準

ずる休業を取得中の期間において，当該人員基準におい

て求められる資質を有する複数の非常勤の従業者を常勤

の従業者の員数に換算することにより，人員基準を満た

すことが可能である。

１ 医 師 入所者に対し健康管理及び療養上の指導を行うために必要な数を配 適 ･ 否 ○協力医療機関等 基準

置しているか。 の契約書又は確約 第2条第1項第一号

書等

２ 生活相談員 (1) 入所者の数が100又はその端数を増すごとに１以上配置している 適 ･ 否 ・ 入所者の数とは，前年度の平均値とする。前年度の平 ○勤務表 基準

か。 均値は，当該年度の前年度の入所者延べ数を当該前年度 第2条第1項第二号

の日数で除して得た数。

(2) 常勤の者となっているか。 適 ･ 否 ・ 原則として常勤である必要があるが，１人（入所者の 基準

数が100を超える施設にあっては，100又はその端数を増 第2条第5項

(3) 社会福祉法第19条第１項各号に該当する者又はこれと同等以上の 適 ･ 否 すごとに１人を加えた数）を超えて配 置されている生

能力を有すると認められる者となっているか。 活相談員が，時間帯を明確に区分したうえで当該施設を 解釈

運営する法人内の他の職務に従事する場合にあっては， 第2の1(1),(2)

この限りでない。

３ 介護職員又は看護職 (1) 介護職員及び看護職員の総数は，常勤換算方法で，入所者の数が 適 ･ 否 ・ 他のサービスと兼務を行っている職員については，他 ○勤務表 基準

員 ３又はその端数を増すごとに１以上配置しているか。 のサービスの勤務表も参照し適切に勤務していることを ○給与台帳等 第2条第1項第三号

確認する。 ○組織表 イ

(2) 看護職員の数は，次のとおりとなっているか。 適 ･ 否 ○勤務表 基準

ア 入所者の数が30を超えない指定介護老人福祉施設にあっては， 第2条第1項第三号

常勤換算方法で，１以上 ロ

イ．入所者の数が30を超えて50を超えない指定介護老人福祉施設に

あっては，常勤換算方法で，２以上

ウ．入所者の数が50を超えて130を超えない指定介護老人福祉施設

にあっては，常勤換算方法で，３以上

エ．入所者の数が130を超える指定介護老人福祉施設にあっては，常

勤換算方法で，３に，入所者の数が130を超えて50又はその端数を

増すごとに１を加えて得た数以上

(3) 看護職員のうち，１人以上は，常勤の者となっているか。 適 ･ 否 基準

第2条第6項

４ 栄養士又は管理栄養 １以上配置しているか。 適 ･ 否 ・ 「入所者の処遇に支障がないとき」とは，隣接の 他の ○勤務表 基準

士 ただし，入所定員が40人を超えない指定介護老人福祉施設にあって 社会福祉施設や病院等の栄養士又は管理栄養士との兼務 ○資格証書 第2条第1項第四号

は，他の社会福祉施設等の栄養士又は管理栄養士との連携を図ること や地域の栄養指導員との連携を図ることにより，適切な

により当該指定介護老人福祉施設の効果的な運営を期待することがで 栄養管理が行われている場合であること。 解釈 第2の2

きる場合であって，入所者の処遇に支障がないときは，栄養士又は管

理栄養士を置かないことができる。

介護老人福祉施設

介護老人福祉施設（□囲みは運営指導時の確認項目）
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介護老人福祉施設

介護老人福祉施設（□囲みは運営指導時の確認項目）

着 眼 点 自己評価 チェックポイント 関係書類 根拠法令 特記事項

５ 機能訓練指導員 (1) １以上配置しているか。 適 ･ 否 ・ 資格証が確認できるか。 ○勤務表 基準

○資格証書 第2条第1項第五号

(2) 日常生活を営むのに必要な機能を改善し，又はその減退を防止す 適 ･ 否 基準

るための訓練を行う能力を有すると認められる者を配置している 第2条第7項

か。

この「訓練を行う能力を有すると認められる者」とは，理学療法 ・ はり師又はきゅう師については，理学療法士，作業療 解釈 第2の3

士，作業療法士，言語聴覚士，看護職員，柔道整復師，あん摩マッ 法士，言語聴覚士，看護職員，柔道整復師，あん摩マッ

サージ指圧師，はり師又はきゅう師の資格を有する者であるか。 サージ指圧師の資格を有する機能訓練指導員を配置した

ただし，入所者の日常生活やレクリエーション，行事等を通じて 事業所で６月以上機能訓練指導に従事した経験を有する

行う機能訓練指導については，当該施設の生活相談員又は介護職員 者に限る。

が兼務して行っても差し支えない。

６ 介護支援専門員 (1) １以上配置しているか。（入所者の数が100又はその端数を増す 適 ･ 否 ・ 「専らその職務に従事する」とは，原則として，サービ ○勤務表 基準

ごとに１を標準とする。） ス提供時間帯を通じて当該指定介護福祉施設サービス以 ○資格証書 第2条第1項第六号

外の職務に従事しないことをいう。

(2) 専らその職務に従事する常勤の者が配置されているか。 適 ･ 否 ・ サービス時間帯とは，当該従業者の当該サービスに係 基準 第2条第9項

ただし，入所者の処遇に支障がない場合は，当該指定介護老人福 る勤務時間をいうものであり，常勤・非常勤を問わな

祉施設の他の職務に従事することができる。 い。 解釈

この場合，兼務を行う当該介護支援専門員の配置により，介護支 ・ 居宅介護支援事業者の介護支援専門員との兼務は認め 第2の6(4)

援専門員の配置基準を満たすこととなると同時に，兼務を行う他の られない。ただし，増員に係る非常勤の介護支援専門員 第2の4(2)

職務に係る常勤換算上も，当該介護支援専門員の勤務時間の全体を については，この限りではない。

当該他の職務に係る勤務時間として算入することができる。

７ サテライト型居住施 医師及び介護支援専門員の数は，サテライト型居住施設 （指定地 適 ･ 否 ・ 例えば，本体施設の入所者数を80名，サテライト型居 ○勤務表 基準 第2条第10項

設について医師等を 域密着型サービスの事業の人員，設備及び運営に関する基準第131条第 住施設の入所者数を29名とすると，サテライト型居住施

置かない場合の本体 ４項に規定するサテライト型居住施設をいう。）の本体施設である指 設に医師等を置かない場合には，合計数である109名を 解釈 第2の5

施設等の医師等の数 定介護老人福祉施設であって，当該サテライト型居住施設に医師又は 基礎として本体施設の医師等の人員を算出することとす

介護支援専門員を置かない場合にあっては，指定介護老人福祉施設の る。

入所者の数及び当該サテライト型居住施設の入所者の数の合計数を基

礎として算出しているか。

８ 入所者数の算定 従業者の員数を算定する場合の入所者の数は，前年度の平均値とし 適 ･ 否 ・ 前年度の平均値は，当該年度の前年度（毎年４月１日 ○前年度入所者管 基準 第2条第2項

ているか。 に始まり翌年３月31日で終わる年度とする。）の入所者 理台帳等

ただし，新規に指定を受けた場合は，適正な推定数により算定して 延数を当該前年度の日数で除して得た数とし, 算定に当 解釈 第2の6(5)

いるか。 たっては，小数点第２位以下を切り上げるものとする。

第３ 設備に関する基準

１ 居 室 (1) １の居室の定員は，１人となっているか。 適 ･ 否 ○平面図 基準

ただし，入所者への指定介護福祉施設サービスの提供上必要と認 ○施設準備に係る 第3条第1項第一号

められる場合は，２人とすることができるが，鹿児島県条例によ (経過措置) 許可証等

り，知事が必要と認める場合は４人以下とすることができる。 平成12年４月１日に現に存する特別養護老人ホーム（介 基準

護保険法施行法第20条の規定による改正前の老人福祉法第2 附則第4条第1項

(2) 入所者１人当たりの床面積は，10.65平方メートル以上となって 適 ･ 否 0条の５に規定する特別養護老人ホームをいう。）の建物

いるか。 （基本的な設備が完成しているものを含み，平成12年４月

１日以降に増築され，又は全面的に改築された部分を除

(3) ブザー又はこれに代わる設備が設けられているか。 適 ･ 否 く。）について第３条第１項第一号の規定を適用する場合

においては，左記(1)中「４人」とあるのは，「原則として

４人」と，左記(2)中「10.65平方メートル」とあるのは

「収納設備等を除き，4.95平方メートル」とする。
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介護老人福祉施設

介護老人福祉施設（□囲みは運営指導時の確認項目）

着 眼 点 自己評価 チェックポイント 関係書類 根拠法令 特記事項

(経過措置) 基準

平成12年４月１日に現に存する特別養護老人ホームであ 附則第4条第2項

って，児童福祉施設最低基準等の一部を改正する省令附則

第４条第２項（同令第４条の規定による改正後の養護老人

ホーム及び特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基

準第20条の規定に係る部分に限る。）の規定の適用を受け

ていたものについて，前項の規定を適用する場合において

は，同項中 ｢原則として４人｣とあるのは，｢８人」とす

る。

２ 静養室 介護職員室又は看護職員室に近接して設けられているか。 適 ･ 否 基準 第3条第1項

３ 浴 室 要介護者が入浴するのに適したものとなっているか。 適 ･ 否

４ 洗面設備 (1) 居室のある階ごとに設けられているか。 適 ･ 否

(2) 要介護者が使用するのに適したものとなっているか。 適 ･ 否

５ 便 所 (1) 居室のある階ごとに居室に近接して設けられているか。 適 ･ 否

(2) ブザー又はこれに代わる設備を設けるとともに，要介護者が使用

するのに適したものとなっているか。 適 ･ 否

６ 医務室 (1) 医療法第１条の５第２項に規定する診療所となっているか。 適 ･ 否 ○医薬品台帳 基準

○備品台帳 第3条第1項第六号

(2) 入所者を診療するために必要な医薬品及び医療機器を備えている 適 ･ 否

か。また，必要に応じて臨床検査設備を設けているか。

７ 食堂及び機能訓練室 (1) それぞれ必要な広さを有するとともに，その合計した面積が，３ 適 ･ 否 (経過措置) 基準

平方メートルに入所定員を乗じて得た面積以上となっているか。 平成12年４月１日に現に存する特別養護老人ホームの建 第3条第1項第七号

ただし，食事の提供又は機能訓練を行う場合において，当該食事の 物については，第３条第１項第七号イ（食堂及び機能訓練

提供又は機能訓練に支障がない広さを確保できるときは，同一の場 室の合計した面積に係る部分に限る。）の規定は，当分の 附則第5条

所とすることができる。 間適用しない。

(2) 必要な備品を備えているか。 適 ･ 否

８ 廊下幅 1.8メートル以上となっているか。ただし，中廊下の幅は，2.7メ 適 ･ 否 ・ 廊下の幅は，入所者の身体的，精神的特性及び非常災 基準

ートル以上となっているか。 害時における迅速な避難，救出の確保を考慮して定めら 第3条第1項第八号

れたものである。

・ 「中廊下」とは，廊下の両側に居室，静養室等入所者の 解釈 第3の2

日常生活に直接使用する設備のある廊下をいう。

９ 消火設備 消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けているか。 適 ･ 否 ・ 「消火設備その他の非常災害に際して必要な設備」と 基準

は，消防法その他の法令等に規定された設備を示してお 第3条第1項第九号

り，それらの設備を確実に設置しなければならないもの 解釈 第3の3

である。

10 その他 (1) 上記の設備は，専ら当該指定介護老人福祉施設の用に供するもの 適 ･ 否 基準 第3条第2項

となっているか。

ただし，入所者の処遇に支障がない場合には，この限りではな

い。

(2) 便所等の面積又は数の定めのない設備については，それぞれの設 適 ･ 否 ・ 身体の不自由な利用者が使うのに不自由のない広さを 解釈 第3の1

備の持つ機能を十分に発揮し得る適当な広さ又は数を確保するよう 有しているか。

配慮しているか。 ・ 利用者のため必要な数が設置されているか。
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介護老人福祉施設

介護老人福祉施設（□囲みは運営指導時の確認項目）

着 眼 点 自己評価 チェックポイント 関係書類 根拠法令 特記事項

第４ 運営に関する基準

１ 内容及び手続の説明 (1) 指定介護老人福祉施設は，指定介護福祉施設サービスの提供の開 適 ･ 否 ・ 重要事項を記した文書を交付して説明しているか。 ○運営規程 法第88条第2項

及び同意 始に際しては，あらかじめ，入所申込者又はその家族に対し，運営 ・ 当該文書については，書面によって確認することが望 ○利用料金等の説

規程の概要，従業者の勤務の体制その他の入所申込者のサービスの 同意の確認 ましい。 明文書 基準 第4条第1項

選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付して説明を 有 ･ 無 （重要事項の主な項目） ○パンフレット

行い，当該提供の開始について入所申込者の同意を得ているか。 ① 運営規程（概要） ○同意に関する記 解釈 第4の2

② 従業者の勤務体制 録

(2) 重要事項を記した文書は，わかりやすいものとなっているか。 適 ･ 否 ③ 事故発生時の対応

④ 苦情処理の体制

⑤ 第三者評価の実施状況（実施の有無，実施した直近の

年月日，評価機関の名称，評価結果の開示状況）

⑥ 利用料（保険給付対象外の費用を含む)

など

２ 提供拒否の禁止 指定介護老人福祉施設は，正当な理由なく指定介護福祉施設サービ 提供拒否の ・ 正当な理由がある場合とは，入院治療の必要がある場 基準 第4条の2

スの提供を拒んではいないか。 有 ･ 無 合その他入所者に対し自ら適切な指定介護福祉施設サー

特に，要介護度や所得の多寡を理由にサービスの提供を拒否してい ビスを提供することが困難な場合である。 解釈 第4の3

ないか。

３ サービス提供困難時 指定介護老人福祉施設は，入所申込者が入院治療を必要とする場合 適 ・ 否 基準 第4条の3

の対応 その他入所申込者に対し自ら適切な便宜を提供することが困難である

場合は，適切な病院若しくは診療所又は介護老人保健施設若しくは介

護医療院を紹介する等の適切な措置を速やかに講じているか。

４ 受給資格等の確認 (1) 指定介護老人福祉施設は，指定介護福祉施設サービスの提供を求 適 ･ 否 基準 第5条

められた場合は，その者の提示する被保険者証によって，被保険者

資格，要介護認定の有無及び要介護認定の有効期間の確認を行って 解釈 第4の4

いるか。

法第87条第2項

(2) 指定介護老人福祉施設は，被保険者証に認定審査会意見が記載さ 適 ･ 否 ・ 認定審査会意見とは，サービスの適正かつ有効な利用

れているときは，当該認定審査会意見に配慮して，指定介護福祉施 等に関し当該被保険者が留意すべき事項である。

設サービスを提供するように努めているか。

５ 要介護認定の申請 (1) 指定介護老人福祉施設は，入所の際に要介護認定を受けていない 適 ･ 否 基準 第6条

に係る援助 入所申込者については，要介護認定の申請が既に行われているかど

うかを確認しているか。

申請が行われていない場合は，入所申込者の意思を踏まえて，速

やかに当該申請が行われるよう必要な援助を行っているか。

(2) 指定介護老人福祉施設は，要介護認定の更新の申請が遅くとも当 適 ･ 否

該入所者が受けている要介護認定の有効期間の満了日の30日前には

行われるよう必要な援助を行っているか。

６ 入退所 (1) 指定介護老人福祉施設は，身体上又は精神上著しい障害があるた 適 ･ 否 ○入退所時の調書 基準 第7条第1項

めに常時の介護を必要とし，かつ，居宅においてこれを受けること 等

が困難な者に対し，指定介護福祉施設サービスを提供しているか。 ○契約書
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介護老人福祉施設

介護老人福祉施設（□囲みは運営指導時の確認項目）

着 眼 点 自己評価 チェックポイント 関係書類 根拠法令 特記事項

(2) 指定介護老人福祉施設は，入所申込者の数が，入所定員から入所 適 ･ 否 ・ 「指定介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）の入所 ○入所検討委員会 基準 第7条第2項

者の数を差し引いた数を超えている場合には，介護の必要の程度及 に関する指針」（平成26年12月12日 老高発1212第1号） 議事録

び家族等の状況を勘案し，指定介護福祉施設サービスを受ける必要 に基づき，入所の決定は，入所検討委員会の合議による ○入所申込書

性が高いと認められる入所申込者を優先的に入所させるよう努めて ものとする。

いるか。

なお，こうした優先的な入所の取扱いについては，透明性及び公 解釈 第4の6(2)

平性が求められることに留意しているか。

(3) 指定介護老人福祉施設は，入所申込者の入所に際しては，その者 適 ･ 否 ○施設サービス計 基準 第7条第3項

に係る居宅介護支援事業者に対する照会等により，その者の心身の 画

状況，生活歴，病歴，指定居宅サービス等の利用状況等の把握に努 ○照会の記録等

めているか。

(4) 指定介護老人福祉施設は，入所者の心身の状況，その置かれてい 適 ･ 否 ○看護・介護記録 基準 第7条第4,5項

る環境等に照らし，その者が居宅において日常生活を営むことがで 等

きるかどうかについて定期的に検討を行っているか。 解釈 第4の6(4)

その検討に当たっては，生活相談員，介護職員，看護職員，介護 適 ･ 否

支援専門員等の従業者の間で協議しているか。

(5) 指定介護老人福祉施設は，その心身の状況，その置かれている環 適 ･ 否 基準 第7条第6項

境等に照らし，居宅において日常生活を営むことができると認めら

れる入所者に対し，その者及びその家族の希望，その者が退所後に

置かれることとなる環境等を勘案し，その者の円滑な退所のために

必要な援助を行っているか。

(6) (5)は，(4)の検討の結果，居宅での生活が可能と判断される入所 適 ･ 否 解釈 第4の6(5)

者に対し，退所に際しての本人又は家族等に対する家庭での介護方

法等に関する適切な指導，居宅介護支援事業者等に対する情報提供

等の必要な援助をすることを規定したものであり，安易に施設側の

理由により退所を促すことのないよう留意しているか。

また，退所が可能となった入所者の退所を円滑に行うために，介護 適 ･ 否

支援専門員及び生活相談員が中心となり，退所後の主治の医師及び

居宅介護支援事業者等並びに市町村と十分連携を図っているか。

(7) 指定介護老人福祉施設は，入所者の退所に際しては，居宅サービ 適 ･ 否 基準 第7条第7項

ス計画の作成等の援助に資するため，居宅介護支援事業者に対する

情報の提供に努めるほか，保健医療サービス又は福祉サービスを提

供する者との密接な連携に努めているか。

７ サービスの提供の (1) 指定介護老人福祉施設は，入所に際しては入所の年月日並びに入 適 ･ 否 基準 第8条

記録 所している介護保険施設の種類及び名称を，退所に際しては退所の

年月日を，当該者の被保険者証に記載しているか。 解釈 第4の7

・ 指定介護福祉施設サービスを提供した際には，サービ

(2) 指定介護老人福祉施設は，指定介護福祉施設サービスを提供した 適 ･ 否 スの提供日，入所者の心身の状況，提供した具体的なサ 鹿児島県条例

際には，提供した具体的なサービスの内容等を記録しているか。 ービスの内容等必要な事項をを記録しなければならな

なお，当該記録を５年間保存しているか。 い。

・ 「提供した具体的なサービスの内容等の記録」は，鹿児

島県条例により，５年間保存すること。
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介護老人福祉施設（□囲みは運営指導時の確認項目）

着 眼 点 自己評価 チェックポイント 関係書類 根拠法令 特記事項

８ 利用料等の受領 (1) 指定介護老人福祉施設は，法定代理受領サービスに該当する指定 適 ･ 否 ・ 施設サービスに係る費用のうち１割～３割の支払いを ○請求書及び領収 基準

介護福祉施設サービスを提供した際には，入所者から利用料の一部 受けているか。 書等 第9条第1項

として，施設サービス費用基準額から当該指定介護老人福祉施設に ○金銭台帳の類

支払われる施設介護サービス費の額を控除して得た額の支払を受け ○明細書（控）

ているか。 ○利用料金の説明

※施設サービス費用基準額：当該指定介護福祉施設サービスについ 文書等

て法第48条第２項に規定する厚生労働大臣が定める基準により

算定した費用の額（その額が現に当該指定介護福祉施設サービ

スに要した費用の額を超えるときは，当該現に指定介護福祉施

設サービスに要した費用の額とする。）

(2) 指定介護老人福祉施設は，法定代理受領サービスに該当しない指 適 ･ 否 基準 第9条第2項

定介護福祉施設サービスを提供した際に入所者から支払を受ける利

用料の額と，施設サービス費用基準額との間に，不合理な差額が生

じないようにしているか。

(3) 指定介護老人福祉施設は，上記(1),(2)の支払を受ける額のほか， 適 ･ 否 ・ 保険給付の対象となっているサービスと明確に区分さ ○運営規程 基準 第9条第3項

受けることのできる次に掲げる費用の額以外の支払いを入所者から れないあいまいな名目による費用の支払いを受けること

受けていないか。 は認めない。

① 食事の提供に要する費用 ①費用の徴収

（法51条の３第１項の規定により特定入所者介護サービス費が入 有 ・ 無 ・

所者に支給された場合は，同条第２項第一号に規定する食費の基

準費用額を限度とする。）

② 居住に要する費用 ②費用の徴収

（法第51条の３第１項の規定により特定入 所者介護サービス費が 有 ・ 無

入所者に支給された場合は，同条第２項第二号に規定する居住費

の基準費用額を限度とする。）

③ 厚生労働大臣の定める基準に基づき入所者が選定する特別な居室 ③費用の徴収

の提供を行ったことに伴い必要となる費用 有 ・ 無

④ 厚生労働大臣の定める基準に基づき入所者が選定する特別な食事 ④費用の徴収

の提供を行ったことに伴い必要となる費用 有 ・ 無

⑤ 理美容代 ⑤費用の徴収 ・ 左記(3)⑤は，実費相当額

有 ・ 無

⑥ 上記①から⑤に掲げるもののほか，指定介護福祉施設サービスに ・ 左記(3)の⑥の費用の具体的な範囲については，別に通 解釈 第4の8(3)

おいて提供される便宜のうち，日常生活においても通常必要とな ⑥費用の徴収 知された「通所介護等における日常生活に要する費用の

るものに係る費用であって，その入所者に負担させることが適当 有 ・ 無 取扱いについて」(平成12年3月30日老企第54号）による

と認められるもの ものとする。

(4) 上記(3)①から④までの費用については，別に厚生労働大臣の定め 適 ・ 否 ※厚生労働大臣の定めるところ 基準 第9条第4項

るところにより，適切に取扱われているか。 ・「居住，滞在及び宿泊並びに食事の提供に係る利用料等

に関する指針」(平成17年厚労省告示第419号）

(5) 指定介護老人福祉施設は，上記(3)に掲げる費用の額に係るサービ 適 ･ 否 ・「厚生労働大臣の定める利用者等が選定する特別な居室 ○利用料金の説明 基準 第9条第5項

スの提供に当たっては，あらかじめ，入所者又はその家族に対し， 同意文書 等の提供に係る基準等」(平成12年厚労省告示第123号） 文書等

当該サービスの内容及び費用を記した文書を交付して説明を行い， 有 ･ 無 ○領収証（控）

入所者の同意を得ているか。

上記(3)①から④までに掲げる費用に係る同意については，文書に

より同意を得ているか。
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介護老人福祉施設（□囲みは運営指導時の確認項目）

着 眼 点 自己評価 チェックポイント 関係書類 根拠法令 特記事項

(6) 指定介護老人福祉施設は，指定介護福祉施設サービスその他のサ 領収書の交付 ・ 利用者負担の徴収に際して，領収証は，利用者からの ○領収証（控） 法第48条第7条

ービスの提供に要した費用につき，その支払いを受ける際，当該支 有 ･ 無 負担金受領の都度交付しているか。 準用

払いをした要介護被保険者に対し，厚生労働省令（施行規則第82 ・ 消費税の取扱いは適正か。 (法第41条第8項）

条）に定めるところにより，領収証を交付しているか。

(7) 指定介護老人福祉施設は，領収証に指定介護福祉施設サービスに 適 ･ 否 ・ 領収証に次に掲げる費用区分を明確にしているか。 施行規則第82条

ついて要介護被保険者から支払を受けた費用の額のうち，法第48条 ① 基準により算定した費用の額

第２項に規定する厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の ② 食事の提供に要した費用の額及び居住に要した費用の

額（その額が現に当該指定介護福祉施設サービス等に要した費用の 額

額を超えるときは，当該現に指定介護福祉施設サービス等に要した ③ その他の費用の額（それぞれ個別の費用ごとに区分）

費用の額とする。），食事の提供に要した費用の額及び居住に要し

た費用の額に係るもの並びにその他の費用の額を区分して記載し， ・ 明細の項目等が利用者にわかりやすいものとなってい

当該その他の費用の額についてはそれぞれ個別の費用ごとに区分し るか。

て記載しているか。

９ 保険給付の請求の 指定介護老人福祉施設は，法定代理受領サービスに該当しない指定 適 ･ 否 ・ 償還払いとなる利用者に対しては介護給付費請求明細 ○サービス提供証 基準 第10条

ための証明書の交付 介護福祉施設サービスに係る費用の支払を受けた場合は，その提供し 償還払い 書に準じたサービス提供証明書を交付しているか。 明書控

た指定介護福祉施設サービスの内容，費用の額その他必要と認められ 有 ･ 無 ・ 様式は基本的には介護給付費明細書と同じで記載不要

る事項を記載したサービス提供証明書を入所者に対して交付している 証明書の交付 の欄は網掛け等の処理が望ましい。

か。 有 ･ 無

10 指定介護福祉施設 (1) 指定介護老人福祉施設は，施設サービス計画に基づき，入所者の 適 ･ 否 ・ 指定介護老人福祉施設サービスの内容には，当該施設 ○施設サービス計 基準 第11条第1項

サービスの取扱方針 要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう，その者の心身の状 の行事及び日課も含むものである。 画

況等に応じて，その者の処遇を妥当適切に行っているか。 ○看護・介護記録 解釈 第4の10(1)

等

(2) 指定介護福祉施設サービスは，施設サービス計画に基づき，漫然 適 ･ 否 ・ 入所者全員に画一的なものとなっていないか。 基準 第11条第2項

かつ画一的なものとならないよう配慮して行っているか。

(3) 指定介護老人福祉施設の従業者は，指定介護福祉施設サービスの 適 ･ 否 ○サービス内容説 基準 第11条第3項

提供に当たっては，懇切丁寧を旨とし，入所者又はその家族に対 明に関する書類

し，処遇上必要な事項について，理解しやすいように説明を行って など

いるか。

(4) 指定介護老人福祉施設は，指定介護福祉施設サービスの提供に当 事例の有無 基準 第11条第4項

たっては，当該入所者又は他の入所者等の生命又は身体を保護する 有 ･ 無

ため緊急やむを得ない場合を除き，身体的拘束その他入所者の行動

を制限する行為（身体的拘束等）を行っていないか。

平13老発155

〈身体的拘束等の具体的行為〉 （身体拘束ゼロへ

① 徘徊しないように，車いすやいす，ベッドに体幹や四肢をひも等 の手引き）

で縛る。

② 転落しないように，ベッドに体幹や四肢をひも等で縛る。

③ 自分で降りられないように，ベッドを柵（サイドレール）で囲

む。

④ 点滴・経管栄養等のチューブを抜かないように，四肢をひも等で

縛る。

⑤ 点滴・経管栄養等のチューブを抜かないように，または皮膚をか

きむしらないように，手指の機能を制限するミトン型の手袋等を

つける。
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介護老人福祉施設

介護老人福祉施設（□囲みは運営指導時の確認項目）

着 眼 点 自己評価 チェックポイント 関係書類 根拠法令 特記事項

⑥ 車いすやいすからずり落ちたり，立ち上がったりしないように，

Ｙ字型拘束帯や腰ベルト，車いすテーブルをつける。

⑦ 立ち上がる能力のある人の立ち上がりを妨げるようないすを使用

する。

⑧ 脱衣やおむつはずしを制限するために，介護衣（つなぎ服）を着

せる。

⑨ 他人への迷惑行為を防ぐために，ベッドなどに体幹や四肢をひも

等で縛る。

⑩ 行動を落ち着かせるために，向精神薬を過剰に服用させる。

⑪ 自分の意思で開けることのできない居室等に隔離する。

(5) 指定介護老人福祉施設は，(4)の緊急やむを得ず身体的拘束等を行 適 ･ 否 ・ 当該入所者又は他の入所者等の生命又は身体を保護す ○重要事項説明書 基準 第11条第5項

う場合には，①切迫性②非代替性③一時性の３つの要件を満たして るため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行 ○施設介護サービ

いるかどうか「身体的拘束適正化検討委員会」で検討がなされてい ってはならず，緊急やむを得ない場合に身体的拘束等を ス利用契約書等 解釈 第4の10(2)

るか。 行う場合にあっても、その態様及び時間、その際の入所 ○身体拘束に関す

また，身体的拘束等の態様及び時間，その際の入所者の心身の状 記録の管理 者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しな る記録

況並びに緊急やむを得ない理由を記録しているか。 有 ･ 無 ければならない。

なお，記録に当たっては，「身体拘束ゼロへの手引き」に例示さ

れている「身体拘束に関する説明書・経過観察記録」などを参考と

して，適切な記録を作成し，保存しているか。

(6) 指定介護老人福祉施設は，身体的拘束等の適正化を図るため，次 ① 身体的拘束適正化検討委員会 基準 第11条第6項

に掲げる措置を講じているか。 ・ 身体的拘束適正化検討委員会は，幅広い職種（例え

ば、施設長（管理者）、看護職員、介護職員、生活相談 解釈 第4の10の(3)

※「身体的拘束適正化検討委員会」:身体的拘束等の適正化のための 適 ･ 否 員）により構成する。構成メンバーの責務及び役割分担

対策を検討する委員会 を明確にするとともに、専任の身体的拘束等の適正化対

※「テレビ電話装置等」:テレビ電話装置その他の情報通信機器，リ 応策を担当する者を決めておくことが必要である。

アルタイムでの画像を介したコミュニケーシ ・ 運営委員会など他の委員会と独立して設置・運営する

ョンが可能な機器 ことが必要であるが，関係する職種，取り扱う事項等が

相互に関係が深いと認められる他の会議対を設置してい

一 身体的拘束適正化検討委員会（テレビ電話装置等を活用して行 る場合，これと一体的に設置・運営することとして差し

うことができるものとする。）を３月に1回以上開催するととも 支えない。

に，その結果について，介護職員その他の従業者に周知徹底を図 ・ 身体的拘束適正化検討委員会の責任者はケア全体の責

っているか。 任者であることが望ましい。また，第三者や専門家を活

用することが望ましく、その方策として、精神科専門医

〈委員会検討事項例〉 等の専門医の活用等が考えられる。

イ 施設内の推進体制 ・ 身体的拘束適正化検討委員会は、テレビ電話装置等を

ロ 介護の提供体制の見直し 活用して行うことができるものとする。この際、個人情

ハ ｢緊急やむを得ない場合｣を判断する体制・手続き 報保護委員会厚生労働省「医療・介護関係事業者におけ

ニ 施設の設備等の改善 る個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生

ホ 施設の従業者その他の関係者の意識啓発のための取り組み 労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドラ

ヘ 利用者の家族への十分な説明 イン」等を遵守すること。

ト 身体拘束廃止に向けての数値目標 ・ 指定介護老人福祉施設が、報告、改善のための方策を

定め、周知徹底する目的は、身体的拘束等の適正化につ

いて、施設全体で情報共有し、今後の再発防止につなげ

るためのものであり、決して従業者の懲罰を目的とした

ものではないことに留意することが必要である。

・ 具体的には、次のようなことを想定している。

イ 身体的拘束等について報告するための様式を整備する

こと。
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介護老人福祉施設

介護老人福祉施設（□囲みは運営指導時の確認項目）

着 眼 点 自己評価 チェックポイント 関係書類 根拠法令 特記事項

ロ 介護職員その他の従業者は、身体的拘束等の発生ごと 基準 第11条第6項

にその状況、背景等を記録するとともに、イの様式に従

い、身体的拘束等について報告すること。 解釈 第4の10の(3)

ハ 身体的拘束適正化検討委員会において、上記ロにより

報告された事例を集計し、分析すること。

ニ 事例の分析に当たっては、身体的拘束等の発生時の状

況等を分析し、身体的拘束等の発生原因、結果等をとり

まとめ、当該事例の適正性と適正化策を検討すること。

ホ 報告された事例及び分析結果を従業者に周知徹底する

こと。

ヘ 適正化策を講じた後に、その効果について評価するこ

と。

二 身体的拘束等の適正化のための指針を整備しているか。 適 ･ 否 ② 身体的拘束等の適正化のための指針 解釈 第4の10(4)

・ 指針には、次のような項目を盛り込むこととする。

イ 施設における身体的拘束等の適正化に関する基本的考

え方

ロ 身体的拘束適正化検討委員会その他施設内の組織に関

する事項

ハ 身体的拘束等の適正化のための職員研修に関する基本

方針

ニ 施設内で発生した身体的拘束等の報告方法等のための

方策に関する基本方針

ホ 身体的拘束等発生時の対応に関する基本方針 ヘ 入所

者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針

ト その他身体的拘束等の適正化の推進のために必要な基

本方針

三 介護職員その他の従業者に対し，身体的拘束等の適正化のため 適 ･ 否 ③ 従業者に対する研修 解釈 第4の10(5)

の研修を定期的に実施しているか。 ・ 介護職員その他の従業者に対する身体的拘束等の適正

化のための研修の内容としては、身体的拘束等の適正化

の基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発するととも

に、当該施設における指針に基づき、適正化の徹底を行

うものとする。

・ 職員教育を組織的に徹底させていくためには、当該施

設が指針に基づいた研修プログラムを作成し、定期的な

教育（年２回以上）を開催するとともに、新規採用時に

は必ず身体的拘束等の適正化の研修を実施することが重

要である。

・ 研修の実施内容についても記録することが必要であ

る。研修の実施は、職員研修施設内での研修で差し支え

ない。

(7) 指定介護老人福祉施設は，自らその提供する指定介護老人福祉施 適 ･ 否 基準 第11条第7項

設サービスの質の評価を行い，常にその改善を図っているか。
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介護老人福祉施設

介護老人福祉施設（□囲みは運営指導時の確認項目）

着 眼 点 自己評価 チェックポイント 関係書類 根拠法令 特記事項

11 施設サービス計画 (1) 指定介護老人福祉施設の管理者は，介護支援専門員に施設サービ 適 ･ 否 ○施設サービス計 基準 第12条第1項

の作成 ス計画の作成に関する業務を担当させているか。 画

○看護・介護記録

(2) 施設サービス計画に関する業務を担当する介護支援専門員（計画 適 ･ 否 ・ 施設サービス計画の作成に当たっては，入所者の希望 など 基準 第12条第2項

担当介護支援専門員という。）は，施設サービス計画の作成に当た や課題分析の結果に基づき，介護給付等対象サービス以 解釈 第4の11(2)

っては，入所者の日常生活全般を支援する観点から，当該地域の住 外の，当該地域住民による入所者の話し相手，会食等の

民による自発的な活動によるサービス等の利用も含めて，施設サー 自発的な活動によるサービス等も含めて施設サービス計

ビス計画上に位置付けるよう努めているか。 画に位置づけることにより，総合的な計画となるよう努

めること。

(3) 計画担当介護支援専門員は，施設サービス計画の作成に当たって 適 ･ 否 ・ 課題分析は，計画担当介護支援専門員の個人的な考え 基準 第12条第3項

は，適切な方法により，入所者について，その有する能力，その置 方や手法のみによって行われてはならず，入所者の課題 解釈 第4の11(3)

かれている環境等の評価を通じて入所者が現に抱える問題点を明ら を客観的に抽出するための手法として合理的なものと認

かにし，入所者が自立した日常生活を営むことができるように支援 められる適切な方法を用いなければならない。

する上で解決すべき課題を把握しているか。

(4) 計画担当介護支援専門員は，(3)に規定する解決すべき課題の把握 適 ･ 否 ・ 計画担当介護支援専門員が面接の趣旨を入所者及びそ ○介護サービス内 基準 第12条第4項

（アセスメント）に当たっては，入所者及びその家族に面接して行 の家族に対して十分に説明し，理解を得るためには，入 容説明書（重要 解釈 第4の11(4)

っているか。この場合において，計画担当介護支援専門員は，面接 所者やその家族との間の信頼関係，協働関係の構築が重 事項説明書）

の趣旨を入所者及びその家族に対して十分に説明し，理解を得てい 要である。

るか。 ・ 家族への面接については，幅広く課題を把握する観点

計画担当介護支援専門員はその面接技法等の研鑽に努めている から，テレビ電話等の通信機器等の活用により行われる

か。 ものを含むものとする。

(5) 計画担当介護支援専門員は，入所者の希望及び入所者についての 適 ･ 否 ・ 施設サービス計画原案には，意向・援助の方針・ニー 基準 第12条第5項

アセスメントの結果に基づき，入所者の家族の希望を勘案して，入 ズに加え，各種サービス（機能訓練，看護，介護，食事 解釈 第4の11(5)

所者及びその家族の生活に対する意向，総合的な援助の方針，生活 等）に係る目標を具体的に設定し記載する必要がある。

全般の解決すべき課題，指定介護福祉施設サービスの目標及びその ・ 提供される施設サービスの目標については，長期的な

達成時期，指定介護福祉施設サービスの内容，指定介護福祉施設サ 目標及びそれを達成するための短期的な目標並びにそれ

ービスを提供する上での留意事項等を記載した施設サービス計画の らの達成時期等を明確に盛り込み，その達成時期には施

原案を作成しているか。 設サービス計画及び提供したサービスの評価を行い得る

ようにすること。

・ 介護福祉施設サービスの内容には，施設の行事及び日

課等も含む。

・ 施設サービス計画の作成にあたっては、厚生労働省

「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに

関するガイドライン」等を参考にしつつ、本人の意思を

尊重した医療・ケアが実施できるよう、多職種が連携

し、本人及びその家族と必要な情報の共有等に努めるこ

と。

(6) 計画担当介護支援専門員は，サービス担当者会議の開催，担当者 記録の管理 ・ 他の担当者とは，医師，生活相談員，介護職員，看護 基準 第12条第6項

に対する照会等により，当該施設サービス計画の原案の内容につい 有 ･ 無 職員，機能訓練指導員及び栄養士等の当該入所者の介護 解釈 第4の11(6)

て，担当者から，専門的な見地からの意見を求めているか。 及び生活状況等に関する者を指す。

適 ･ 否 ・ テレビ電話装置等の活用に当たっては、個人情報保護

※サービス担当者会議：入所者に対する指定介護福祉施設サービス 委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個

の提供に当たる他の担当者を招集して行う会議（テレビ電話装 人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働

置等を活用して行うことができるものとする。ただし，入所者 省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライ

又はその家族（以下「入所者等」という。）が参加する場合に ン」等を遵守すること。

あっては，テレビ電話装置等の活用について当該入所者等の同

意を得なければならない。）をいう。
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介護老人福祉施設（□囲みは運営指導時の確認項目）

着 眼 点 自己評価 チェックポイント 関係書類 根拠法令 特記事項

(7) 計画担当介護支援専門員は，施設サービス計画の原案の内容につ 適 ･ 否 ・ 説明及び同意を要する施設サービス計画の原案とは， 基準 第12条第7項 ･「介護サービ

いて入所者又はその家族に対して説明し，文書により入所者の同意 いわゆる施設サービス計画書の第１表及び第２表（「介 解釈 第4の11(7) ス計画書の様式

を得ているか。 護サービス計画書の様式及び課題分析標準項目の提示に 及び課題分析標

施設サービス計画の原案について，入所者に対して説明し，同意 ついて」に示す標準様式を指す。）に相当するものを指 準項目の提示に

を得ることを義務づけているが，必要に応じて入所者の家族に対し すものである。 ついて」（平成

ても説明を行い，同意を得る（通信機器等の活用により行われるも （参考） 11年11月12日老

のを含む。）ことが望ましい。 施設サービス計画書（標準様式） 企第29号厚生省

第１表「施設サービス計画書（１）」 老人保健福祉局

第２表「施設サービス計画書（２）」 企画課長通知）

第３表「週間サービス計画表」

第４表「日課計画表」

第５表「サービス担当者会議の要点」

第６表「施設介護支援経過」

（第３表，第４表は選定による使用可）

(8) 計画担当介護支援専門員は，施設サービス計画を作成した際に 適 ･ 否 ・ 施設サービス計画を作成した際には，遅延なく入所者 基準 第12条第8項

は，当該施設サービス計画を入所者へ交付しているか。 に交付すること。 解釈 第4の11(8)

(9) 計画担当介護支援専門員は，施設サービス計画の作成後，施設サ 適 ･ 否 ・ 計画担当介護支援専門員は，入所者の解決すべき課題 基準 第12条第9項

ービス計画の実施状況の把握（入所者についての継続的なアセスメ の変化に留意することが重要であり，施設サービス計画 解釈 第4の11(9)

ントを含む。）を行うとともに，入所者についての解決すべき課題 の作成後においても，入所者及びその家族並びに他のサ

の把握を行い，必要に応じて施設サービス計画の変更を行っている ービス担当者と継続して連絡調整を行い，モリタリング

か。 を行い，必要に応じて施設サービス計画の変更を行うこ

と。

(10) 計画担当介護支援専門員は，(9)に規定する実施状況の把握（モ 適 ･ 否 ・ 「定期的に」の頻度については，入所者の心身の状況 基準 第12条第10項

ニタリング）に当たっては，入所者及びその家族並びに担当者との 等に応じて，適切に判断すること。 解釈 第4の11(10)

連絡を継続的に行うこととし，特段の事情のない限り，次に定める ・ 特段の事情とは，入所者の事情により，入所者に面接

ところにより行っているか。 することができない場合を主として指すものであり，計

① 定期的に入所者に面接すること。 画担当介護支援専門員に起因する事情は含まれない。

② 定期的にモニタリングの結果を記録すること。

(11) 計画担当介護支援専門員は，次に掲げる場合においては，サービ 適 ･ 否 基準 第12条第11項

ス担当者会議の開催，担当者に対する照会等により，施設サービス

計画の変更の必要性について，担当者から，専門的な見地からの意

見を求めているか。

① 入所者が法第28条第２項に規定する要介護更新認定を受けた場

合

② 入所者が法第29条第１項に規定する要介護状態区分の変更の認

定を受けた場合

(12) (9)に規定する施設サービス計画の変更についても，(2)から(8) ・ 計画担当介護支援専門員は，施設サービス計画を変更 基準 第12条第12項

までの規定を準用して行っているか。 適 ･ 否 する際には，原則として，左記(2)から(8)に規定された 解釈 第4の11(11)

施設サービス計画作成に当たっての一連の業務を行うこ

とが必要である。

・ 入所者の希望による軽微な変更を行う場合には，この

必要はないものとする。ただし，計画担当介護支援専門

員が，入所者の解決すべき課題の変化に留意することが

重要である。
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介護老人福祉施設（□囲みは運営指導時の確認項目）

着 眼 点 自己評価 チェックポイント 関係書類 根拠法令 特記事項

12 介 護 (1) 介護は，入所者の自立の支援及び日常生活の充実に資するよう， 適 ･ 否 ・ 施設サービス計画によるサービスの目標等を念頭にお ○施設サービス計 基準 第13条

入所者の心身の状況に応じて，適切な技術をもって行っているか。 いて行うことが基本であり，自立している機能の低下が 画

なお，介護サービス等の提供に当たっては，入所者の人格に十分に 生じないようにするとともに残存機能の維持向上が図ら ○看護・介護記録 解釈 第4の12

配慮して行っているか。 れるよう，適切な技術をもって介護サービスを提供し， 等

又は必要な支援を行うこと。

(2) 指定介護老人福祉施設は，１週間に２回以上，適切な方法によ 適 ･ 否

り，入所者を入浴させ，又は清しきを行っているか。

また，入浴は，入所者の心身の状況や自立支援を踏まえて，適切

な方法により行われているか。

なお，入浴の実施に当たっては，事前に健康管理を行い，入浴す

ることが困難な場合は，清しきを実施するなど入所者の清潔保持に

努めているか。

(3) 指定介護老人福祉施設は，入所者に対し，その心身の状況に応じ 適 ･ 否

て，適切な方法により，排せつの自立について必要な援助を行って

いるか。

(4) 指定介護老人福祉施設は，おむつを使用せざるを得ない入所者の 適 ･ 否 ・ おむつ交換は，頻繁に行えばよいということではな

おむつを適切に取り替えているか。 く，入所者の排せつ状況を踏まえて実施すること。

(5) 指定介護老人福祉施設は，褥瘡が発生しないよう適切な介護を行 適 ･ 否

うとともに，その発生を予防するための体制を整備しているか。

(6) 指定介護老人福祉施設は，入所者に対し，前各項に規定するもの 適 ･ 否

のほか，離床，着替え，整容等の介護を適切に行っているか。

(7) 指定介護老人福祉施設は，常時１人以上の常勤の介護職員を介護 適 ･ 否 ・ 「常時１人以上の常勤の介護職員を介護に従事させる」

に従事させているか。 とは，(7)の要件を満たすとともに，２以上の介護職員

また，夜間を含めて適切な介護を提供できるように介護職員の勤 の勤務体制を組む場合は，それぞれの勤務体制において

務体制を定めているか｡ 常時１人以上の常勤の介護職員の配置を行わなければな

らない。

(8) 指定介護老人福祉施設は，入所者に対し，その負担により，当該 適 ･ 否

指定介護老人福祉施設の従業者以外の者による介護を受けさせてい

ないか。

13 食 事 (1) 指定介護老人福祉施設は，栄養並びに入所者の心身の状況及び嗜 適 ･ 否 ・ 入居者ごとの栄養状態を定期的に把握し，個々の入居 基準 第14条第1項

好を考慮した食事を，適切な時間に提供しているか。 夕食の配膳時刻 者の栄養状態に応じた栄養管理を行うように努めるとと

（ : ） もに，摂食・嚥下機能その他の入居者の身体の状況や， 解釈

(2) 調理は，あらかじめ作成された献立に従って行うとともに，その 適 ･ 否 食形態，嗜好等にも配慮した適切な栄養量及び内容とす 第4の13(1)～(7)

実施状況が明らかにされているか。また，病弱者に対する献立につ ること。

いては，必要に応じ，医師の指導を受けているか。

・ 食事時間は適切なものとし，夕食時間は午後６時以降

(3) 食事の提供に関する業務は，指定介護老人福祉施設自らが行うこ 適 ･ 否 とすることが望ましいが，早くても午後５時以降とする

とが望ましいが，第三者に委託する場合には，栄養管理，調理管 こと。

理，材料管理，施設等管理，業務管理，衛生管理，労働衛生管理に

ついて施設自らが行う等，当該施設の管理者が業務遂行上必要な注

意を果たし得るような体制と契約内容により，食事サービスの質が

確保される場合に，当該施設の最終的責任の下で委託しているか。

(4) 食事提供については，入所者の嚥下や咀嚼の状況，食欲など心身 適 ･ 否

の状態等を当該入所者の食事に的確に反映させるために, 居室関係

部門と食事関係部門との連絡が十分とられているか。
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介護老人福祉施設（□囲みは運営指導時の確認項目）

着 眼 点 自己評価 チェックポイント 関係書類 根拠法令 特記事項

(5) 入所者に対しては適切な栄養食事相談を行っているか。 適 ･ 否

(6) 食事内容については，当該施設の医師又は栄養士若しくは管理栄 適 ･ 否

養士を含む会議において検討が加えられているか。

(7) 指定介護老人福祉施設は，入所者が可能な限り離床して，食堂で 適 ･ 否 基準 第14条第2項

食事を摂ることを支援しているか。

14 相談及び援助 指定介護老人福祉施設は，常に入所者の心身の状況，その置かれて 適 ･ 否 ・ 常時必要な相談及び援助を行い得る体制をとることに ○入所者に関する 基準 第15条

いる環境等の的確な把握に努め，入所者又はその家族に対し，その相 より，積極的に入所者の生活の向上を図ること。 記録 解釈 第4の14

談に適切に応じるとともに，必要な助言その他の援助を行っている

か。

15 社会生活上の便宜 (1) 指定介護老人福祉施設は，教養娯楽設備等を備えるほか，適宜入 適 ･ 否 ・ 画一的なサービスを提供するのではなく，入所者が自 ○施設サービス計 基準 第16条

の提供等 所者のためのレクリエーション行事を行っているか。 らの趣味又は嗜好に応じた活動を通じて充実した日常生 画

活を送ることができるよう努めること。 ○契約書等 解釈 第4の15

(2) 指定介護老人福祉施設は，入所者が日常生活を営むのに必要な行 適 ･ 否 ・ 特に金銭にかかるものについては書面等をもって事前

政機関等に対する手続きについて，その者又はその家族において行 に同意を得るとともに，代行した後はその都度本人に確

うことが困難である場合は，その者の同意を得て，代わって行って 認を得ること。

いるか。

(3) 指定介護老人福祉施設は，常に入所者の家族との連携を図るとと 適 ･ 否 ・ 入所者と家族の面会の場所や時間等についても，入所 ○看護・介護記録

もに，入所者とその家族との交流等の機会を確保するよう努めてい 者やその家族の利便に配慮したものとするよう努めるこ ○面接記録

るか。 と。

(4) 指定介護老人福祉施設は，入所者の外出の機会を確保するよう努 適 ･ 否 ・ 指定介護老人福祉施設は，入所者の生活を当該施設内

めているか。 で完結させてしまうことのないよう，入所者の希望や心

身の状況を踏まえながら，買物や外食，図書館や公民館

等の公共施設の利用，地域の行事への参加，友人宅の訪

問，散歩など，入所者に多様な外出の機会を確保するよ

う努めなければならない。

16 機能訓練 指定介護老人福祉施設は，入所者に対し，その心身の状況等に応じ 適 ･ 否 ・ 機能訓練は，機能訓練室における機能訓練に限るもの ○施設サービス計 基準第17条

て，日常生活を営むのに必要な機能を改善し，又はその減退を防止す ではなく，日常生活の中での機能訓練やレクリエーショ 画

るための訓練を行っているか。 ン，行事の実施等を通じた機能訓練を含むものであり， 解釈 第4の16

これらについても十分に配慮すること。

17 栄養管理 指定介護老人福祉施設は，入所者の栄養状態の維持及び改善を図 適 ･ 否 〈栄養管理について〉 基準 第17条の2 ※経過措置

り，自立した日常生活を営むことができるよう，各入所者の状態に応 ・ 指定介護老人福祉施設の入所者に対する栄養管理につい ･栄養管理に係

じた栄養管理を計画的に行っているか。 ては，管理栄養士が、入所者の栄養状態に応じて、計画 解釈 第4の17 る規定は，令和

的に行うこと。ただし、栄養士のみが配置されている施 ６年３月31日ま

設や栄養士又は管理栄養士を置かないことができる施設 で努力義務（令

については、併設施設や外部の管理栄養士の協力により 和６年４月1日

行うこととする。 より義務化）。

〈栄養管理の手順〉

イ 入所者の栄養状態を施設入所時に把握し、医師、管理

栄養士、歯科医師、看護師、介護支援専門員その他の
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介護老人福祉施設（□囲みは運営指導時の確認項目）

着 眼 点 自己評価 チェックポイント 関係書類 根拠法令 特記事項

職種の者が共同して、入所者ごとの摂食・嚥下機能及 基準 第17条の2 参考

び食形態にも配慮した栄養ケア計画を作成すること。 「リハビリテー

栄養ケア計画の作成に当たっては、施設サービス計画 解釈 第4の17 ション・個別機

との整合性を図ること。 能訓練、栄養管

なお、栄養ケア計画に相当する内容を施設サービス 理及び口腔管理

計画の中に記載する場合は、その記載をもって栄養ケ の実施に関する

ア計画の作成に代えることができる。 基本的な考え方

ロ 入所者ごとの栄養ケア計画に従い、管理栄養士が栄養 並びに事務処理

管理を行うとともに、入所者の栄養状態を定期的に記 手順及び様式例

録すること。 の提示につい

ハ 入所者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価 て」（令和3年3

し、必要に応じて当該計画を見直すこと。 月16日老認発03

18 口腔衛生の管理 指定介護老人福祉施設は，入所者の口腔の健康の保持を図り，自立 適 ･ 否 〈口腔衛生の管理の手順〉 基準 第17条の３ ※経過措置

した日常生活を営むことができるよう，口腔衛生管理体制を整備し， ① 当該施設において、歯科医師又は歯科医師の指示を受 ･口腔衛生の管

各入所者の状態に応じた口腔衛生の管理を計画的に行なっているか。 けた歯科衛生士が、当該施設の介護職員に対する口腔衛 解釈 第4の18 理に係る規定

生の管理に係る技術的助言及び指導を年２回以上行うこ は，令和６年３

と。 月31日まで努力

義務（令和６年

② 上記①の技術的助言及び指導に基づき、以下の事項を ４月1日より義

記載した、入所者の口腔衛生の管理体制に係る計画を作 務化）。

成するとともに、必要に応じて、定期的に当該計画を見

直すこと。

なお、口腔衛生の管理体制に係る計画に相当する内容

を施設サービス計画の中に記載する場合はその記載をも

って口腔衛生の管理体制に係る計画の作成に代えること

ができるものとする。

イ 助言を行った歯科医師

ロ 歯科医師からの助言の要点

ハ 具体的方策

ニ 当該施設における実施目標

ホ 留意事項・特記事項

③ 医療保険において歯科訪問診療料が算定された日に、

介護職員に対する口腔清掃等に係る技術的助言及び指導

又は上記②の計画に関する技術的助言及び指導を行うに

あたっては、歯科訪問診療又は訪問歯科衛生指導の実施

時間以外の時間帯に行うこと。

19 健康管理 指定介護老人福祉施設の医師又は看護職員は，常に入所者の健康の 適 ･ 否 ○施設サービス計 基準第18条

状況に注意し，必要に応じて健康保持のための適切な措置を採ってい 画

るか。 ○入所者に関する

記録

20 入所者の入院期間中 (1) 指定介護老人福祉施設は，入所者について，病院又は診療所に入 適 ･ 否 ・ 「退院することが明らかに見込まれるとき」は，入所者 ○診断書等 基準第19条

の取扱い 院する必要が生じた場合であって，入院後おおむね３月以内に退院 の入院先の病院又は診療所の当該主治医に確認するなど

することが明らかに見込まれるときは，その者及びその家族の希望 の方法により判断すること。 解釈

等を勘案し，必要に応じて適切な便宜を供与するとともに，やむを ・ 「必要に応じて適切な便宜を提供」とは，入所者及びそ 第4の20(1)(2)

得ない事情がある場合を除き，退院後再び当該指定介護老人福祉施 の家族の同意の上での入退院の手続きや，その他の個々

設に円滑に入所することができるようにしているか。 の状況に応じた便宜を図ることを指すものである。
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着 眼 点 自己評価 チェックポイント 関係書類 根拠法令 特記事項

(2) 入所者の入院期間中のベッドを短期入所生活介護事業等に利用す 適 ･ 否 ・ 入所者の入院期間中のベッドは，短期入所生活介護事 基準第19条

る場合は入所者の同意を得ているか。 業等に利用しても差し支えないが，当該入所者が退院す

る際に円滑に再入所できるよう，その利用は計画的なも 解釈

のでなければならない。 第4の20(3)

・ 「やむを得ない事情がある場合」とは，単に当初予定の

退院日に満床であることをもって該当するものではな

く，例えば，入所者の退院が予定より早まるなどの理由

により，ベッドの確保が間に合わない場合等を指すもの

であり，施設側の都合は基本的には該当しない。

なお，当該例示の場合であっても，再入所が可能なベ

ッドの確保ができるまでの間，短期入所生活介護の利用

を検討するなどにより，入所者の生活に支障を来さない

よう努める必要がある。

21 入所者に関する市町 指定介護老人福祉施設は，入所者が次のいずれかに該当する場合 適 ・ 否 ・ 偽りその他不正の行為によって保険給付を受けた者， 基準 第20条

村への通知 は，遅滞なく，意見を付してその旨を市町村に通知しているか 及び自己の故意の犯罪行為若しくは重大な過失等によ

一 正当な理由なしに指定介護福祉施設サービスの利用に関する指 り，要介護状態等若しくはその原因となった事故を生じ 解釈 第4の21

示に従わないことにより，要介護状態の程度を増進させたと認め させるなどした者に関し，保険給付適正化の観点から市

られるとき。 町村に通知しなければならない。

二 偽りその他不正の行為によって保険給付を受け，又は受けよう

としたとき。

22 緊急時の対応 指定老人介護福祉施設は，現に指定介護老人福祉施設サービスの提供を 適 ・ 否 ・ 入所者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ配置医師 基準 第20条の2

行っているときに入所者の病状の急変が生じた場合その他必要な場合のた による対応その他の方法による対応方針を定めなければなら

め，あらかじめ，配置医師との連携方法その他の緊急時等における対応方 ない。 解釈 第4の22

法を定めているか。 ・ 対応方針に定める規定としては、緊急時の注意事項や病状

等についての情報共有の方法、曜日や時間帯ごとの医師と

の連携方法や診察を依頼するタイミング等があげられる。

23 管理者による管理 指定介護老人福祉施設の管理者は，専ら当該指定介護老人福祉施設の職 適 ・ 否 ・ 管理者が従業者及び業務の管理を，一元的に行える状況に ○組織表 基準 第21条

務に従事する常勤の者であるか。 あるか。 ○勤務表

ただし，当該指定介護老人福祉施設の管理上支障がない場合は，同一敷 例えば，他の事業所，施設の管理者又は他の業務を兼務し ○給与台帳等 解釈 第4の23

地内にある他の事業所，施設等又は当該指定介護老人福祉施設のサテライ ている場合管理すべき事業所数が過剰であると判断されるな

ト型居住施設の職務に従事しても差し支えない。 ど，当該施設の管理業務に支障がないといえるかどうか。

24 管理者の責務 (1) 指定介護老人福祉施設の管理者は，当該指定介護老人福祉施設の従業 適 ・ 否 ○組織運営図等 基準 第22条

者の管理，業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行っている ○他の業務と兼務し

か。 ている場合それぞ

れの勤務表

(2) 指定介護老人福祉施設の管理者は，従業者に，基準省令第４章 適 ・ 否

「運営に関する基準」を遵守させるために必要な指揮命令を行ってい

るか。

25 計画担当介護支援 計画担当介護支援専門員は，上記「11 施設サービス計画の作成」に規 適 ・ 否 ○辞令又は雇用契約 基準 第22条の2

専門員の責務 定する業務のほか，次に掲げる業務を行っているか。 書

一 入所申込者の入所に際し，その者に係る居宅介護支援事業者に対す ○登録証明書

る照会等により，その者の心身の状況，生活歴，病歴，指定居宅サー

ビス等の利用状況等を把握すること。
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着 眼 点 自己評価 チェックポイント 関係書類 根拠法令 特記事項

二 入所者の心身の状況，その置かれている環境等に照らし，その者が 基準 第22条の2

居宅において日常生活を営むことができるかどうかについて定期的に

検討すること。

三 その心身の状況，その置かれている環境等に照らし，居宅において

日常生活を営むことができると認められる入所者に対し，その者及び

その家族の希望，その者が退所後に置かれることとなる環境等を勘案

し，その者の円滑な退所のために必要な援助を行うこと。

四 入所者の退所に際し，居宅サービス計画の作成等の援助に資するた

め，居宅介護支援事業者に対して情報を提供するほか，保健医療サー

ビス又は福祉サービスを提供する者と密接に連携すること。

五 基準第11条第５項に規定する身体的拘束等の態様及び時間，その際

の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録すること。

六 基準第33条第２項に規定する苦情の内容等を記録すること。

七 基準第35条第３項に規定する事故の状況及び事故に際して採った処

置について記録すること。

26 運営規程 指定介護老人福祉施設は，次に掲げる運営規程を定めているか。 適 ・ 否 ・ 変更があった事項については，10日以内に変更届を提出す ○運営規程 基準 第23条

※「運営規定」：施設の運営についての重要事項に関する規程 ること。 ○指定申請書(写）

・「従業者の職種、員数及び職務の内容」について ○変更届出書（受理 解釈 第4の26(1)

① 施設の目的及び運営の方針 従業者の「員数」は日々変わりうるものであるため、業務 通知書）

② 従業者の職種，員数及び職務の内容 負担軽減等の観点から、規程を定めるに当たっては、基準省

③ 入所定員 令第２条において置くべきとされている員数を満たす範囲に

④ 入所者に対する指定介護福祉施設サービスの内容及び利用料その他 おいて、「○人以上」と記載することも差し支えない。

の費用の額 ・「虐待の防止のための措置に関する事項」について

⑤ 施設の利用に当たっての留意事項 虐待の防止に係る、組織内の体制（責任者の選定、従業者 解釈 第4の26(6) ※経過措置

⑥ 緊急時等における対応方法 への研修方法や研修計画等）や虐待又は虐待が疑われる事案 ･虐待の防止に係

⑦ 非常災害対策 （以下「虐待等」という。）が発生した場合の対応方法等を る措置は，令和

⑧ 虐待の防止のための措置に関する事項 指す内容であること。 ６年３月31日ま

⑨ その他施設の運営に関する重要事項 ・「その他施設の運営に関する重要事項」について で努力義務（令

当該入所者又は他の入所者等の生命又は身体を保護するた 解釈 第4の26(7) 和６年４月1日よ

め緊急やむを得ない場合に身体的拘束等を行う際の手続に り義務化）。

ついて定めておくことが望ましい。

27 勤務体制の確保等 (1) 指定介護老人福祉施設は，入所者に対し，適切な指定介護福祉施設サ 適 ・ 否 ○勤務表 基準 第24条第1項

ービスを提供することができるよう，従業者の勤務の体制を定めている ○勤務計画(予定)表

か。 ○組織表等

○辞令又は雇用契約

(2) 指定介護老人福祉施設は，指定介護老人福祉施設ごとに，原則として 適 ・ 否 書 解釈 第4の27(1)

月ごとに勤務表（介護職員の勤務体制を２以上で行っている場合は，そ

の勤務体制ごとの勤務表）を作成し，従業者の日々の勤務時間，常勤・

非常勤の別，介護職員及び看護職員等の配置，管理者との兼務関係等を

明確にしているか。

(3) 指定介護老人福祉施設は，当該指定介護老人福祉施設の従業者によっ 適 ・ 否 ・ 業務委託を行っている場合，その内容は適切か。 基準

て指定介護福祉施設サービスを提供しているか。ただし，入所者の処遇 第24条第2項

に直接影響を及ぼさない業務（調理業務，洗濯等）については，この限

りでない。
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(4) 指定介護老人福祉施設は，従業者に対し，その資質の向上のための研 適 ・ 否 ・ 指定介護老人福祉施設の従業者の資質の向上を図るため， 基準 第24条第3項 ※経過措置

修の機会を確保しているか。 実施時期 研修期間が実施する研修や当該施設内の研修への参加の機会 ･認知症に係る基

その際，当該指定介護老人福祉施設は，全ての従業者（看護師，准看 （ ） を計画的に確保すること。 解釈 第4の27(3) 礎的な研修を受

護師，介護福祉士，介護支援専門員，法第8条第2項に規定する政令で定 ・ 介護に直接携わる職員のうち、医療・福祉関係の資格を有 講させるために

める者等の資格を有する者その他これに類する者を除く。）に対し，認 適 ・ 否 さない者について、認知症介護基礎研修を受講させるために 必要な措置は，

知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じてい 必要な措置を講じることを義務づける。 令和６年３月31

るか。 ・ 介護に関わる全ての者の認知症対応力を向上させ、認知症 日まで努力義務

〈当該義務付けの対象とならない者〉 についての理解の下、本人主体の介護を行い、認知症の人の (令和６年４月1

・各資格のカリキュラム等において、認知症介護に関する基礎的な知識 尊厳の保障を実現していく観点から実施するものである。 日より義務化)。

及び技術を習得している者 ・ 新卒採用、中途採用を問わず、施設が新たに採用した従業

看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、実務者研修修了 者（医療・福祉関係資格を有さない者に限る。）に対する当

者、介護職員初任者研修修了者、生活援助従事者研修修了者に加え、 該義務付けの適用については、採用後１年間の猶予期間を設

介護職員基礎研修課程又は訪問介護員養成研修課程一級課程・二級課 けることとし、採用後１年を経過するまでに認知症介護基礎

程修了者、社会福祉医師、歯科医師、薬剤師、理学療法士、作業療法 研修を受講させること。

士、言語聴覚士、精神保健福祉士、管理栄養士、栄養士、あん摩マッ

サージ師、はり師、きゅう師等とする。

(5) 指定介護老人福祉施設は，適切な指定介護福祉施設サービスを確保す 適 ・ 否 ・ 事業主には、職場におけるハラスメント（※1）の防止の 基準 第24条第4項

る観点から，職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景 ための雇用管理上の措置を講じることが義務づけられてい

とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより従業 る。 解釈 第4の27(4)

者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な ・ セクシュアルハラスメントについては、上司や同僚に限ら

措置を講じているか。 ず、利用者やその家族等から受けるものも含まれることに留

意すること。

※1「職場におけるハラスメント」とは，職場におけるセクシュアルハ

ラスメントやパワーハラスメントをいう。 〈事業主が講ずべき措置の具体的内容〉

（指針） ・雇用の分野におけ

※2「パワーハラスメント指針」とは，「事業主が職場における優越的 ・「事業主が職場における性的な言動に起因する問題に関して る男女の均等な機会

な関係を背景とした言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべ 雇用管理上講ずべき措置等についての指針」（平成18年厚生 及び待遇の確保等に

き措置等についての指針」をいう。 労働省告示第615号） 関する法律（昭和47

・「パワーハラスメント指針」（※2）（令和２年厚生労働省 年法律第113号）第1

告示第５号） 1条第1項

（留意事項） ・労働施策の総合的

ａ 事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発 な推進並びに労働者

職場におけるハラスメントの内容及び職場におけるハラス の雇用の安定及び職

メントを行ってはならない旨の方針を明確化し、従業者に周 業生活の充実等に関

知・啓発すること。 する法律（昭和41年

ｂ 相談（苦情を含む。）に応じ、適切に対応するために必要 法律第132号）第30

な体制の整備 条の2第1項

相談に対応する担当者をあらかじめ定めること等により、

相談への対応のための窓口をあらかじめ定め、労働者に周知

すること。

〈事業主が講じることが望ましい取組について〉 参考

・ パワーハラスメント指針においては、顧客等からの著しい 厚生労働省ホー

迷惑行為（カスタマーハラスメント）の防止のために、事業 ムページ

主が雇用管理上の配慮として行うことが望ましい取組の例と （https://www.m

して、 hlw.go.jp/stf/n

①相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備、② ewpage_05120.ht

被害者への配慮のための取組（メンタルヘルス不調への相談 ml）

対応、行為者に対して１人で対応させない等）③被害防止の
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ための取組（マニュアル作成や研修の実施等、業種・業態等 基準 第24条第4項

の状況に応じた取組）

が規定されている。 解釈 第4の27(4)

・ 介護現場では特に、利用者又はその家族等からのカスタマ

ーハラスメントの防止が求められていることから、‘事業主

が講ずべき措置の具体的内容’の必要な措置を講じるにあた

っては、「介護現場におけるハラスメント対策マニュア

ル」、「（管理職・職員向け）研修のための手引き」等を参

考にした取組を行うことが望ましい。

・ 都道府県において、地域医療介護総合確保基金を活用した

介護職員に対する悩み相談窓口設置事業や介護事業所におけ

るハラスメント対策推進事業を実施している場合、事業主が

行う各種研修の費用等について助成等を行っていることか

ら、事業主はこれらの活用も含め、介護事業所におけるハラ

スメント対策を推進することが望ましい。

28 業務継続計画の策 (1) 指定介護老人福祉施設は，業務継続計画を策定し，当該業務継続計画 適 ・ 否 ・ 指定介護老人福祉施設は、感染症や災害が発生した場合に 基準 第24条の2 ※経過措置

定等 に従い必要な措置を講じているか。 あっても、入所者が継続して指定介護福祉施設サービスの提 ･業務継続計画の

供を受けられるよう、業務継続計画を策定するとともに、当 解釈 第4の28(1) 策定等は，令和

※「業務継続計画」：感染症や非常災害の発生時において，入所者に対 該業務継続計画に従い、指定介護老人福祉施設に対して、必 ６年３月31日ま

する指定介護福祉施設サービスの提供を継続的に実 要な研修及び訓練（シミュレーション）を実施しなければな で努力義務（令

施するための，及び非常時の体制で早期の業務再開 らない。 和６年４月1日よ

を図るための計画 ・ 業務継続計画の策定、研修及び訓練の実施については，事 り義務化）。

業所に実施が求められるものであるが、他のサービス事業者

との連携等により行うことも差し支えない。

(2) 指定介護老人福祉施設は，従業者に対し，業務継続計画について周知 適 ・ 否 ・ 感染症や災害が発生した場合には、従業者が連携し取り組

するとともに，必要な研修及び訓練を定期的に実施しているか。 むことが求められることから、研修及び訓練の実施にあたっ

ては、全ての従業者が参加できるようにすることが望まし

い。

(3) 指定介護老人福祉施設は，定期的に業務継続計画の見直しを行い，必 適 ・ 否

要に応じて業務継続計画の変更を行っているか。 【業務継続計画の記載項目等】 解釈 第4の28(2) 参照

・ 想定される災害等は地域によって異なるものであることか ･「介護施設・事

ら、項目については実態に応じて設定すること。 業所における新

・ 感染症及び災害の業務継続計画を一体的に策定することを 型コロナウイル

妨げるものではない。 ス感染症発生時

イ 感染症に係る業務継続計画 の業務継続ガイ

ａ 平時からの備え（体制構築・整備、感染症防止に向けた ドライン」

取組の実施、備蓄品の確保等） ･「介護施設・事

ｂ 初動対応 業所における自

ｃ 感染拡大防止体制の確立（保健所との連携、濃厚接触者 然災害発生時の

への対応、関係者との情報共有等） 業務継続ガイド

ロ 災害に係る業務継続計画 ライン」

ａ 平常時の対応（建物・設備の安全対策、電気・水道等の

ライフラインが停止した場合の対策、必要品の備蓄等）

ｂ 緊急時の対応（業務継続計画発動基準、対応体制等）

ｃ 他施設及び地域との連携

【研修の内容】 解釈 第4の28(3)

・ 感染症及び災害に係る業務継続計画の具体的内容を職員間

に共有するとともに、平常時の対応の必要性や、緊急時の対

応にかかる理解の励行を行うこと。
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介護老人福祉施設（□囲みは運営指導時の確認項目）

着 眼 点 自己評価 チェックポイント 関係書類 根拠法令 特記事項

・ 職員教育を組織的に浸透させていくために，定期的（年２

回以上）な教育を開催するとともに、新規採用時には別に研

修を実施することが望ましい。

・ 研修の実施内容についても記録すること。

・ 感染症の業務継続計画に係る研修については、感染症の予

防及びまん延の防止のための研修と一体的に実施することも

差し支えない。

【訓練（シミュレーション）】 解釈 第4の28(4)

・ 感染症や災害が発生した場合において迅速に行動できるよ

う、業務継続計画に基づき、事業所内の役割分担の確認、感

染症や災害が発生した場合に実践するケアの演習等を定期的

（年２回以上）に実施するものとする。

・ 感染症の業務継続計画に係る訓練については、感染症の予

防及びまん延の防止のための訓練と一体的に実施することも

差し支えない。

・ 訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わないもの

の、机上及び実地で実施するものを適切に組み合わせながら

実施することが適切である。

29 定員の遵守 指定介護老人福祉施設は，入所定員及び居室の定員を超えて入所させて 定員超過有無 基準 第25条

いないか。 有 ・ 無

ただし，災害，虐待その他のやむを得ない事情がある場合はこの限りで

はない。

30 非常災害対策 (1) 指定介護老人福祉施設は，非常災害に関する具体的計画を立て，非常 適 ・ 否 ・ 「関係機関への通報及び連携体制の整備」とは，火災等の ○消防計画 基準 第26条の1

災害時の関係機関への通報及び連携体制を整備し，それらを定期的に従 計画の有無 災害時に，地域の消防機関へ速やかに通報する体制をとるよ ○避難訓練の記録

業員に周知するとともに，定期的に避難，救出その他必要な訓練を行な 有 ・ 無 う職員に周知徹底するとともに，日頃から消防団や地域住民 ○消防署検査記録 解釈 第4の29(2)

っているか。 実施時期 との連携を図り，火災等の際に消火・避難等に協力してもら

（ ） えるような体制作りを求めることとしたものである。

※鹿児島県条例により定められているもの 防火管理者 ・ 「非常災害に関する具体的計画」とは，消防法施行規則第

① 非常災害に関する具体的計画は，火災，震災，風水害その他想定 有 ・ 無 ３条に規定する消防計画（これに準ずる計画を含む。）及び

される非常災害に関するものであること。 定期的な訓練 風水害，地震等の災害に対処するための計画をいう。この場

② 当該具体的計画の概要を，入所者及び従業者に見やすいように掲 有 ・ 無 合，消防計画の策定及びこれに基づく消防業務の実施は，消

示すること。 防法第８条の規定により防火管理者を置くこととされている

③ 地域の自主防災組織及び近隣住民との連携協力体制の整備に努め 施設にあっては，その者に行わせるものとする。また，防火

ること。 管理者を置かなくてもよいこととされている施設において

も，防火管理について責任者を定め，その者に消防計画に準

ずる計画の策定等の業務を行わせるものとする。

(2) 指定介護老人福祉施設は，(1)に規定する訓練の実施に当たって，地 適 ・ 否 ・ 介護老人福祉施設が左記(1)に規定する避難、救出その他 基準 第26条の2

域住民の参加が得られるよう連携に努めているか。 の訓練の実施に当たって、できるだけ地域住民の参加が得ら

れるよう努めることとしたものであり、日頃から地域住民と 解釈 第4の29(3)

の密接な連携体制を確保するなど、訓練の実施に協力を得ら

れる体制づくりに努めることが必要である。訓練の実施に当

たっては、消防関係者の参加を促し、具体的な指示を仰ぐな

ど、より実効性のあるものとすること。
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介護老人福祉施設（□囲みは運営指導時の確認項目）

着 眼 点 自己評価 チェックポイント 関係書類 根拠法令 特記事項

31 衛生管理等 (1) 指定介護老人福祉施設は，入所者の使用する食器その他の設備又は飲 適 ・ 否 ・ 自家水及び受水槽を使用している場合，水質検査及び清掃 ○受水槽清掃記録簿 基準 第27条第1項

用に供する水について，衛生的な管理に努め，又は衛生上必要な措置を を水道法に基づき的確に行うこと。 ○水質検査書

講ずるとともに，医薬品及び医療機器の管理を適正に行なっているか。 （水道法，水道法施行規則，水道法施行令) ○医薬品等管理簿 解釈 第4の30(1)

・ 以下の点に留意すること。 ○検便結果記録

・レジオネラ属菌検査 ① 調理及び配膳に伴う衛生は，食品衛生法等関係法規に準じ

直近の検査年月日（ 年 月 日) て行わなければならない。なお，食事の提供に使用する食器

・検査結果(以下に○を付す) 等の消毒も適正に行わなければならない。

不検出 (10CFU 100ml未満) ② 指定介護老人福祉施設は，食中毒及び感染症の発生を防止

検 出 (10CFU 100ml以上) するための措置等について，必要に応じて保健所の助言，指

・検出された場合，その対応は適切か。（ 適 ・ 否 ） 導を求めるとともに，常に密接な連携を保つこと。

・検査未実施の場合 ③ 特に，インフルエンザ対策，腸管出血性大腸菌感染症対 ○浴槽・ 浴槽水の

検査予定月（ 年 月頃） 策，レジオネラ症対策等については，その発生及びまん延を チェック表

防止するための措置について，別途通知等に基づき，適切な ○浴槽・浴槽水の衛

措置を講じること。 生管理票

入浴施設等のレジオネラ症防止対策等衛生管理を適切に実

施すること。

（Ｈ14.10.18付け高対第406号保健福祉部長通知）

④ 空調設備等により，施設内の適温の確保に努めること。

(2) 指定介護老人福祉施設は，当該指定介護老人福祉施設において感染症 適 ・ 否 【感染症又は食中毒が発生し，又はまん延しないように講ずべ ○感染予防に関する 基準 第27条第2項

及び食中毒が発生し，又はまん延しないように，次の①～④に掲げる措 き措置の具体的取扱い】 マニュアル等

置を講じているか。 イ 感染対策委員会 ○感染予防に関する

・ 感染症対策委員会は，幅広い職種（例えば，施設長（管 職員研修記録等

① 当該指定介護老人福祉施設における感染対策委員会(テレビ電話装 理者），事務長，医師，看護職員，介護職員，栄養士又は 基準

置等を活用して行うことができるものとする。)を，おおむね３月に 適 ・ 否 管理栄養士，生活相談員）により構成する。構成メンバー 第27条第2項第一号

１回以上開催するとともに，その結果について，介護職員その他の従 の責務及び役割分担を明確にすること。施設外の感染管理

業者に周知徹底を図っているか。 等の専門家を委員として積極的に活用することが望まし 解釈

い。 第4の30(2)①

※「感染対策委員会」：感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のた ・ 専任の感染対策担当者を決めておくこと。感染対策担当

めの対策を検討する委員会 者は看護師であることが望ましい。

※「感染対策担当者」：感染対策を担当する者 ・ 感染症対策委員会は，入所者の状況など施設の状況に応

じ，概ね３月に1回以上，定期的に開催するとともに，感染

症が流行する時期等を勘案して必要に応じ随時開催するこ

と。

・ 感染対策委員会は、テレビ電話装置等を活用して行う

際，個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事

業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダン

ス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関する

ガイドライン」等を遵守すること。

・ 感染対策委員会は、運営委員会など施設内の他の委員会

と独立して設置・運営することが必要であるが、関係する

職種、取り扱う事項等が相互に関係が深いと認められる他

の会議体を設置している場合、これと一体的に設置・運営

することとして差し支えない。

② 当該指定介護老人福祉施設における感染症及び食中毒の予防及びま 適 ・ 否 ロ 感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針 基準 参照

ん延の防止のための指針を整備しているか。 ・ 当該指針には，平常時の対策及び発生時の対応を規定す 第27条第2項第二号 「介護現場にお

る。 解釈 ける感染対策の

・ 発生時における施設内の連絡体制や関係機関への連絡体 第4の30(2)➁ 手引き」

制を整備し，明記しておくこと。
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介護老人福祉施設（□囲みは運営指導時の確認項目）

着 眼 点 自己評価 チェックポイント 関係書類 根拠法令 特記事項

③ 当該指定介護老人福祉施設において，介護職員その他の従業者に対 適 ・ 否 ハ 感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修 基準

し，感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修並びに感 ・ 職員教育を組織的に浸透させていくためには，当該施設 第27条第2項第三号

染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的（年2回以上）に が指針に基づいた研修プログラムさ作成し，定期的な教育

実施しているか。 （年２回以上）を開催するとともに，新規採用時には必ず 解釈

感染対策研修を実施することが重要である。 第4の30(2)③

・ 調理や清掃などの業務を委託する場合には，委託を受け

て行うものに対しても，施設の指針が周知されるようにす

ること。

・ 研修の内容について記録すること。

・ 研修の実施は、厚生労働省「介護施設・事業所の職員向

け感染症対策力向上のための研修教材」等を活用するな

ど、施設内での研修で差し支えない。

ニ 感染症の予防及びまん延の防止のための訓練 解釈 ※経過措置

・ 平時から、実際に感染症が発生した場合を想定し、発生 第4の30(2)④ ･感染症の予防及

時の対応について、訓練（シミュレーション）を定期的 びまん延の防止

（年２回以上）に行うことが必要である。 のための 訓練

・ 訓練においては、感染症発生時において迅速に行動でき は，令和６年３

るよう、発生時の対応を定めた指針及び研修内容に基づ 月31日まで努力

き、施設内の役割分担の確認や、感染対策をした上でのケ 義務（令和６年

アの演習などを実施するものとする。 ４月1日より義務

・ 訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わないもの 化）。

の、机上及び実地で実施するものを適切に組み合わせなが

ら実施することが適切である。

④ ①から③に掲げるもののほか，別に厚生労働大臣が定める感染症又 適 ・ 否 基準

は食中毒の発生が疑われる際の対処等に関する手順((平成18年3月31 第27条第2項第四号

日 厚生労働省告示第268号）に沿った対応を行っているか。

32 協力病院等 (1) 指定介護老人福祉施設は，入院治療を必要とする入所者のために，あ 適 ・ 否 ○契約書 基準 第28条

らかじめ，協力病院を定めているか。 ○協力医療機関等の

契約書又は確約書

(2) 指定介護老人福祉施設は，あらかじめ，協力歯科医療機関を定めてお 適 ・ 否 ・ 協力歯科医療機関は，指定介護老人福祉施設から近距離に

くよう努めているか。 あることが望ましい。

33 掲 示 (1) 指定介護老人福祉施設は，当該指定介護老人福祉施設の見やすい場所 適 ・ 否 ○ 運営規程 基準 第29条第1項

に，サービスの選択に資すると認められる重要事項を掲示しているか。 ・ 次に掲げる点に留意すること。

※重要事項 イ 施設の見やすい場所とは、重要事項を伝えるべき介護サー 解釈

・運営規程の概要、 ビスの入所申込者、入所者又はその家族に対して見やすい 第4の32(1)①②

・従業者の勤務の体制 場所であること。

・協力病院 ロ 従業者の勤務の体制については、職種ごと、常勤・非常勤

・利用料 ごと等の人数を掲示する趣旨であり、従業者の氏名まで掲

・事故発生時の対応 示することを求めるものではない。

・苦情処理の体制

・提供するサービスの第三者評価の実施状況（実施の有無、実施した直

近の年月日、実施した評価機関の名称、評価結果の開示状況） など

(2) 指定介護老人福祉施設は，(1)に規定する事項を記載した書面を当該 適 ・ 否 ・ 重要事項を記載したファイル等を介護サービスの入所申込 基準 第29条第2項

指定介護老人福祉施設に備え付け，かつ，これをいつでも関係者に自由 者、入所者又はその家族等が自由に閲覧可能な形で当該介護 解釈

に閲覧させることにより，(1)の規定による掲示に代えているか。 老人福祉施設内に備え付けることで左記(1)の掲示に代える 第4の32(2)

ことができる。
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介護老人福祉施設（□囲みは運営指導時の確認項目）

着 眼 点 自己評価 チェックポイント 関係書類 根拠法令 特記事項

34 秘密保持等 (1) 指定介護老人福祉施設の従業者は，正当な理由がなく，その業務上知 適 ・ 否 ・ 指定介護老人福祉施設は，当該施設の従業者が，従業者で ○秘密保持に関する 基準 第30条

り得た入所者又はその家族の秘密を漏らしていないか。 なくなった後においてもこれらの秘密を保持すべき旨を，従 就業時の取決め

業者の雇用時等に取り決め，例えば違約金についての定めを 解釈 第4の33(2)

(2) 指定介護老人福祉施設は，従業者であった者が，正当な理由がなく， 適 ・ 否 置くなどの措置を講ずべきである。

その業務上知り得た入所者又はその家族の秘密を漏らすことがないよ

う，必要な措置を講じているか。

(3) 指定介護老人福祉施設は，居宅介護支援事業者等に対して，入所者に 適 ・ 否 ○利用者の同意に関

関する情報を提供する際には，あらかじめ文書により入所者の同意を得 する記録

ているか。

35 広 告 指定介護老人福祉施設は，当該指定介護老人福祉施設について広告をす 適 ・ 否 ・ 特に，利用料について保険給付の対象外の便宜に係る費用 ○広告用のパンフレ 基準 第31条

る場合は，その内容が虚偽又は誇大なものとなってはいないか。 広告の有無 等その内容が適正か。 ット，ポスター

有 ・ 無

36 居宅介護支援事業 (1) 指定介護老人福祉施設は，居宅介護支援事業者又はその従業者に対 適 ・ 否 基準 第32条

者に対する利益供与 し，要介護被保険者に当該指定介護老人福祉施設を紹介することの対償

等の禁止 として，金品その他の財産上の利益を供与していないか。

(2) 指定介護老人福祉施設は，居宅介護支援事業者又はその従業者から， 適 ・ 否

当該指定介護老人福祉施設からの退所者を紹介することの対償として，

金品その他の財産上の利益を収受していないか。

37 苦情処理 (1) 指定介護老人福祉施設は，その提供した指定介護福祉施設サービスに 適 ・ 否 ・ 「必要な措置」とは，苦情を受け付けるための窓口を設置 ○契約書又はサービ 基準 第33条第1項

関する入所者及びその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するため することのほか，相談窓口，苦情処理の体制及び手順等当該 ス内容の説明文書 解釈 第4の35(1)

に，苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じてい 施設における苦情を処理するために講ずる措置の概要につい 等

るか。 て明らかにし，これを入所者又はその家族にサービスの内容 ○苦情処理に関する

を説明する文書に記載するとともに，施設に掲示すること等 記録

である。

(2) 指定介護老人福祉施設は，(1)の苦情を受け付けた場合には，当該苦 適 ・ 否 ・ 指定介護老人福祉施設は，苦情がサービスの質の向上を図 基準 第33条第2項

情の内容等を記録しているか。 る上での重要な情報であるとの認識に立ち，苦情の内容を踏 解釈 第4の30(2)

まえ，サービスの質の向上に向けた取組を自ら行うべきであ

(3) 指定介護老人福祉施設は，提供した指定介護福祉施設サービスに関 市町村の調査等 る。 基準 第33条第3項

し，法第23条の規定による市町村が行う文書その他の物件の提出若しく 有 ・ 無

は提示の求め又は当該市町村の職員からの質問若しくは照会に応じ，入 適 ・ 否

所者からの苦情に関して市町村が行う調査に協力するとともに，市町村

から指導又は助言を受けた場合は，当該指導又は助言に従って必要な改

善を行っているか。

(4) 指定介護老人福祉施設は，市町村からの求めがあった場合には，(3) 適 ・ 否 基準 第33条第4項

の改善の内容を市町村に報告しているか。

(5) 指定介護老人福祉施設は，提供した指定介護福祉施設サービスに関す 国保連の調査 基準 第33条第5項

る入所者からの苦情に関して国民健康保険団体連合会が行う法第176条 有 ・ 無

第１項第三号の規定による調査に協力するとともに，国民健康保険団体 適 ・ 否

連合会から同号の規定による指導又は助言を受けた場合は，当該指導又

は助言に従って必要な改善を行っているか。
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介護老人福祉施設（□囲みは運営指導時の確認項目）

着 眼 点 自己評価 チェックポイント 関係書類 根拠法令 特記事項

(6) 指定介護老人福祉施設は，国民健康保険団体連合会からの求めがあっ 適 ・ 否 基準 第33条第6項

た場合には，(6)の改善の内容を国民健康保険団体連合会に報告してい

るか。

38 地域との連携等 (1) 指定介護老人福祉施設は，その運営に当たっては，地域住民又はその 交流の有無 ・ 当該施設が地域に開かれたものとして運営されているか。 ○地域との交流の記 基準 第34条

自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との交流を図っている 有 ・ 無 録

か。

・ 「市町村が実施する事業」には，介護サービス相談員派遣 解釈 第4の36(2)

(2) 指定介護老人福祉施設は，その運営に当たっては，提供した指定介護 適 ・ 否 事業のほか，広く市町村が老人クラブ，婦人会その他の非営

福祉施設サービスに関する入所者からの苦情に関して，市町村等が派遣 利団体や住民の協力を得て行う事業が含まれる。

する者が相談及び援助を行う事業その他の市町村が実施す

る事業に協力するよう努めているか。

39 事故発生の防止及 (1) 指定介護老人福祉施設は，事故の発生又はその再発を防止するため， 事故の発生 ○緊急時の連絡体制

び発生時の対応 次の一～四に定める措置を講じているか。 有 ・ 無 に関する書類

一 事故が発生した場合の対応，二に規定する報告の方法等が記載さ 適 ・ 否 イ 事故発生の防止のための指針 ○事故に関する記録 基準

れた事故発生の防止のための指針を整備すること。 ・ 次のような項目を盛り込むこと。 ○損害賠償保険 第35条第1項第一号

① 施設における介護事故の防止に関する基本的考え方

② 介護事故の防止のための委員会その他施設内の組織に関 解釈 第4の37(1)

する事項

③ 介護事故の防止のための職員研修に関する基本方針

④ 施設内で発生した介護事故，介護事故には至らなかった

が介護事故が発生しそうな場合（ヒヤリ・ハット事例）及

び現状を放置しておくと介護事故に結びつく可能性が高い

ものの報告方法等の介護に係る安全の確保を目的とした改

善のための方策に関する基本方針

⑤ 介護事故等発生時の対応に関する基本方針

⑥ 入所者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針

⑦ その他介護事故等の発生の防止の推進のために必要な基

本方針

二 事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が生じ た場 適 ・ 否 ロ 事故の報告及びその分析を通じた改善策の従業者に対する

合に，当該事実が報告され，その分析を通じた改善策を従業者に周知 周知徹底 基準 「介護保険施設

徹底する体制を整備すること。 ・ 具体的には次のようなことを想定している。 第35条第1項第二号 等における事故

① 介護事故等について報告するための様式を整備するこ の報告様式等に

と。 解釈 第4の37(2) ついて」（令和3

② 介護事故等の発生ごとにその状況，背景等を記録すると 年3月19日老老発

ともに上記①の様式に従い，介護事故等について報告する 0319号第1号）

こと。

③ 事故防止検討委員会において，上記②により報告された

事例を集計し，分析すること。

④ 事例の分析に当たっては，介護事故等の発生時の状況等

を分析し，介護事故等の発生原因，結果等をとりまとめ，

防止策を検討すること。

⑤ 報告された事例及び分析結果を従業者に周知徹底するこ

と。

⑥ 防止策を講じた後に，その効果について評価すること。
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介護老人福祉施設（□囲みは運営指導時の確認項目）

着 眼 点 自己評価 チェックポイント 関係書類 根拠法令 特記事項

三 事故防止検討委員会(テレビ電話装置等を活用して行うことができ 適 ・ 否 ハ 事故防止検討委員会 基準

るものとする。）及び従業者に対する研修を定期的に行うこと。 ・ 事故防止検討委員会は，介護事故発生の防止及び再発防 第35条第1項第三号

止のための対策を検討する委員会である。

※「事故防止検討委員会」：事故発生の防止のための委員会 ・ 幅広い職種（例えば，施設長（管理者），事務長，医 解釈 第4の37(3)

師，看護職員，介護職員，生活相談員）により構成し，構

成メンバーの責務及び役割分担を明確にすること。，

・ 事故防止検討委員会は、テレビ電話装置等を活用して行

うことができるものとする。この際，事故防止検討委員会

は、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事

業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダン

ス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関する

ガイドライン」等を遵守すること。

・ 事故防止検討委員会は、運営委員会など他の委員会と独

立して設置・運営することが必要であるが、関係する職

種、取り扱う事項等が相互に関係が深いと認められる他の

会議体を設置している場合、これと一体的に設置・運営す

ることとして差し支えない。

・ 事故防止検討委員会の責任者はケア全般の責任者である

ことが望ましい。

ニ 事故発生の防止のための従業者に対する研修 解釈 第4の37(4)

・ 内容としては，事故発生防止の基礎的内容等の適切な知

識を普及・啓発するとともに，当該施設における指針に基

づき，安全管理の徹底を行うこと。

・ 職員教育を組織的に徹底させていくために，当該施設が

指針に基づいた研修プログラムを作成し，定期的な教育(年

2回以上）を開催するとともに，新規採用時には必ず当該研

修を実施すること。

・ 研修の実施内容については記録すること。

・ 研修の実施は，職員研修施設内での研修で差し支えな

い。

四 一～三に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 適 ・ 否 ホ 事故発生防止等の措置を適切に実施するための担当者 基準

・ 専任の担当者を置くこと。 第35条第1項第四号

・ 事故防止検討委員会の安全対策を担当する者と同一の従

業者が務めることが望ましい。 解釈 第4の37(5)

(2) 指定介護老人福祉施設は，入所者に対する指定介護福祉施設サービス 適 ・ 否 基準

の提供により事故が発生した場合は，速やかに市町村，入所者の家族等 第35条第2～4項

に連絡を行うとともに，必要な措置を講じているか。

(3) 指定介護老人福祉施設は，(2)の事故の状況及び事故に際して採った 適 ・ 否

処置について記録しているか。

(4) 指定介護老人福祉施設は，入所者に対する指定介護福祉施設サービス 適 ・ 否 ・ 損害賠償保険に加入しておくか若しくは賠償資力を有する 解釈 第4の37(6)

の提供により賠償すべき事故が発生した場合は，損害賠償を速やかに行 ことが望ましい。

っているか。
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介護老人福祉施設（□囲みは運営指導時の確認項目）

着 眼 点 自己評価 チェックポイント 関係書類 根拠法令 特記事項

40 虐待の防止 指定介護老人福祉施設は，虐待の発生又はその再発を防止するため，次 適 ・ 否 次に掲げる観点から虐待の防止に関する措置を講じること。 基準 第35条の２ ※経過措置

の一～四に掲げる措置を適切に講じているか。 ○虐待の未然防止 ･虐待の防止に係

・ 指定介護老人福祉施設は高齢者の尊厳保持・人格尊重に対 解釈 第4の38 る措置は，令和

※高齢者虐待防止法：「高齢者虐待の防止，高齢者の擁護者に対する支 する配慮を常に心がけながらサービス提供にあたる必要があ ６年３月31日ま

援等に関する法律」（平成17年法律第124号） り、研修等を通じて、従業者にそれらに関する理解を促す必 で努力義務（令

要がある。 和６年４月1日よ

・ 従業者が高齢者虐待防止法等に規定する養介護事業の従業 り義務化）。

者としての責務・適切な対応等を正しく理解していることも

重要である。

○虐待等の早期発見

・ 指定介護老人福祉施設の従業者は、虐待等又はセルフ・ネ

グレクト等の虐待に準ずる事案を発見しやすい立場にあるこ

とから、これらを早期に発見できるよう、必要な措置（虐待

等に対する相談体制、市町村の通報窓口の周知等）がとられ

ていることが望ましい。

・ 入所者及びその家族からの虐待等に係る相談、入所者から

市町村への虐待の届出について、適切な対応をすること。

○虐待等への迅速かつ適切な対応

・ 虐待が発生した場合には、速やかに市町村の窓口に通報さ

れる必要があり、指定介護老人福祉施設は当該通報の手続が

迅速かつ適切に行われ、市町村等が行う虐待等に対する調査

等に協力するよう努めること。

以上の観点を踏まえ、虐待等の防止・早期発見に加え、虐待

等が発生した場合はその再発を確実に防止するために次に掲げ

る事項を実施すること。

一 当該指定介護老人福祉施設における虐待防止検討委員会(テレビ電 適 ・ 否 ① 虐待防止検討委員会

話装置等を活用して行うことができるものとする。) を定期的に開催 ・ 管理者を含む幅広い職種で構成すること。

するとともに，その結果について，介護職員その他の従事者に周知徹 ・ 構成メンバーの責務及び役割分担を明確にすること。

底を図っているか。 ・ 定期的に開催すること。

・ 施設外の虐待防止の専門家を委員として積極的に活用する

※「虐待防止検討委員会」：虐待の防止のための対策を検討する委員 ことが望ましい。

会 ・ 虐待等の事案については、虐待等に係る諸般の事情が、複

雑かつ機微なものであることが想定されるため、その性質

上、一概に従業者に共有されるべき情報であるとは限られ

ず、個別の状況に応じて慎重に対応すること。

・ 虐待防止検討委員会は、他の会議体を設置している場合、

これと一体的に設置・運営することとして差し支えない。

・ 施設に実施が求められるものであるが、他のサービス事業

者との連携等により行うことも差し支えない。

・ 虐待防止検討委員会は、テレビ電話装置等を活用して行う

ことができるものとする。この際，個人情報保護委員会・厚

生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な

取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システ

ムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。
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着 眼 点 自己評価 チェックポイント 関係書類 根拠法令 特記事項

〈虐待防止検討委員会で検討する具体的事項〉 基準 第35条の２

イ 虐待防止検討委員会その他施設内の組織に関すること

ロ 虐待の防止のための指針の整備に関すること 解釈 第4の38

ハ 虐待の防止のための職員研修の内容に関すること

ニ 虐待等について、従業者が相談・報告できる体制整備に

関すること

ホ 従業者が高齢者虐待を把握した場合に、市町村への通報

が迅速かつ適切に行われるための方法に関すること

ヘ 虐待等が発生した場合、その発生原因等の分析から得ら

れる再発の確実な防止策に関すること

ト 再発の防止策を講じた際に、その効果についての評価に

関すること

・ 虐待防止検討委員会で得た結果（虐待に対する体制、虐待

等の再発防止策等）は、従業者に周知徹底を図ること。

二 当該指定介護老人福祉施設における虐待の防止のための指針を整備 適 ・ 否 ② 虐待の防止のための指針

しているか。 ・ 当該指針には、次のような項目を盛り込むこと。

イ 施設における虐待の防止に関する基本的考え方

ロ 虐待防止検討委員会その他施設内の組織に関する事項

ハ 虐待の防止のための職員研修に関する基本方針

ニ 虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本方針

ホ 虐待等が発生した場合の相談・報告体制に関する事項

ヘ 成年後見制度の利用支援に関する事項

ト 虐待等に係る苦情解決方法に関する事項

チ 入所者等に対する当該指針の閲覧に関する事項

リ その他虐待の防止の推進のために必要な事項

三 当該指定介護老人福祉施設において，介護職員その他の従事者に対 適 ・ 否 ③ 虐待の防止のための従業者に対する研修

し，虐待の防止のための研修を定期的に実施しているか。 ・ 研修の内容としては、虐待等の防止に関する基礎的内容等

の適切な知識を普及・啓発するものであるとともに、当該介

護老人福祉施設における指針に基づき、虐待の防止の徹底を

行うこと。

・ 職員教育を組織的に徹底させていくためには、当該指定介

護老人福祉施設が指針に基づいた研修プログラムを作成し、

定期的な研修（年2回以上）を実施すること。

・ 新規採用時には必ず虐待の防止のための研修を実施するこ

とが重要である。

・ 研修の実施内容についても記録することが必要である。

・ 研修の実施は、施設内での研修で差し支えない。

四 一～三に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置いている 適 ・ 否 ④ 虐待の防止に関する措置を適切に実施するための担当者

か。 ・ 上記①から③までに掲げる措置を適切に実施するため、専

任の担当者を置くこと。

・ 当該担当者としては、虐待防止検討委員会の責任者と同一

の従業者が務めることが望ましい。
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介護老人福祉施設

介護老人福祉施設（□囲みは運営指導時の確認項目）

着 眼 点 自己評価 チェックポイント 関係書類 根拠法令 特記事項

41 会計の区分 指定介護老人福祉施設は，指定介護福祉施設サービスの事業の会計を， 適 ・ 否 ・ 会計処理の方法等は，別に通知するところによる。 基準 第36条

その他の事業の会計と区分しているか。 ※「介護保険の給付対象事業における会計の区分について」

（平成13年3月28日 老振発第18号） 解釈 第4の39

※「介護保険・高齢者保健福祉事業に係る社会福祉法人会計

基準の取扱いについて」（平成24年3月29日 老高発0329第

1号）

※「指定介護老人福祉施設等に係る会計処理等の取扱いにつ

いて」（平成12年3月10日 老計第8号）

42 記録の整備 (1) 指定介護老人福祉施設は，従業者，設備及び会計に関する諸記録を整 適 ・ 否 ○指定介護福祉施設 基準 第37条

備しているか。 サービスに関する

記録等 解釈 第4の40

(2) 指定介護老人福祉施設は，入所者に対する指定介護福祉施設サービス 適 ・ 否 ・「その完結の日」とは、個々の入所者につき、契約終了（契

の提供に関する次に掲げる記録を整備し，その完結の日から２年間保存 約の解約・解除、他の施設への入所、入所者の死亡、入所者

しているか。 の自立等）により一連のサービス提供が終了した日を指す。

① 施設サービス計画

② 基準第8条第2項に規定する提供した具体的なサービス内容等の記録 ・ 左記(2)の①，②においては，鹿児島県条例により，保存 鹿児島県条例

③ 基準第11条第５項に規定する身体的拘束等の態様及び時間，その際 期間を５年間とする。

の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

④ 基準第20条に規定する市町村への通知に係る記録

⑤ 基準第33条第２項に規定する苦情の内容等の記録

⑥ 基準第35条第３項に規定する事故の状況及び事故に際して採った処

置についての記録

第５ 電磁的記録等 (1) 指定介護老人福祉施設及びその従業者は，作成，保存その他これらに ○ 電磁的記録について 基準 第50条第1項

類するもののうち，この省令の規定において書面で行うことが規定され ・ 施設等（指定介護老人福祉施設及び指定介護福祉施設サー

ているまたは想定されるもの（被保険者証に関するもの並びに下記(2) ビスの提供に当たる者）は、書面（被保険者証に関するもの 解釈 第6の1

に規定するものを除く。)については，書面に代えて，当該書面に係る を除く。）の作成、保存等を次に掲げる電磁的記録により行

電磁的記録により行うことができる。 うことができる。

イ 電磁的記録による作成

※書面：基準第50条において，書面，書類，文書，謄本，抄本，正本， ・ 施設等の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに

副本，複本その他文字，図形等人の知覚によって認識すること 記録する方法または磁気ディスク等をもって調製する方法

ができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。 によること。

※電磁的記録：電子的方式その他人の知覚によっては認識することがで ロ 電磁的記録による保存

きない方式で作られる記録であって，電子計算機による情 ・ 以下の①②のいずれかの方法によること。

報処理の用に供されるものをいう。 ① 作成された電磁的記録を事業者等の使用に係る電子計算

機に備えられたファイル又は磁気ディスク等をもって調

製するファイルにより保存する方法

② 書面に記載されている事項をスキャナ等により読み取っ

てできた電磁的記録を事業者等の使用に係る電子計算機

に備えられたファイル又は磁気ディスク等をもって調製

するファイルにより保存する方法

ハ その他，電磁的記録により行うことができるとされている

ものは、上記イ及びロに準じた方法によること。

ニ 電磁的記録により行う場合は、個人情報保護委員会・厚生

労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取

扱のためのガイダンス」及び厚生労働省「医療情報システム

の安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。
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介護老人福祉施設

介護老人福祉施設（□囲みは運営指導時の確認項目）

着 眼 点 自己評価 チェックポイント 関係書類 根拠法令 特記事項

(2) 指定介護老人福祉施設及びその従業者は，交付等のうち，この省令の ○ 電磁的方法について 基準 第50条第2項

規定において書面で行うことが規定されている又は想定されるものにつ ・ 入所者等（入所者及びその家族等）の利便性向上並びに施

いては，当該交付等の相手方の承諾を得て，書面に代えて，電磁的方法 設等の業務負担軽減等の観点から、施設等は、書面で行うこ 解釈 第6の2

によることができる。 とが規定されている又は想定される交付等について、事前に

入所者等の承諾を得た上で、次に掲げる電磁的方法によるこ

※交付等：交付，説明，同意，承諾，その他これらに類するものをい とができる。

う。

※電磁的方法：電子的方法，電気的方法その他の知覚によって認識する ① 電磁的方法による交付

ことができない方法をいう。 基準省令第４条第２項から第６項までの規定に準じた方法 基準

によること。 第４条第２～６項

② 電磁的方法による同意

例えば電子メールにより入所者等が同意の意思表示をした

場合等が考えられる。

③ 電磁的方法による締結 参考

入所者等・施設等の間の契約関係を明確にする観点から、 「押印について

書面における署名又は記名・押印に代えて、電子署名を活用 のＱ＆Ａ（令和2

することが望ましい。 年6月19日内閣府

・法務省・経済

④ 左記(2)において電磁的方法によることができるとされてい 産業省）」

るものは、上記①から③までに準じた方法によること。ただ

し、基準省令又は解釈通知の規定により電磁的方法の定めが

あるものについては、当該定めに従うこと。

⑤ 個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者

における個人情報の適切な取扱のためのガイダンス」及び厚

生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライ

ン」等を遵守すること。

第6 変更の届出 介護老人福祉施設の開設者は，開設者の住所その他介護保険法施行規則 適 ・ 否 ○変更届（控） 法 第89条

第135条に定める事項に変更があったときは，10日以内にその旨を県知事 ○変更届受理通知

に届けているか。 等 施行規則 第135条

一 施設の名称及び開設の場所

二 開設者の名称及び主たる事務所の所在地並びに代表者の氏名，生年

月日，住所及び職名

三 開設者の登記事項証明書又は条例等(当該指定に係る事業に関する

ものに限る。)

四 併設する施設がある場合にあっては，当該併設する施設の概要

五 建物の構造概要及び平面図（各室の用途を明示するもの）並びに設

備の概要

六 施設の管理者の氏名，生年月日及び住所

七 運営規程

八 指定介護老人福祉施設基準第28条第1項に規定する協力病院の名称

及び診療科名並びに当該協力病院との契約の内容（協力歯科医療機関

があるときは，その名称及び当該協力歯科医療機関との契約の内容を

含む。）

九 介護支援専門員の氏名及びその登録番号
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指定介護老人福祉施設（従来型・ユニット型共通）

着 眼 点 自己評価 チェックポイント 関係書類 根拠法令 特記事項

【介護給付費の算定及び取

扱い】 (1) 介護福祉施設サービスに要する費用の額は，平成12年厚生省告示 適 ・ 否 ・ 本県では，１単位＝１０円である。 ○ 介護給付費算定に 平12厚告第21号 報酬告示：指定

１ 基本的事項 第21号別表「指定施設サービス等介護給付費単位数表」により算定 割引の設定については，介護サービスの種類毎に「厚生労 係る体制等に係る (以下｢報酬告 施設サービス等

される費用の額となっているか。 働大臣が定める基準」における単位に対する百分率（○○ 届出書 示｣) の一 に要する費用の

％）を設定する。 ○ 領収書(控) 額の算定に関す

(2) 介護福祉施設サービスに係る費用の額は，平成12年厚生省告示第 適 ・ 否 ・ 割引設定をしている場合，事前に県に届け出をしている 報酬告示の二 る基準（平12厚

22号(厚生労働大臣が定める一単位の単価)に別表に定める単位数を か。 生省告示第21号)

乗じて算定されているか。

※経過措置 令和3年9月30日までの間は，介護福祉サービス費及びユニット型介 適 ・ 否 告示 解釈：指定居宅

(0.1％上乗せ分) 護福祉サービス費について、それぞれの所定単位数の1000分の1001に 附則第12条 サービスに要す

相当する単位数を算定しているか。 る費用の額の算

定に関する基準

２ 介護福祉施設サービス （短期入所サー

(1)介護福祉施設サービス 介護福祉施設サービス費及びユニット型介護福祉施設サービス費に 適 ・ 否 ・夜勤勤務条件基準 ○ 前年度入所者等 報酬告示 ビス及び特定施

費及びユニット型介護 ついては，別に厚生労働大臣が定める施設基準（平成27年厚生労働省 （平成12年厚生省告示第29号の五のイ) ○ 勤務体制一覧表 別表の1の注1 設入居者生活介

福祉施設サービス費 告示第96号の四十七）に適合し，かつ，別に厚生労働大臣が定める夜 ① 入所者数：前年度の短期入所生活介護利用者数と特養入 護に係る部分）

勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たすものとして県知事に届 所者数の合計数の平均 及び指定施設サ

け出た指定介護老人福祉施設において，指定介護福祉施設サービスを 入所者数 介護・看護職員数 ービス等に要す

行った場合に，当該施設基準に掲げる区分及び別に厚生労働大臣が定 25人以下 １人以上 る費用の額の算

める基準（平成27年厚生労働省告示第96号の四十八）に掲げる区分に 26～ 60人 ２人以上 定に関する基準

従い，入所者の要介護状態区分に応じて，それぞれ所定単位数を算定 61～ 80人 ３人以上 の制定に伴う実

しているか。 81～100人 ４人以上 施上の留意事項

ただし，当該夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たさない 適 ・ 否 101～125人 ５人以上 について（平12

場合は，所定単位数の1 0 0分の97に相当する単位数を算定している 老企第40号）

か。 ② ユニット型介護福祉施設サービスの場合

なお，入所者の数又は介護職員，看護職員（看護師又は准看護師を ２のユニットごとに夜勤を行う介護職員又は看護職員の

いう。）若しくは，介護支援専門員の員数が別に厚生労働大臣が定め 数が１以上であること。

る基準（平成12年厚生省告示第27号の十二）に該当する場合は，別に 適 ・ 否

厚生労働大臣が定めるところにより算定しているか｡ ・ 看護職員数（基準第２条第１項第三号）

入所者数 看護職員数

30.0以下 １人以上

30.1～ 50.0 ２人以上

50.1～130.1 ３人以上

・入所者数：本体施設の前年度平均入所者数

(2)経過的小規模介護福祉 経過的小規模介護福祉施設サービス費及びユニット型経過的小規模 適 ・ 否 〈夜勤体制による減算〉 報酬告示

施設サービス費及びユ 介護福祉施設サービス費については，別に厚生労働大臣が定める施設 ある月（歴月）において，基準に定める員数に満たない状 別表の1の注2

ニット型経過的小規模 基準（平成27年厚生労働省告示第96号の四十七）に適合し，かつ，別 態が，２日以上連続して発生した場合又は４日以上発生した

介護福祉施設サービス に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準（平 場合にその翌月の入所者全員について所定単位数の1 0 0分の

費 成12年厚生省告示第29号の五のイ)を満たすものとして県知事に届け 97に相当する単位数を算定する。

出た指定介護老人福祉施設において，指定介護福祉施設サービスを行 〈定員超過利用による減算〉

った場合に，当該施設基準に掲げる区分及び別に厚生労働大臣が定め 所定単位数の1 0 0分の70を乗じて得た単位数を算定する。

る基準（平成27年厚生労働省告示第96号の四十八）に掲げる区分に従 （翌月から解消されるに至った月まで減算）

い，入所者の介護の必要の程度に応じて，別に厚生労働大臣が定める 〈看護・介護職員の人員基準欠如〉

期日までの間，それぞれ所定単位数を算定しているか。ただし，当該 基準上必要とされる員数から，１割を超えて減少した場合

夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たさない場合は，所定単 適 ・ 否 には翌月から，１割の範囲内で減少した場合には，翌々月か

位数の1 0 0分の97に相当する単位数を算定しているか。 ら（翌月末に基準を満たす場合を除く。），所定単位数の

1 0 0分の70を乗じて得た単位数を算定する。

介護老人福祉施設(共通）

介護老人福祉施設(共通）

-37-



着 眼 点 自己評価 チェックポイント 関係書類 根拠法令 特記事項

なお，入所者の数又は介護職員，看護職員（看護師，准看護師をい 適 ・ 否

う。）若しくは介護支援専門員の員数が別に厚生労働大臣が定める基

準（平成12年厚生省告示第27号の十二）に該当する場合は，別に厚生

労働大臣が定めるところにより算定しているか｡

(3)ユニットケアに関する ユニット型指定介護老人福祉施設における介護福祉施設サービス費 適 ・ 否 ※厚生労働大臣が定める施設基準 報酬告示 施設基準：厚生労

減算 について，別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たさない場合は， （施設基準の四十九） 別表の1の注3 働大臣が定める

１日につき所定単位数の1 0 0分の97に相当する単位数を算定している イ．日中については，ユニットごとに常時１人以上の介護職 施設基準（平27.3.

か。 員又は看護職員を配置すること。 解釈 23厚生労働大臣

ロ．ユニットごとに，常勤のユニットリーダーを配置するこ 第2の5(4) 告示第96号）

と。

(4)身体拘束廃止未実施 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は，身体拘束廃止 適 ・ 否 ・ 身体拘束廃止未実施減算については、施設において身体拘 報酬告示 大臣基準告示：厚

減算 未実施減算として，所定単位数の100分の10に相当する単位数を所定 束等が行われていた場合ではなく、指定介護老人福祉施設基 別表の1の注4 生労働大臣が定

単位数から減算しているか。 準第11条第５項の記録（同条第４項に規定する身体拘束等を 解釈 める基準（平成2

行う場合の記録）を行っていない場合及び同条第６項に規定 第2の5(5) 7.3.23厚生労働大

※別に厚生労働大臣が定める基準 する措置を講じていない場合に、入所者全員について所定単 臣告示第95号）

（大臣基準告示・八十六） 位数から減算することとなる。

指定介護老人福祉施設の人員，設備及び運営に関する基準第11条

第５項及び第６項又は第42条第７項及び第８項に規定する基準 ・ 具体的には、記録を行っていない、身体的拘束の適正化の

ための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催していな

い、身体的拘束適正化のための指針を整備していない又は身

体的拘束適正化のための定期的な研修を実施していない事実

が生じた場合、速やかに改善計画を都道府県知事に提出した

後、事実が生じた月から３月後に改善計画に基づく改善状況

を都道府県知事に報告すること。

・ 事実が生じた月の翌月から改善が認められた月までの間に

ついて、入所者全員について所定単位数から減算すること。

(5)安全管理体制未実施減 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、安全管理体制 適 ・ 否 ・ 安全管理体制未実施減算については、介護老人福祉施設基 報酬告示

算 未実施減算として、１日につき５単位を所定単位数から減算する。 準第35条第１項に規定する基準を満たさない事実が生じた場 別表の1の注5

(経過措置・改正告示附則第8条) 合に、その翌月から基準に満たない状況が解消されるに至っ 解釈

令和3年9月30日までは減算しない。 た月まで、入所者全員について、所定単位数から減算するこ 第2の5(6)

ととする。

※厚生労働大臣が定める基準 ・ 同項第４号に掲げる安全対策を適切に実施するための担当

大臣基準告示・八十六の二を参照。 者は、令和3年9月30日までは，経過措置として減算は適用せ

ず，当該担当者を設置するよう努めること。

(6)栄養管理体制に係る減 栄養管理について、別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場 適 ・ 否 ・ 栄養管理の基準を満たさない場合の減算については、指定 報酬告示

算 合は、１日につき14単位を所定単位数から減算する。 介護老人福祉施設基準第２条に定める栄養士又は管理栄養士 別表の1の注6

(経過措置・改正告示附則第9条) の員数若しくは指定介護老人福祉施設基準第17条の２（指定 解釈

令和3年9月30日までは減算しない。 介護老人福祉施設基準第49条において準用する場合を含 第2の5(7)

む。）に規定する基準を満たさない事実が生じた場合に、そ

※厚生労働大臣が定める基準 の翌々月から基準を満たさない状況が解決されるに至った月

大臣基準告示・八十六の三を参照。 まで、入所者全員について、所定単位数が減算されることと

する（ただし、翌月の末日において基準を満たすに至ってい

る場合を除く。）。

介護老人福祉施設(共通）

介護老人福祉施設(共通）
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介護老人福祉施設(共通）

介護老人福祉施設(共通）

着 眼 点 自己評価 チェックポイント 関係書類 根拠法令 特記事項

(7)日常生活継続支援加算 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして県知 適 ・ 否 ※厚生労働大臣が定める施設基準 報酬告示

事に届け出た指定介護老人福祉施設については，当該施設基準に掲げ 施設基準の五十を参照。 別表の1の注7

る区分に従い，１日につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算して 解釈

いるか。 ・ 算定日の属する月の前６月間又は前12月間における新規入 第2の5(8)

所者の総数における要介護４又は５の者の割合及び認知症の

イ．日常生活継続支援加算(Ⅰ) ３６単位 入所者の割合については，対象となる新規入所者ごとのその

ロ．日常生活継続支援加算(Ⅱ) ４６単位 入所の日における要介護度及び日常生活自立度の判定結果を

用いること。また，届出を行った月以降においても，毎月に

おいて直近６月間又は12月間のこれらの割合がそれぞれ所定

の割合以上であること。 解釈

・ 当該加算を算定する場合にあっては，サービス提供体制強 第2の5(8)⑦

化加算は算定できない。

(8) 看護体制加算 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして県知 適 ・ 否 ※厚生労働大臣が定める施設基準 報酬告示

事に届け出た指定介護老人福祉施設については，当該施設基準に掲げ 施設基準の五十一を参照。 別表の1の注8

る区分に従い，１日につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算して

いるか。 ・ 指定短期入所生活介護の事業所を併設している場合は，指 解釈

(1) 看護体制加算(Ⅰ) イ ６単位 定短期入所生活介護事業所とは別に，必要な数の看護職員を 第2の5(9)

(2) 看護体制加算(Ⅰ) ロ ４単位 配置すること。

(3) 看護体制加算(Ⅱ) イ １３単位

(4) 看護体制加算(Ⅱ) ロ ８単位 ・ 特別養護老人ホームの空床を利用して指定短期入所生活介

護を行う場合は，指定介護老人福祉施設の入所者と指定短期

入所生活介護の利用者を合算したものを入所者数として取り

扱い，一体的に加算を行うこと。

(9) 夜勤職員配置加算 別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準 ① 夜勤を行う職員の数は、１日平均夜勤職員数とする。１日 報酬告示

を満たすものとして県知事に届け出た指定介護老人福祉施設について 平均夜勤職員数は、暦月ごとに夜勤時間帯（午後10時から翌 別表の1の注9

は，当該基準に掲げる区分に従い，１日につき次に掲げる単位数を所 日の午前５時までの時間を含めた連続する16時間をいう。） 解釈

定単位数に加算しているか。ただし，次に掲げるいずれかの加算を算 における延夜勤時間数を、当該月の日数に16を乗じて得た数 第2の5(10)

定している場合においては，次に掲げるその他の加算は算定しない。 適 ・ 否 で除することによって算定し、小数点第３位以下は切り捨て

るものとする。

(1) 夜勤看護体制加算(Ⅰ) イ ２２単位

(2) 夜勤看護体制加算(Ⅰ) ロ １３単位 ② 指定短期入所生活介護の事業所を併設している場合又は特

(3) 夜勤看護体制加算(Ⅱ) イ ２７単位 別養護老人ホームの空床において指定短期入所生活介護を行

(4) 夜勤看護体制加算(Ⅱ) ロ １８単位 っている場合にあっては、指定短期入所生活介護の利用者数

(5) 夜勤職員配置加算(Ⅲ) イ ２８単位 と指定介護老人福祉施設の入所者数を合算した人数を指定介

(6) 夜勤職員配置加算(Ⅲ) ロ １６単位 護老人福祉施設の「入所者の数」とした場合に，夜勤職員基

(7) 夜勤職員配置加算(Ⅳ) イ ３３単位 準に従い必要となる夜勤職員の数を上回って配置した場合

(8) 夜勤職員配置加算(Ⅳ) ロ ２１単位 に、加算を行う。

※厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準 ③ 「見守り機器を安全かつ有効に活用するための委員会」

平成12年厚生省告示第29号の五ロを参照。 は、３月に１回以上行うこと。

当該委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うことがで

きるものとする。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省

「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いの

ためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全

管理に関するガイドライン」等を遵守すること。
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介護老人福祉施設(共通）

介護老人福祉施設(共通）

着 眼 点 自己評価 チェックポイント 関係書類 根拠法令 特記事項

(10)準ユニットケア加算 介護福祉施設サービス費について，別に厚生労働大臣が定める施設 適 ・ 否 ※厚生労働大臣が定める施設基準 報酬告示

基準に適合しているものとして，県知事に届け出た指定介護老人福祉 （施設基準の五十二） 別表の1の注10

施設については，準ユニットケア加算として，１日につき５単位を所 イ．12人を標準とする単位（準ユニット）において，指定介

定単位数に加算しているか。 護福祉施設サービスを行っていること。

ロ．入所者のプライバシーの確保に配慮した個室的なしつら

えを整備するとともに，準ユニットごとに利用できる共同

生活室を設けていること。

ハ．人員配置

①日中については，準ユニットごとに常時１人以上の介護職

員又は看護職員を配置していること。

②夜間及び深夜において，２準ユニットごとに１人以上の介

護職員又は看護職員を夜間及び深夜の職員として配置する

こと。

③準ユニットごとに，常勤のユニットリーダーを配置するこ

と。

(11) 生活機能向上連携 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県 適 ・ 否 ①生活機能向上連携加算（Ⅰ） 報酬告示

加算 知事に届け出た指定介護老人福祉施設において、外部との連携によ イ 指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテ 別表の1の注11

り、利用者の身体の状況等の評価を行い、かつ、個別機能訓練計画を ーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療

作成した場合には、当該基準準に掲げる区分に従い、⑴については、 提供施設（病院にあっては、許可病床数が200床未満のもの 解釈

利用者の急性増悪等により当該個別機能訓練計画を見直した場合を除 又は当該病院を中心とした半径４キロメートル以内に診療所 第2の5(13)

き３月に１回を限度として、１月につき、⑵については１月につき、 が存在しないものに限る。）の理学療法士、作業療法士、言 解釈準用

次に掲げる単位数を所定単位数に加算しているか。 語聴覚士又は医師（以下「理学療法士等」という。）の助言 第2の(7)①

ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合において に基づき、当該指定介護老人福祉施設の機能訓練指導員、看

は、次に掲げるその他の加算は算定しない。また、個別機能訓練加算 護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者（以下「機

を算定している場合は、⑴は算定せず、⑵は１月につき100単位を所 能訓練指導員等」という。）が共同してアセスメント、利用

定単位数に算定しているか。 者の身体の状況等の評価及び個別機能訓練計画の作成を行っ

⑴ 生活機能向上連携加算(Ⅰ) 100単位 ていること。その際，理学療法士等は，機能訓練指導員等に

⑵ 生活機能向上連携加算(Ⅱ) 200単位 対し，日常生活上の留意点，介護の工夫等に関する助言を行

うこと。

※別に厚生労働大臣が定める基準 この場合の「リハビリテーションを実施している医療提供

（大臣基準告示の四十二の四） 施設」とは、診療報酬における疾患別リハビリテーション料

の届出を行っている病院若しくは診療所又は介護老人保健施

設、介護療養型医療施設若しくは介護医療院であること。

ロ 個別機能訓練計画の作成に当たっては、指定訪問リハビリ

テーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又は

リハビリテーションを実施している医療提供施設の理学療法

士等は、当該利用者のＡＤＬ（寝返り、起き上がり、移乗、

歩行、着衣、入浴、排せつ等）及びＩＡＤＬ（調理、掃除、

買物、金銭管理、服薬状況等）に関する状況について、指定

訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーショ

ン事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施

設の場において把握し、又は、指定通所介護事業所の機能訓

練指導員等と連携してＩＣＴを活用した動画やテレビ電話を

用いて把握した上で、当該指定通所介護事業所の機能訓練指

導員等に助言を行うこと。なお、ＩＣＴを活用した動画やテ

レビ電話を用いる場合においては、理学療法士等がＡＤＬ及

びＩＡＤＬに関する利用者の状況について適切に把握するこ

とができるよう、理学療法士等と機能訓練指導員等で事前に

方法等を調整すること。
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介護老人福祉施設(共通）

介護老人福祉施設(共通）

着 眼 点 自己評価 チェックポイント 関係書類 根拠法令 特記事項

ハ 個別機能訓練計画には、利用者ごとにその目標、実施時

間、実施方法等の内容を記載しなければならない。目標につ

いては、利用者又はその家族の意向及び当該利用者を担当す

る介護支援専門員の意見も踏まえ策定することとし、当該利

用者の意欲の向上につながるよう、段階的な目標を設定する

など可能な限り具体的かつ分かりやすい目標とすること。

なお、個別機能訓練計画に相当する内容を介護福祉施設サ

ービス計画の中に記載する場合は、その記載をもって個別機

能訓練計画の作成に代えることができる。

ニ 個別機能訓練計画に基づき、利用者の身体機能又は生活機

能の向上を目的とする機能訓練の項目を準備し、機能訓練指

導員等が、利用者の心身の状況に応じて計画的に機能訓練を

適切に提供していること。

ホ 個別機能訓練計画の進捗状況等の評価について

・ 機能訓練指導員等は、各月における評価内容や目標の達成

度合いについて、利用者又はその家族及び理学療法士等に報

告・相談し、理学療法士等から必要な助言を得た上で、必要

に応じて当該利用者又はその家族の意向を確認の上、当該利

用者のＡＤＬやＩＡＤＬの改善状況を踏まえた目標の見直し

や訓練内容の変更など適切な対応を行うこと。

・ 理学療法士等は、機能訓練指導員等と共同で、３月ごとに

１回以上、個別機能訓練の進捗状況等について評価した上

で、機能訓練指導等が利用者又はその家族（以下「利用者

等」という。）に対して個別機能訓練計画の内容（評価を含

む。）や進捗状況等を説明していること。

・ 利用者等に対する説明は、テレビ電話装置等（リアルタイ

ムでの画像を介したコミュニケーションが可能な機器をい

う。）を活用して行うことができるものとすること。ただ

し、テレビ電話装置等の活用について当該利用者等の同意を

得なければならないこと。

・ 個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者

における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚

生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライ

ン」等に対応していること。

ヘ 機能訓練に関する記録（実施時間、訓練内容、担当者等）

は、利用者ごとに保管され、常に当該施設の機能訓練指導員

等により閲覧が可能であるようにすること。

ト 生活機能向上連携加算(Ⅰ)は個別機能訓練計画に基づき個

別機能訓練を提供した初回の月に限り、算定されるものであ

る。

イの助言に基づき個別機能訓練計画を見直した場合には、

本加算を再度算定することは可能であるが、利用者の急性増

悪等により個別機能訓練計画を見直した場合を除き、個別機

能訓練計画に基づき個別機能訓練を提供した初回の月の翌月

及び翌々月は本加算を算定しない。
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着 眼 点 自己評価 チェックポイント 関係書類 根拠法令 特記事項

②生活機能向上連携加算（Ⅱ） 解釈準用

イ 指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテ 第2の(7)②

ーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療

提供施設の理学療法士等が当該介護老人福祉施設を訪問し，

当該施設の機能訓練指導員等と共同し，利用者の身体の状況

等の評価及び個別機能訓練計画の作成を行っていること。そ

の際，理学療法士等は，機能訓練指導員等に対し，日常生活

上の留意点，介護の工夫等に関する助言を行うこと。

この場合の「リハビリテーションを実施している医療提供

施設」とは、診療報酬における疾患別リハビリテーション料

の届出を行っている病院若しくは診療所又は介護老人保健施

設、介護療養型医療施設若しくは介護医療院であること。

ロ 個別機能訓練計画の進捗状況等の評価について

・ 機能訓練指導員等は、各月における評価内容や目標の達成

度合いについて、利用者又はその家族及び理学療法士等に報

告・相談し、理学療法士等から必要な助言を得た上で、必要

に応じて当該利用者又はその家族の意向を確認の上、当該利

用者のＡＤＬやＩＡＤＬの改善状況を踏まえた目標の見直し

や訓練内容の変更など適切な対応を行うこと。

・ 理学療法士等は、３月ごとに１回以上指定短期入所生活介

護事業所を訪問し、機能訓練指導員等と共同で個別機能訓練

の進捗状況等について評価した上で、機能訓練指導員等が、

利用者又はその家族に対して個別機能訓練計画の内容（評価

を含む。）や進捗状況等を説明し記録するとともに、必要に

応じて訓練内容の見直し等を行うこと。

ハ ①ハ、ニ及びヘによること。個別機能訓練加算を算定して

いる場合は、別に個別機能訓練計画を作成する必要はない。

(12) 個別機能訓練加算 専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療法士，作業療法 適 ・ 否 ・ 開始時及びその３月ごとに１回以上入所者に対して個別機 ○個別機能訓練計画 報酬告示

士，言語聴覚士，看護職員，柔道整復師，あん摩マッサージ指圧師、 能訓練計画の内容を説明し，記録すること。 書 別表の1の注12

はり師又はきゅう師（はり師及びきゅう師については、理学療法士、 ○実施時間，訓練内

作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサー ・ 個別機能訓練に関する記録（実施時間，訓練内容，担当者 容，担当者等の記 解釈

ジ指圧師の資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で６月以上 等）は，利用者ごとに保管され，常に当該施設の個別機能訓 録 第2の5(14)

機能訓練指導に従事した経験を有する者に限る。）（理学療法士等と 練の従事者により閲覧が可能であること。 解釈準用

いう。）を１名以上配置しているもの（入所者の数が1 0 0超える指定 第2の4(7)

介護老人福祉施設にあっては，専ら機能訓練指導員の職務に従事する ・ 利用者に対する説明は、テレビ電話装置等を活用して行う

常勤の理学療法士等を１名以上配置し，かつ，理学療法士等である従 ことができるものとすること。ただし、テレビ電話装置等の 参照

業者を機能訓練指導員として常勤換算方法で入所者の数を1 0 0で除し 活用について当該利用者の同意を得なければならないこと。 「科学的介護情

た数以上配置しているもの）として県知事に届け出た指定介護老人福 なお、テレビ電話装置等の活用に当たっては、個人情報保護 報システム（Ｌ

祉施設において，機能訓練指導員，看護職員，介護職員，生活相談員 委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情 ＩＦＥ）関連加

その他の職種の者が共同して，入所者ごとに個別機能訓練計画を作成 報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療 算に関する基本

し，当該計画に基づき，計画的に機能訓練を行っている場合には，個 情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守す 的考え方並びに

別機能訓練加算として，個別機能訓練加算(1)として１日につき12単 ること。 事務処理手順及

位を所定単位数に加算しているか｡ び様式例の提示

また、個別機能訓練加算(Ⅰ)を算定している場合であって、かつ、 適 ・ 否 ・ 厚生労働省への情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて について」（令

個別機能訓練計画の内容等の情報を厚生労働省に提出し、機能訓練の 行うこととする。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度等につい 和３年３月16 日

実施に当たって、当該情報その他機能訓練の適切かつ有効な実施のた ては、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関 老老発0316 第４

めに必要な情報を活用した場合は、個別機能訓練加算(Ⅱ)として、１ する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示につ 号）

月につき20単位を所定単位数に加算しているか。 いて」を参照すること。

-42-



介護老人福祉施設(共通）

介護老人福祉施設(共通）

着 眼 点 自己評価 チェックポイント 関係書類 根拠法令 特記事項

サービスの質の向上を図るため、ＬＩＦＥへの提出情報及

※ＬＩＦＥ：科学的介護情報システム（Long-term care びフィードバック情報を活用し、ＰＤＣＡサイクルにより、

Information system For Evidence） サービスの質の管理を行うこと。

提出された情報については、国民の健康の保持増進及びそ

の有する能力の維持向上に資するため、適宜活用されるもの

である。

(13) ＡＤＬ維持等加算 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとて都道府県知 適 ・ 否 ※厚生労働大臣が定める基準：大臣基準告示・十六の二 報酬告示 利用者等告示：

事に届け出た指定介護老人福祉施設において、入所者に対して指定介 ※厚生労働大臣が定める期間：利用者等告示・五十六の二 別表の1の注13 厚生労働大臣が

護福祉施設サービスを行った場合は、評価対象期間（別に厚生労働大 定める基準に適

臣が定める期間をいう。）の満了日の属する月の翌月から12月以内の 【ＡＤＬ維持等加算(Ⅰ)及び(Ⅱ)について】 解釈 合する利用者等

期間に限り、当該基準に掲げる区分に従い、１月につき次に掲げる単 イ ＡＤＬの評価は、一定の研修を受けた者により、Barthel I 第2の5(15) （平27.3.23厚生

位数を所定単位数に加算しているか。 ndex を用いて行うものとする。 労働大臣告示第

ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合において ロ 厚生労働省へのＡＤＬ値の提出は、ＬＩＦＥを用いて行う 94号）

は、次に掲げるその他の加算は算定しない。 こととする。

ハ ＡＤＬ利得は、評価対象利用開始月の翌月から起算して６

⑴ ＡＤＬ維持等加算(Ⅰ) 30単位 月目の月に測定したＡＤＬ値から、評価対象利用開始月に測

⑵ ＡＤＬ維持等加算(Ⅱ) 60単位 定したＡＤＬ値を控除して得た値に、次の表の左欄に掲げる

者に係る同表の中欄の評価対象利用開始月に測定したＡＤＬ

値に応じてそれぞれ同表の右欄に掲げる値を加えた値を平均

して得た値とする。

１ ２以外の者 ＡＤＬ値が０以上25 以下 ３

ＡＤＬ値が30以上50以下 ３

ＡＤＬ値が55以上75以下 ４

ＡＤＬ値が80以上100以下 ５

２ 評価対象利用開始 ＡＤＬ値が０以上25以下 ２

月において、初回の ＡＤＬ値が30以上50以下 ２

要介護認定（※）が ＡＤＬ値が55以上75以下 ３

あった月から起算し ＡＤＬ値が80以上100以下 ４

て12 月以内である者

※要介護認定：法第27 条第１項に規定する要介護認定をい

う。

ニ ハにおいてＡＤＬ利得の平均を計算するに当たって対象と

する者は、ＡＤＬ利得の多い順に、上位100分の10に相当す

る利用者（その数に１未満の端数が生じたときは、これを切

り捨てるものとする。）及び下位100分の10に相当する利用

者（その数に１未満の端数が生じたときは、これを切り捨て

るものとする。）を除く利用者（以下「評価対象利用者」と

いう。）とする。

ホ 他の施設や事業所が提供するリハビリテーションを併用し

ている利用者については、リハビリテーションを提供してい

る当該他の施設や事業所と連携してサービスを実施している

場合に限り、ＡＤＬ利得の評価対象利用者に含めるものとす

る。

ヘ 令和３年度については、評価対象期間において次のａから

ｃまでの要件を満たしている場合に、評価対象期間の満了日

の属する月の翌月から12月（令和３年４月１日までに基準に

適合しているものとして都道府県知事に届出を行う場合にあ
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着 眼 点 自己評価 チェックポイント 関係書類 根拠法令 特記事項

っては、令和３年度内）に限り、ＡＤＬ維持等加算(Ⅰ)又は

(Ⅱ)を算定できることとする。

ａ 算定要件を満たすことを示す書類を保存していること。

ｂ 厚生労働省への情報の提出については、ＬＩＦＥを用い

て行うこと。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度等について

は、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関

する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示に

ついて」を参照すること。

ｃ ＡＤＬ維持等加算(Ⅰ)又は(Ⅱ)の算定を開始しようとす

る月の末日までに、ＬＩＦＥを用いてＡＤＬ利得に係る基

準を満たすことを確認すること。

ト 令和３年度の評価対象期間は、加算の算定を開始する月の

前年の同月から12 月後までの１年間とする。ただし、令和３

年４月１日までに都道府県知事に届出を行う場合について

は、次のいずれかの期間を評価対象期間とすることができ

る。

ａ 令和２年４月から令和３年３月までの期間

ｂ 令和２年１月から令和２年12 月までの期間

チ 令和４年度以降に加算を算定する場合であって、加算を取

得する月の前年の同月に、基準に適合しているものとして都

道府県知事に届け出ている場合には、届出の日から12月後ま

での期間を評価対象期間とする。

(14)若年性認知症入所者 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして県知事に 適 ・ 否 ※厚生労働大臣が定める基準 報酬告示

受入加算 届け出た指定介護老人福祉施設において，若年性認知症入所者（介護 （大臣基準告示の六十四） 別表の1の注14

保険法施行令第２条第六号に規定する初老期における認知症によって 受け入れた若年性認知症入所者（初老期における認知症に 解釈

要介護者となった入所者をいう。）に対して指定介護福祉施設サービ よって要介護者となった者）ごとに個別の担当者を決めてい 第2の5(12)

スを行った場合には，若年性認知症入所者受入加算として，１日につ ること。 解釈準用

き1 2 0単位を所定単位数に加算しているか。 (第2の2(14))

ただし，認知症行動・心理症状緊急対応加算を算定している場合に

は，算定しない。

(15)専従の常勤の医師の 専ら当該指定介護老人福祉施設の職務に従事する常勤の医師を１名 適 ・ 否 報酬告示

配置加算 以上配置しているもの（入所者の数が1 0 0を超える指定介護老人福祉 別表の1の注15

施設にあっては，専ら当該指定介護老人福祉施設の職務に従事する常

勤の医師を１名以上配置し，かつ，医師を常勤換算方法で入所者の数

を1 0 0で除した数以上配置しているもの）として県知事に届け出た指

定介護老人福祉施設については，１日につき25単位を所定単位数に加

算しているか｡

(16)精神科医による療養 認知症である入所者が全入所者の３分の１以上を占める指定介護老 適・ 否 ・ 当該加算を算定する施設は，常に，認知症の症状を呈する ○ 勤務体制一覧表 報酬告示

指導の加算 人福祉施設において，精神科を担当する医師による定期的な療養指導 入所者の数を的確に把握する必要がある。 別表の1の注16

が月に２回以上行われている場合は，１日につき５単位を所定単位数 ・ 常勤の医師に係る加算が算定されている場合は，精神を担 ○療養指導の記録 解釈

に加算しているか。 当する医師にかかる加算は算定されない。 第2の5(16)②④
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(17)障害者生活支援体制 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する視覚障害者等である入所 適 ・ 否 ※厚生労働大臣が定める基準 報酬告示

加算 者の数が15以上又は入所者のうち，視覚障害者等である入所者の占め （利用者等告示・五十七） 別表の1の注17

る割合が100分の30以上である指定介護老人福祉施設において，視覚 視覚，聴覚若しくは言語機能に重度の障害のある者又は

障害者等に対する生活支援に関し専門性を有する者として別に厚生労 重度の知的障害者若しくは精神障害者

働大臣が定める者（以下「障害者生活支援員」という。）であって，

専ら障害者生活支援員としての職務に従事する常勤の職員であるもの ※厚生労働大臣が定める者

を１名以上配置しているもの（視覚障害者等である入所者の数が50を （利用者等告示・五十八）

超える指定介護老人福祉施設にあっては，専らその職務に従事する常 ① 視覚障害：点字の指導，点訳，歩行支援等を行うことが

勤の障害者生活支援員を１名以上配置し，かつ，障害者生活支援員を できる者

常勤換算方法で視覚障害者等である入所者の数を50で除した数以上配 ② 聴覚障害又は言語機能障害：手話通訳等を行うことがで

置しているもの）として県知事に届け出た指定介護老人福祉施設につ きる者

いては，障害者生活支援体制加算(Ⅰ)として、１日につき26単位を、 ③ 知的障害：知的障害者福祉法第14条各号に掲げる者又は

入所者のうち、視覚障害者等である入所者の占める割合が100分の50 これらに準ずる者

以上である指定介護老人福祉施設において、障害者生活支援員であっ ④ 精神障害者：精神保健福祉士又は精神保健福祉法施行令

て専ら障害者生活支援員としての職務に従事する常勤の職員であるも 第12条各号に掲げる者

のを２名以上配置しているもの（視覚障害者等である入所者の数が50

を超える指定介護老人福祉施設にあっては、専らその職務に従事する ・「入所者の数が15以上又は入所者のうち、視覚障害者等であ 解釈

常勤の障害者生活支援員を２名以上配置し、かつ、障害者生活支援員 る入所者の占める割合が100分の30以上」又は「入所者のう 第2の5(17)②

を常勤換算方法で視覚障害者等である入所者の数を50で除した数に１ ち、視覚障害者等である入所者の占める割合が100分の50以

を加えた数以上配置しているもの）として都道府県知事に届け出た指 上」という障害者生活支援員に係る加算の算定要件は、視覚

定介護老人福祉施設については、障害者生活支援体制加算(Ⅱ)とし 障害者、聴覚障害者、言語機能障害者、知的障害者及び精神

て、１日につき41単位を所定単位数に加算する。 障害者の合計数が15人以上又は入所者に占める割合が100分

ただし、障害者生活支援体制加算(Ⅰ)を算定している場合にあって の30以上若しくは100分の50以上であれば満たされるもので

は障害者生活支援体制加算(Ⅱ)は算定しない。 あること。

※視覚障害者等：視覚，聴覚若しくは言語機能に障害のある者，知

的障害者又は精神障害者

(18)入院・外泊の取扱い 入所者が病院又は診療所への入院を要した場合及び入所者に対して 適 ・ 否 ・ 費用算定に当たっては入院等が月をまたがる場合にのみ最 報酬告示

居宅における外泊を認めた場合は，１月に６日を限度として，所定単 大で12日分の算定が可能であること。 別表の1の注18

位数に代えて１日につき2 4 6単位を算定しているか。

ただし，入院又は外泊の初日及び最終日には算定しない。

(19)外泊時在宅サービス 入所者に対して居宅における外泊を認め、指定介護老人福祉施設が 適 ・ 否 ① 外泊時在宅サービスの提供を行うに当たっては、その病状 報酬告示

利用の費用 居宅サービスを提供する場合は、１月に６日を限度として所定単位数 及び身体の状況に照らし、医師、看護・介護職員、生活相談 別表の1の注19

に代えて１日につき560単位を算定しているか。 員、介護支援専門員等により、その居宅において在宅サービ

ただし、外泊の初日及び最終日は算定せず、外泊時費用(246単位/ ス利用を行う必要性があるかどうか検討すること。 解釈

日）を算定する場合は算定しない。 ② 当該入所者又は家族に対し、この加算の趣旨を十分説明 第2の5(19)

し、同意を得た上で実施すること。

③ 外泊時在宅サービスの提供に当たっては、介護老人福祉施

設の介護支援専門員が、外泊時利用サービスに係る在宅サー

ビスの計画を作成するとともに、従業者又は指定居宅サービ

ス事業者等との連絡調整を行い、その利用者が可能な限りそ

の居宅において、その有する能力に応じ、自立した日常生活

を営むことができるように配慮した計画を作成すること。

④ 家族等に対し次の指導を事前に行うことが望ましいこと。

イ 食事、入浴、健康管理等在宅療養に関する指導

ロ 当該入所者の運動機能及び日常生活動作能力の維持及び

向上を目的として行う体位変換、起座又は離床訓練、起立
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着 眼 点 自己評価 チェックポイント 関係書類 根拠法令 特記事項

訓練、食事訓練、排泄訓練の指導

ハ 家屋の改善の指導

ニ 当該入所者の介助方法の指導

⑤ 外泊時在宅サービス利用の費用の算定期間中は、施設の従

業者又は指定居宅サービス事業者等により、計画に基づく適

切な居宅サービスを提供することとし、居宅サービスの提供

を行わない場合はこの加算は対象とならない。

⑥ 加算の算定期間は、１月につき６日以内とする。また、算

定方法は、外泊時費用の取扱いを準用する。

⑦ 利用者の外泊期間中は、当該利用者の同意があれば、その

ベッドを短期入所生活介護に活用することは可能であるこ

と。この場合において外泊時在宅サービス利用の費用を併せ

て算定することはできないこと。

・「入所日から30日間」中に外泊を行った場合，当該外泊を

行っている間は，算定しない。

(20) 初期加算 入所した日から起算して30日以内の期間については，初期加算とし 適 ・ 否 ・ 初期加算は，当該入所者が過去３月間（ただし，日常生活 報酬告示

て，１日につき30単位を加算しているか。 自立度のランクⅢ，Ⅳ又はＭに該当する者の場合は過去１月 別表の1のハ

30日を超える病院又は診療所への入院後に指定介護老人福祉施設に 間）の間に，当該指定介護老人福祉施設に入所したことがな

再び入所した場合も，同様とする｡ い場合に限り算定できる｡ 解釈

なお，当該指定介護老人福祉施設の併設又は空床利用の短期入所生 適 ・ 否 第2の5(20)

活介護（単独型の場合であっても，同一敷地内又は隣接若しくは近接 ・ 短期入所生活介護を利用していた者が日を空けることなく

する敷地であって相互に職員の兼務や施設の共用等が行われている場 引き続き当該施設に入所した場合には，短期入所から退所し

合を含む。）を利用していた者が日を空けることなく引き続き当該施 た翌日に当該施設に入所した場合も含まれる。

設に入所した場合については，初期加算は入所直前の短期入所生活介

護の利用日数を30日から除して得た日数に限り算定しているか｡

(21) 再入所時栄養連携 定員超過・人員欠如に該当しない指定介護老人福祉施設に入所 適 ・ 否 ① 指定介護老人福祉施設の入所時に経口により食事を摂取し 報酬告示

加算 （「一次入所」という。）している者が退所し、当該者が病院又は診 ていた者が、医療機関に入院し、当該入院中に、経管栄養又 別表の1のニ

療所に入院した場合であって、当該者が退院した後に再度当該指定介 は嚥下調整食の新規導入となった場合であって、当該者が退

護老人福祉施設に入所（「二次入所」という。）する際、二次入所に 院した後、直ちに再度当該指定介護老人福祉施設に入所（以 解釈

おいて必要となる栄養管理が、一次入所の際に必要としていた栄養管 下「二次入所」という。）した場合を対象とすること。 第2の5(21)

理とは大きく異なるため、当該指定介護老人福祉施設の管理栄養士が なお、嚥下調整食は、硬さ、付着性、凝集性などに配慮し

当該病院又は診療所の管理栄養士と連携し当該者に関する栄養ケア計 た食事であって、日本摂食嚥下リハビリテーション学会の分

画を策定した場合に、入所者１人につき１回を限度として200単位を 類に基づくものをいう。

加算しているか。ただし、栄養管理に係る減算を算定している場合 ② 当該指定介護老人福祉施設の管理栄養士が当該者の入院す

は、算定しない。 る医療機関を訪問の上、当該医療機関での栄養に関する指導

又はカンファレンスに同席し、当該医療機関の管理栄養士と

連携して、二次入所後の栄養ケア計画を作成すること。

指導又はカンファレンスへの同席は、テレビ電話装置等を

活用して行うことができるものとする。ただし、当該者又は

その家族（以下「当該者等」）が参加する場合にあっては、

テレビ電話装置等の活用について当該者等の同意を得なけれ

ばならない。なお、テレビ電話装置等の活用に当たっては、

個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者に

おける個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生

労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライ

ン」等を遵守していること。

③ 当該栄養ケア計画について、二次入所後に入所者又はその

家族の同意が得られた場合に算定すること。
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(22) 退所時等相談援助 （１）退所前訪問相談援助加算 ４６０単位 適 ・ 否 ① 退所前訪問相談援助加算は退所日に算定し，退所後訪問相 ○相談記録 報酬告示

加算 入所期間が１月を超えると見込まれる入所者の退所に先立って介 談援助加算は訪問日に算定する。 別表の1のホの

護支援専門員，生活相談員，看護職員，機能訓練指導員又は医師の 注1

いずれかの職種の者が，当該入所者が退所後生活する居宅を訪問 ② 退所前訪問相談援助加算及び退所後訪問相談援助加算は， 解釈

し，当該入所者及びその家族等に対して退所後の居宅サービス，地 次の場合には算定できない。 第2の5(22)①

域密着型サービスその他の保健医療サービス又は福祉サービスにつ ａ 退所して病院又は診療所へ入院する場合

いて相談援助を行った場合に，入所中１回（入所後早期に退所前相 ｂ 退所して他の介護保険施設へ入院又は入所する場合

談援助の必要があると認められる入所者については，２回）を限度 ｃ 死亡退所の場合

として算定しているか。

入所者が退所後にその居宅でなく，他の社会福祉施設等（病院， ③ 退所前訪問相談援助及び退所後訪問相談援助は，介護支援

診療所及び介護保険施設を除く。）に入所する場合であって，当該 専門員，生活相談員，看護職員，機能訓練指導員又は医師が

入所者の同意を得て，当該社会福祉施設等を訪問し，連絡調整，情 協力して行うこと。また，入所者及びその家族等のいずれに

報提供等を行ったときも，同様に算定しているか。 も行うこと。

（２）退所後訪問相談援助加算 ４６０単位 適 ・ 否 ③ 退所後訪問相談援助加算については，入所者の退所後30日 ○相談記録 報酬告示

入所者の退所後30日以内に当該入所者の居宅を訪問し，当該入所 以内に入所者の居宅を訪問して相談援助を行った場合に，１ 別表の1のホの

者及びその家族等に対して相談援助を行った場合に，退所後１回を 回に限り算定する。 注2

限度として算定しているか。

入所者が退所後にその居宅でなく，他の社会福祉施設等に入所す ④ 退所前訪問相談援助及び退所後訪問相談援助を行った場合 解釈

る場合であって，当該入所者の同意を得て，当該社会福祉施設等を は，相談援助を行った日及び相談援助の内容の要点に関する 第2の5(22)①

訪問し，連絡調整，情報提供等を行ったときも，同様に算定してい 記録を行うこと。

るか。

（３）退所時相談援助加算 ４００単位 適 ・ 否 ① 退所時相談援助の内容は次のようなものであること。 ○相談記録 報酬告示

入所期間が１月を超える入所者が退所し，その居宅において居宅 ａ 食事，入浴，健康管理等在宅又は社会福祉施設等におけ 別表の1のホの

サービス又は地域密着型サービスを利用する場合において，当該入 る生活に関する相談援助 注3

所者の退所時に当該入所者及びその家族等に対して退所後の居宅サ ｂ 退所する者の運動機能及び日常生活動作能力の維持及び 解釈

ービス，地域密着型サービスその他の保健医療サービス又は福祉サ 向上を目的として行う各種訓練等に関する相談援助 第2の5(22)②

ービスについて相談援助を行い，かつ，当該入所者の同意を得て， ｃ 家屋の改善に関する相談援助

退所の日から２週間以内に当該入所者の退所後の居宅地を管轄する ｄ 退所する者の介助方法に関する相談援助

市町村及び老人介護支援センターに対して，当該入所者の介護状況

を示す文書を添えて当該入所者に係る居宅サービス又は地域密着型 ② 入所者に係る居宅サービスに必要な情報提供については，

サービスに必要な情報を提供した場合に，入所者１人につき１回を 老人福祉法第20条の７の２に規定する老人介護支援センター

限度として算定しているか。 に替え，法第1 1 5条の46第１項に規定する地域包括支援セン

入所者が退所後にその居宅でなく，他の社会福祉施設等に入所す ターに対して行った場合についても，算定できるものとす

る場合であって，当該入所者の同意を得て，当該社会福祉施設等に る。

対して当該入所者の介護状況を示す文書を添えて，当該入所者の処

遇に必要な情報を提供したときも同様に算定しているか。

（４）退所前連携加算 ５００単位 適 ・ 否 ① 退所前連携加算は入所者１人につき１回に限り退所日に算 ○相談記録 報酬告示

入所期間が１月を超える入所者が退所し，その居宅において居宅 定する。 別表の1のホの

サービス又は地域密着型サービスを利用する場合において，当該入 ② 退所前連携加算を行った場合は，連携を行った日及び連携 注4

所者の退所に先立って当該入所者が利用を希望する指定居宅介護支 の内容の要点を記録すること。 解釈

援事業者に対して，当該入所者の同意を得て，当該入所者の介護状 ③ 退所前連携加算は，次の場合には算定できない。 第2の5(22)③

況を示す文書を添えて当該入所者に係る居宅サービス又は地域密着 ａ 退所して病院又は診療所へ入院する場合

型サービスに必要な情報を提供し，かつ，当該指定居宅介護支援事 ｂ 退所して他の介護保険施設へ入院又は入所する場合

業者と連携して退所後の居宅サービス又は地域密着型サービスの利 ｃ 死亡退所の場合

用に関する調整を行った場合に，入所者１人につき１回を限度とし ④ 退所前連携は，介護支援専門相談員，生活相談員，看護職

て算定しているか。 員，機能訓練相談員又は医師が協力して行うこと。
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(23) 栄養マネジメント強 別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして県知事に届け 適 ・ 否 ① 栄養マネジメント強化加算は、原則として入所者全員を対 ○勤務表 報酬告示

化加算 出た指定介護老人福祉施設における管理栄養士が，継続的に入所者ご 象として入所者ごとに算定要件を満たした場合に、当該施設 ○雇用契約書 別表の1のヘ

との栄養管理を強化して実施した場合，栄養マネジメント強化加算と の入所者全員に対して算定できるものである。 ○資格証の写し

して，１日につき11単位を加算しているか。ただし，栄養管理に係る ○栄養ケア計画書 解釈

減算を算定している場合は，算定しないこと。 ② 常勤換算方法での管理栄養士の員数の算出にあたり、調理 ○栄養ケア提供経過 第2の5(24)

業務の委託先において配置される栄養士及び管理栄養士の数 記録

※厚生労働大臣が定める基準 は含むことはできない。 ○栄養ケアモニタリ

（大臣基準告示・六十五の三） 給食管理を行う常勤の栄養士が１名以上配置されている場 ング

イ 管理栄養士を常勤換算方法で，入所者の数を50で除して得た数 合は、当該常勤の栄養士１名に加えて、管理栄養士を常勤換

以上位置していること。ただし，常勤の栄養士を1名以上配置 算方式で、入所者の数を70 で除して得た数以上配置している

し，当該栄養士が給食管理を行っている場合にあっては，管理栄 ことを要件とするが、この場合「給食管理」（給食の運営を

養士を常勤換算方法で，入所者の数を70で除して得た数以上位置 管理として行う、調理管理、材料管理、施設等管理、業務管

していること。 理、衛生管理及び労働衛生管理を指す。）を行っている場合

ロ 低栄養状態にある入所者又は低栄養状態のおそれのある入所者 が該当する。なお、この場合においても、特別な配慮を必要

に対して，医師，歯科医師，管理栄養士，看護師，介護支援専門 とする場合など、管理栄養士が給食管理を行うことを妨げる

員その他の職種の者が共同して作成した栄養ケア計画に従い，当 ものではない。

該入所者の栄養管理をするための食事の観察を定期的に行い，当 〈常勤換算方法での管理栄養士の員数の算出方法〉

該入所者ごとの栄養状態，心身の状況及び嗜好を踏まえた食事の イ 暦月ごとの職員の勤務延時間数を、当該施設において常

調整等を実施すること。 勤の職員が勤務すべき時間で除することによって算出する

ハ ロに規定する入所者以外の入所者に対しても，食事の観察の際 ものとし、小数点第２位以下を切り捨てるものとする。

に変化に変化を把握し，問題があると認められる場合は，早期に なお、やむを得ない事情により、配置されていた職員数

対応していること。 が一時的に減少した場合は、１月を超えない期間内に職員

ニ 入所者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省に提出し，継続的 が補充されれば、職員数が減少しなかったものとみなすこ

な栄養管理の実施に当たって，当該情報その他継続的な栄養管理 ととする。

の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していること。 ロ 員数を算定する際の入所者数は、当該年度の前年度（毎

ホ 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 年４月１日に始まり翌年３月31 日をもって終わる年度とす

る。）の平均を用いる（ただし、新規開設又は再開の場合

は推定数による。）。この場合、入所者数の平均は、前年

度の全入所者の延数を当該前年度の日数で除して得た数と

する。この平均入所者の算定に当たっては、小数点第２位

以下を切り上げるものとする。

③ 当該加算における低栄養状態のリスク評価は、「リハビリ

テーション・個別機能訓練、栄養管理及び口腔管理の実施に

関する基本的な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示

について」第４に基づき行うこと。ただし、低栄養状態のリ

スクが中リスク者のうち、経口による食事の摂取を行ってお

らず、栄養補給法以外のリスク分類に該当しない場合は、低

リスク者に準じた対応とすること。

④ 低栄養状態のリスクが、中リスク及び高リスクに該当する

者に対し、管理栄養士等が以下の対応を行うこと。

イ 基本サービスとして、医師、歯科医師、管理栄養士、看

護師、介護支援専門員その他の職種の者が共同して作成す

る栄養ケア計画に、低栄養状態の改善等を行うための栄養

管理方法や食事の観察の際に特に確認すべき点等を示すこ

と。

ロ 当該栄養ケア計画に基づき、食事の観察を週３回以上行

い、当該入所者の栄養状態、食事摂取量、摂食・嚥下の状

況、食欲・食事の満足感、嗜好を踏まえた食事の調整や、

姿勢、食具、食事の介助方法等の食事環境の整備等を実施
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着 眼 点 自己評価 チェックポイント 関係書類 根拠法令 特記事項

すること。食事の観察については、管理栄養士が行うこと

を基本とし、必要に応じ、関連する職種と連携して行うこ

と。やむを得ない事情により、管理栄養士が実施できない

場合は、介護職員等の他の職種の者が実施することも差し

支えないが、観察した結果については、管理栄養士に報告

すること。

経口維持加算を算定している場合は、当該加算算定に係

る食事の観察を兼ねても差し支えない。

ハ 食事の観察の際に、問題点が見られた場合は、速やかに

関連する職種と情報共有を行い、必要に応じて栄養ケア計

画を見直し、見直し後の計画に基づき対応すること。

ニ 当該入所者が退所し、居宅での生活に移行する場合は、

入所者又はその家族に対し、管理栄養士が退所後の食事に

関する相談支援を行うこと。また、他の介護保険施設や医

療機関に入所（入院）する場合は、入所中の栄養管理に関

する情報（必要栄養量、食事摂取量、嚥下調整食の必要性

（嚥下食コード）、食事上の留意事項等）を入所先（入院

先）に提供すること。

⑤ 低栄養状態のリスクが低リスクに該当する者については、

④ロに掲げる食事の観察の際に、あわせて食事の状況を把握

し、問題点がみられた場合は、速やかに関連する職種と情報

共有し、必要に応じて栄養ケア計画を見直し、見直し後の計

画に基づき対応すること。

⑥ 厚生労働省への情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて

行うこと。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度等については、

「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基

本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」

を参照すること。

(24) 経口移行加算 １ 定員超過利用・人員基準欠如に該当していない指定介護老人福祉 適 ・ 否 ① 経管栄養法から経口栄養法への移行は，誤嚥性肺炎の危険 ○経口移行計画 報酬告示

施設において，医師の指示に基づき，医師，歯科医師，管理栄養 も生じうることから，下記について確認した上で実施するこ 別表の1のトの

士，看護師，言語聴覚士，介護支援専門員その他の職種の者が共同 と。 注1,2

して，現に経管により食事を摂取している入所者ごとに経口による イ 全身状態が安定していること（血圧，呼吸，体温が安定 解釈

食事の摂取を進めるための経口移行計画を作成している場合であっ しており，現疾患の病態が安定していること）。 第2の5(25)

て，当該計画に従い，医師の指示を受けた管理栄養士又は栄養士に ロ 刺激しなくても覚醒を保っていられること。

よる栄養管理及び言語聴覚士又は看護職員による支援が行われた場 ハ 嚥下反射が見られること（唾液嚥下や口腔，咽頭への

合には，当該計画が作成された日から起算して1 8 0日以内の期間に 刺激による喉頭挙上が認められること。）。

限り，１日につき28単位を加算しているか。 ニ 咽頭内容物を吸引した後は，唾液を嚥下しても｢むせ｣

ただし，栄養管理に係る減算を算定している場合は，算定しな がないこと。

い。

② 入所者の口腔の状態によっては，歯科医療における対応を

２ 経口による食事の摂取を進めるための経口移行計画に基づき，管 適 ・ 否 要する場合も想定されることから，必要に応じて，介護支援

理栄養士又は栄養士が行う栄養管理及び言語聴覚士又は看護職員が 専門員を通じて主治の歯科医師への情報提供を実施するなど

行う支援が，当該計画が作成された日から起算して1 8 0日を超えた の適切な措置を講じること。

期間に行われた場合であっても，経口による食事の摂取が一部可能

な者であって，医師の指示に基づき，継続して経口による食事の摂

取を進めるための栄養管理及び支援が必要とされるものに対して

は，引き続き当該加算を算定しているか。
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(25) 経口維持加算 （１）経口維持加算(Ⅰ) ４００単位 適 ・ 否 ※厚生労働大臣が定める基準 ○経口維持計画 報酬告示

別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護老人福祉施設 大臣基準告示の六十七を参照。 別表の1のチの

において，現に経口により食事を摂取する者であって，摂食機能障 注1

害を有し，誤嚥が認められる入所者に対して，医師又は歯科医師の ・ 「特別な栄養管理」とは，入所者の誤嚥を防止しつつ，継 解釈

指示に基づき，医師，歯科医師，管理栄養士，看護師，介護支援専 続して経口による食事の摂取を進めるための食物形態，摂食 第2の5(26)

門員その他の職種の者が共同して，入所者の栄養管理をするための 方法等における適切な配慮のことをいう。

食事の観察及び会議等を行い，入所者ごとに，経口による継続的な

食事の摂取を進めるための経口維持計画を作成している場合であっ ・ 加算(Ⅰ)を算定する場合で，歯科医師が指示を行う場合に

て，当該計画に従い，医師又は歯科医師の指示（歯科医師が指示を あっては，当該指示を受ける管理栄養士等が，対象となる入

行う場合にあっては，当該指示を受ける管理栄養士等が医師の指導 所者に対する療養のために必要な栄養の指導を行うに当た

を受けている場合に限る。）の指示を受けた管理栄養士又は栄養 り，主治の医師の指導を受けている場合に限る。

が，栄養管理を行った場合に，当該計画が作成された日の属する月

から起算して６月以内の期間に限り，１月につきそれぞれ所定単位 ・ 月１回以上，多職種が共同して，入所者の栄養管理をする

数を加算しているか。ただし，この場合において，栄養管理に係る ための食事の観察及び会議等を行い，経口維持計画を作成す

減算又は経口移行加算を算定している場合は算定しない。 るとともに，必要に応じた見直しを行うこと。

・ 当該経口維持計画計画の作成及び見直しを行った場合にお

いては，特別な管理となる入所者又はその家族に説明し，そ

の同意を得ること。

・ 入所者の栄養管理をするための会議は，テレビ電話装置等

を活用して行うことができるものとする。この際，個人情報

保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個

人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省

「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を

遵守すること。

（２）経口維持加算(Ⅱ) １００単位 ・ 加算(Ⅱ)における食事の観察及び会議等の実施に当たって 報酬告示

協力歯科医療機関を定めている指定介護老人福祉施設が，経口維 適 ・ 否 は，医師，歯科医師，歯科衛生士又は言語聴覚士のいずれか 別表の1のチの

持加算(Ⅰ)を算定している場合であって，入所者の経口による継続 １名以上が加わることにより，多種多様な意見に基づく質の 注2

的な食事の摂取を支援するための食事の観察及び会議等に，医師 高い計画を算定した場合に算定される。

（指定介護老人福祉施設の人員，設備及び運営に関する基準第２条

第１項第一号に規定する医師を除く。），歯科医師，歯科衛生士又 ・ 加算(Ⅰ)及び加算(Ⅱ)の算定に当たり実施する食事の観察

は言語聴覚士が加わった場合は，１月につき所定単位数を加算して 及び会議等は，関係職種が一堂に会して実施することを想定

いるか。 しているが，やむを得ない理由により，参加するべき者の参

加が得られなかった場合は，その結果について終了後速やか

に情報共有を行うことで，算定可能とする。

(26) 口腔衛生管理加算 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護老人福祉施設に 適 ・ 否 ① 口腔衛生管理加算については、歯科医師の指示を受けた歯 ○実施記録 報酬告示

おいて，入所者に対し、歯科衛生士が口腔衛生の口腔衛生の次に掲げ 科衛生士が，入所者に対して，口腔衛生の管理を行い，当該 別表の1のリの

るいずれの基準にも該当する場合に，管理を行った場合は、当該基準 当該入所者に係る口腔衛生等について介護職員へ具体的な技 注

に掲げる区分に従い、１月につき次に掲げる単位を加算しているか。 術的助言及び指導をした場合において、当該入所者ごとに算 解釈

次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げ 定する。 第2の5(27)

るの他の加算は算定しない。

⑴ 口腔衛生管理加算(Ⅰ) 90単位 ② 当該施設が口腔衛生管理加算に係るサービスを提供する場

⑵ 口腔衛生管理加算(Ⅱ) 110単位 合においては、当該サービスを実施する同一月内において医

療保険による訪問歯科衛生指導の実施の有無を入所者又はそ

※別に厚生労働大臣が定める基準 の家族等に確認するとともに、当該サービスについて説明

（大臣基準告示・六十九） し、その提供に関する同意を得た上で行うこと。

イ 口腔衛生管理加算(Ⅰ) 次のいずれにも適合すること

⑴ 歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士の技術的助 ③ 歯科医師の指示を受けて当該施設の入所者に対して口腔衛

言及び指導に基づき、入所者の口腔衛生等の管理に係る計画 生の管理を行う歯科衛生士は、口腔に関する問題点、歯科医

-50-



介護老人福祉施設(共通）

介護老人福祉施設(共通）

着 眼 点 自己評価 チェックポイント 関係書類 根拠法令 特記事項

が作成されていること。 師からの指示内容の要点（ただし、歯科医師から受けた指示

⑵ 歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が，入所者に対し，口腔 内容のうち、特に歯科衛生士が入所者に対する口腔衛生の管

衛生等の管理を月２回以上行うこと。 理を行うにあたり配慮すべき事項とする。）、当該歯科衛生

⑶ 歯科衛生士が、イにおける入所者に係る口腔衛生等の管理に 士が実施した口腔衛生の管理の内容、当該入所者に係る口腔

ついて、介護職員に対し、具体的な技術的助言及び指導を行う 衛生等について介護職員への具体的な技術的助言及び指導の

こと。 内容及びその他必要と思われる事項に係る記録を別紙様式３

⑷ 歯科衛生士が、イにおける入所者の口腔に関する介護職員か を参考として作成し、当該施設に提出すること。当該施設

らの相談等に必要に応じ対応すること。 は、当該記録を保管するとともに、必要に応じてその写しを

⑸ 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 当該入所者に対して提供すること。

ロ 口腔衛生管理加算(Ⅱ) 次のいずれにも適応していること ④ 当該歯科衛生士は、介護職員から当該入所者の口腔に関す

⑴ イ⑴から⑸までに掲げる基準のいずれにも適合すること。 る相談等に必要に応じて対応するとともに、当該入所者の口

⑵ 入所者ごとの口腔衛生等の管理に係る情報を厚生労働省に提 腔の状態により医療保険における対応が必要となる場合に

出し，口腔衛生の管理の実務に当たって，当該情報その他口腔 は、適切な歯科医療サービスが提供されるよう当該歯科医師

衛生の管理の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用し 及び当該施設への情報提供を行うこと。

ていること。

⑤ 厚生労働省への情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて 報酬告示

行うこととする。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度等につい 別表の1のリの

ては、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関 注

する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示につ 解釈

いて」を参照すること。 第2の5(27)⑤

⑥ 本加算は、医療保険において歯科訪問診療料が算定された

日の属する月であっても算定できるが、訪問歯科衛生指導料

が算定された日の属する月においては、訪問歯科衛生指導料

が３回以上算定された場合には算定できない。

(27) 療養食加算 次に掲げるいずれの基準にも適合するものとして県知事に届け出た 適 ・ 否 ※厚生労働大臣が定める療養食 ○療養食献立表 報酬告示

指定介護老人福祉施設が，別に厚生労働大臣が定める療養食を提供し （利用者等告示・六十） 別表の1のヌの

たときは，１日につき３回を限度として，６単位を加算しているか。 疾病治療の直接手段として，医師の発行する食事せんに基 注

づき提供された適切な栄養量及び内容を有する糖尿病食，腎

イ．食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されているこ 臓病食，肝臓病食，胃潰瘍食，貧血食，膵臓病食，脂質異常 解釈準用

と。 症食，痛風食及び特別な場合の検査食 第2の5(28)

ロ．入所者の年齢，心身の状況によって適切な栄養量及び内容の食

事の提供が行われていること。 ・ 当該加算は，入所者の病状等に応じて，医師より入所者に

ハ．食事の提供が，定員超過利用・人員基準欠如に該当していない 対し疾患治療の直接手段として発行された食事せんに基づい

指定介護老人福祉施設において行われていること。 て療養食が提供されて場合に算定する。

・ 療養食の摂取の方法については，経口又は経管の別は問わ

ない。

・ 経口による食事の摂取を進めるための栄養管理及び支援が

行われている場合にあっては，経口移行加算又は経口維持加

算を併せて算定することが可能である。

(28)配置医師緊急時対応 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして都道 適 ・ 否 ① 配置医師緊急時対応加算は、入所者の看護・介護に当たる 報酬告示

加算 府県知事に届け出た指定介護老人福祉施設において、当該指定介護老 者が、配置医師に対し電話等で直接施設への訪問を依頼し、 別表の1のルの

人福祉施設の配置医師が当該指定介護老人福祉施設の求めに応じ、早 当該配置医師が診療の必要性を認めた場合に、可及的速やか 注

朝（午前６時から午前８時までの時間をいう。）、夜間（午後６時か に施設に赴き診療を行った場合に算定できるものであり、定 解釈

ら午後10時までの時間をいう。）又は深夜（午後10時から午前６時ま 期的ないし計画的に施設に赴いて診療を行った場合には算定 第2の5(29)

での時間をいう。）に当該指定介護老人福祉施設を訪問して入所者に できない。ただし、医師が、死期が迫った状態であると判断

対し診療を行い、かつ、診療を行った理由を記録した場合は、診療が し、施設の職員と家族等に説明したうえで、当該入所者が死
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行われた時間が早朝又は夜間の場合は１回につき650単位、深夜の場 亡した場合について、早朝や日中の診療終了後の夜間に施設

合は１回につき1,300単位を加算しているか。 を訪問し死亡診断を行うことを事前に決めている場合には、

ただし、看護体制加算(Ⅱ)を算定していない場合は、算定しない。 この限りでない。

※厚生労働大臣が定める施設基準 ② 配置医師緊急時対応加算の算定については、事前に氏名等

（施設基準・五十四の二） を届出た配置医師が実際に訪問し診察を行ったときに限り算

イ 入所者に対する注意事項や病状等についての情報共有、曜日や 定できる。

時間帯ごとの医師との連絡方法、診療を依頼する場合の具体的状

況等について、配置医師と当該指定介護老人福祉施設の間で、具 ③ 施設が診療を依頼した時間、配置医師が診療を行った時

体的な取決めがなされていること。 間、内容について記録を行わなければならない。

ロ 複数名の配置医師を置いていること又は配置医師と協力医療機

関の医師が連携し、施設の求めに応じ24時間対応できる体制を確 ④ 早朝・夜間（深夜を除く）とは、午後６時から午後10時ま

保していること。 で又は午前６時から午前８時までとし、深夜の取扱いについ

ては、午後10時から午前６時までとする。なお、診療の開始

時刻が加算の対象となる時間帯にある場合に、当該加算を算

定すること。診療時間が長時間にわたる場合に、加算の対象

となる時間帯における診療時間が全体の診療時間に占める割

合がごくわずかな場合においては、当該加算は算定できな

い。

⑤ 算定に当たっては、配置医師と施設の間で、緊急時の注意

事項や病状等についての情報共有の方法、曜日や時間帯ごと

の医師との連携方法や診察を依頼するタイミング等に関する

取り決めを事前に定めることにより、24時間配置医師による

対応又はその他の医師の往診による対応が可能な体制を整え

ることとする。

(29) 看取り介護加算 １ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして県 適 ・ 否 ・ 施設は，入所者に提供する看取り介護の質を常に向上させ 報酬告示

知事に届け出た指定介護老人福祉施設において，別に厚生労働大臣 ていくため，次のような取組が求められる。 別表の1のヲの

が定める基準に適合する入所者について看取り介護を行った場合に イ．看取り指針を定めることで，施設の看取り方針等を明 注1,2

おいては，看取り介護加算(Ⅰ)として，１日につき所定単位を死亡 らかにする。

月に加算しているか。 ロ．看取り介護の実施に当たっては，当該入所者に係る医師 解釈

死亡日以前31日以上45日以下 72単位 の診断を前提にして，介護に係る計画に基づいて，入所者 第2の5(30)

死亡日以前４日以上30日以下 1 4 4単位 がその人らしく生き，その人らしい最期が迎えられるよう

死亡日の前日及び前々日 6 8 0単位 支援を行う。

死亡日 1,280単位 ハ．多職種が参加するケアカンファレンスを通じて，実施し

ただし，退所した日の翌日から死亡日までの間は，算定しない。 た看取り介護の検証や，職員の精神的負担の把握及びそれ

に対する支援を行う。

２ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして県 ニ．看取り指針の内容その他看取り介護の実施体制につい

知事に届け出た指定介護老人福祉施設において，別に厚生労働大臣 適 ・ 否 て，適宜，適切な見直しを行う。

が定める基準に適合する入所者について看取り介護を行った場合に なお，施設は，看取り介護の改善のために，適宜，家族

おいては，当該入所者が当該指定介護老人福祉施設内で死亡した場 等に対する看取り介護に関する報告会並びに入所者等及び

合に限り，看取り介護加算(Ⅱ)として，１日につき所定単位を死亡 地域住民との意見交換により地域への啓発活動を行うこと

月に加算しているか。 が望ましい。

死亡日以前31日以上45日以下 72単位

死亡日以前４日以上30日以下 144単位 ・ 質の高い看取り介護を実施するため，多職種連携により，

死亡日の前日及び前々日 780単位 入所者等に対し十分な説明を行い，理解を得るよう努めるこ

死亡日 1,580単位 と。具体的には，看取り指針に盛り込むべき項目として，次

ただし，看取り介護加算(Ⅰ)を算定している場合は，算定しな の事項が考えられる。

い。 イ．施設の看取りに関する考え方

ロ．終末期にたどる経過（時期，プロセス毎）とそれに応

-52-



介護老人福祉施設(共通）

介護老人福祉施設(共通）

着 眼 点 自己評価 チェックポイント 関係書類 根拠法令 特記事項

※厚生労働大臣が定める施設基準 じた介護の考え方

（施設基準・五十四） ハ．施設等において看取りに際して行いうる医療行為の選

① 常勤の看護師を１名以上配置し，当該指定介護老人福祉施設の 択肢

看護職員により，又は病院，診療所若しくは訪問看護ステーショ ニ．医師や医療機関との連携体制（夜間及び緊急時の対応

ンの看護職員との連携により，24時間連絡できる体制を確保して を含む。）

いること。 ホ．入所者等への情報提供及び意思確認の方法

② 看取りに関する指針を定め，入所の際に，入所者又はその家族 ヘ．入所者等への情報提供に供する資料及び同意書の書式

等に対して，当該指針の内容を説明し，同意を得ていること。 ト．家族への心理的支援に関する考え方

③ 医師，生活相談員，看護職員，介護職員，管理栄養士，介護支 チ．その他看取り介護を受ける入所者に対して施設の職員

援専門員その他の職種の者による協議の上，当該施設における看 が取るべき具体的な対応の方法

取りの実績等を踏まえ，適宜，看取りに関する指針の見直しを行

うこと。 ・ 説明の際には，入所者等の理解を助けるため，入所者に関

④ 看取りに関する職員研修を行っていること。 する記録を活用した説明資料を作成し，その写しを提供する

⑤ 看取りを行う際に，個室又は静養室の利用が可能となるよう配 こと。

慮を行うこと。

・ 看取り介護加算Ⅱについては、入所者の死亡場所が当該施

※厚生労働大臣が定める基準に適合する入所者 設内であった場合に限り算定できる。

（平成27年厚生労働省告示第94号の六十一）

次のいずれにも適合している入所者 ・ 看取り介護加算Ⅱの算定に当たっては、配置医師と施設の

① 医師が一般に認められている医学的知見に基づき，回復の見 間で、緊急時の注意事項や病状等についての情報共有の方

込みがないと診断した者 法、曜日や時間帯ごとの医師との連携方法や診察を依頼する

② 医師，生活相談員，看護職員，管理栄養士，介護支援専門員そ タイミング等に関する取り決めを事前に定めることにより、

の他の職種の者（以下「医師等」という。）が共同で作成した入 24時間配置医師による対応又はその他の医師の往診による対

所者の介護に係る計画について，医師等のうちその内容に応じた 応が可能な体制を整えることとする。

適当な者から説明を受け，当該計画について同意している者（そ

の家族等が説明を受けた上で，同意している者を含む。）である ・ 看取り介護に係る計画の作成及び看取り介護の実施にあた

こと。 っては、厚生労働省「人生の最終段階における医療・ケアの

③ 看取りに関する指針に基づき，入所者の状態又は家族の求め等 決定プロセスに関するガイドライン」等を参考にしつつ、本

に応じ随時，医師等の相互の連携の下，介護記録等入所者に関す 人の意思を尊重した医療・ケアの方針が実施できるよう、多

る記録を活用し行われる介護についての説明を受け，同意した上 職種が連携し、本人及びその家族と必要な情報の共有等に努

で介護を受けている者（その家族等が説明を受け，同意した上で めること。

介護を受けている者を含む。）であること。

(30) 在宅復帰支援機能 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護老人福祉施設で 適 ・ 否 ※厚生労働大臣が定める基準 ○介護状態を示す文 報酬告示

加算 あって，次に掲げる基準のいずれにも適合している場合にあっては， （大臣基準告示・七十） 書 別表の1のワの

１日につき10単位を加算しているか。 イ．算定日が属する月の前６月間において当該施設から退所 注

した者（在宅・入所相互利用加算を算定しているものを除

く。）の総数のうち，当該期間内に退所し，在宅において 解釈

イ．入所者の家族との連絡調整を行っていること。 介護を受けることとなった者（当該施設における入所期間 第2の5(31)

ロ．入所者が利用を希望する指定居宅介護支援事業所に対して，入 が１月間を超えていた者に限る。）の占める割合が２割を

所者に係る居宅サービスに必要な情報の提供，退所後の居宅サー 超えていること。

ビスの利用に関する調整を行っていること。 ロ．退所者の退所した日から30日以内に当該施設の従業者が

居宅を訪問し，又は指定居宅介護支援事業者から情報提供

を受けることにより，当該退所者の在宅における生活が１

月以上継続する見込みであることを確認し，記録している

こと。
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着 眼 点 自己評価 チェックポイント 関係書類 根拠法令 特記事項

(31)在宅・入所相互利用 別に厚生労働大臣が定める者に対して，別に厚生労働大臣が定める 適 ・ 否 ① 在宅・入所相互利用を開始するに当たり，在宅期間と入所 ○同意書 報酬告示

加算 基準に適合する指定介護福祉施設サービスを行う場合にあっては，１ 期間（入所期間は３月を限度）について，文書による同意を 別表の1のカの

日につき40単位を加算しているか。 得ること。 ○次期在宅期間，入 注

② 施設の介護支援専門員・介護職員等，在宅の介護支援専門 所期間の介護の目 解釈

※厚生労働大臣が定める者 員，在宅期間に対象者が利用する居宅サービス事業者等によ 標及び方針をまと 第2の5(32)

（利用者等告示・六十二） る支援チームをつくること。 めた記録

在宅生活を継続する観点から，複数の者であらかじめ在宅期間及 ③ 当該支援チームは，必要に応じ随時（利用者が施設に入所

び入所期間（入所期間が３月を超えるときは，３月を限度とす する前及び施設から退所して在宅に戻る前においては必須と

る。）を定めて，当該施設の居室を計画的に利用している者 し，おおむね１月に１回）カンファレンスを開くこと。

④ ③のカンファレンスにおいては，それまでの在宅期間又は

※厚生労働大臣が定める基準 入所期間における対象者の心身の状況を報告し，目標及び方

（大臣基準告示・七十一） 針に照らした介護の評価を行うとともに，次期の在宅期間又

在宅での生活期間中の介護支援専門員と施設の介護支援専門員と は入所期間における介護の目標及び方針を記録すること。

の間で情報の交換を十分に行い，双方合意の上介護に関する目標及 ⑤ 施設及び在宅の介護支援専門員の機能及び役割分担につい

び方針を定め，入所者又はその家族等に対して当該目標及び方針の ては，支援チームの中で協議して適切な形態を定めること。

内容を説明し，同意を得ていること。

(32)認知症専門ケア加算 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして県知事に 適 ・ 否 ・ 「認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係 報酬告示

届け出た指定介護老人福祉施設が，日常生活に支障をきたすおそれの る会議」は、テレビ電話装置等を活用して行うことができる 別表の1のヨの

ある症状又は行動が認められることから介護を必要とする認知症の者 ものとする。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医 注

に対し，専門的な認知症ケアを行った場合には，当該基準に掲げる区 療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのため

分に従い，１日につき次に掲げる所定単位数を加算しているか。 のガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理 解釈

ただし，次に掲げるいずれかの加算を算定している場合において に関するガイドライン」等を遵守すること。 第2の5(33)

は，次に掲げるその他の加算は算定しない。

・ 「認知症介護に係る専門的な研修」とは、「認知症介護実

(1) 認知症専門ケア加算(Ⅰ) ３単位 践リーダー研修」及び認知症看護に係る適切な研修を指すも

(2) 認知症専門ケア加算(Ⅱ) ４単位 のとする。

・ 「認知症介護の指導に係る専門的な研修」とは、「認知症

※厚生労働大臣が定める基準（大臣基準告示・三の二） 介護指導者研修」及び認知症看護に係る適切な研修を指すも

イ．認知症専門ケア加算(Ⅰ) のとする。

① 施設における入所者の総数のうち，日常生活に支障をきたす

おそれのある症状若しくは行動が認められることから，介護を ※「認知症介護実践リーダー研修」：「認知症介護実践者等養

必要とする認知症の対象者の占める割合が２分の１以上である 成事業の実施について」（平成18年３月31日老発第0331010

こと。 号厚生労働省老健局長通知）、「認知症介護実践者等養成事

② 認知症介護に係る専門的な研修を修了している者を，対象者 業の円滑な運営について」（平成18年３月31日老計第033100

の数が20人未満である場合にあっては，１以上，対象者の数が 7号厚生労働省計画課長通知）に規定する研修

20人以上である場合にあっては，１に，対象者の数が19を超え ※「認知症介護指導者研修」：「認知症介護実践者等養成事業

て10又はその端数を増すごとに１を加えて得た数以上配置し， の実施について」、「認知症介護実践者等養成事業の円滑な

チームとして専門的な認知症ケアを実施していること。 運営について」に規定する研修

③ 施設の従業者に対する認知症ケアに関する留意事項の伝達又

は技術的指導に係る会議を定期的に開催していること。

ロ．認知症専門ケア加算(Ⅱ)

① イの基準のいずれにも適合すること。

② 認知症介護の指導に係る専門的な研修を修了している者を１

名以上配置し，施設全体の認知症ケアの指導等を実施している

こと。

③ 施設における介護職員，看護職員ごとの認知症ケアに関する

研修計画を作成し，当該計画に従い，研修を実施又は実施を予

定していること。

-54-



介護老人福祉施設(共通）

介護老人福祉施設(共通）

着 眼 点 自己評価 チェックポイント 関係書類 根拠法令 特記事項

(33)認知症行動・心理症 医師が，認知症の行動・心理症状が認められるため，在宅での生活 適 ・ 否 ・ 認知症の行動・心理症状とは，認知症による認知機能の障 報酬告示

状緊急対応加算 が困難であり，緊急に入所することが適当であると判断した者に対 害に伴う妄想・幻覚・興奮・暴言等の症状を指す。

し，指定介護福祉施設サービスを行った場合は，入所した日から起算 ・ 入所後速やかに退所に向けた施設サービス計画を策定し， 別表の1のタの

して７日を限度として，１日につき所定単位数を加算しているか。 当該入所者の「認知症の行動・心理症状」が安定した際には 注

速やかに在宅復帰が可能となるように努めているか。

・ 次に掲げる者が，直接，当該施設へ入所した場合には，当 解釈

該加算は算定できない。 第2の5(34)

ａ.病院又は診療所に入院中の者

ｂ.介護保険施設又は地域密着型介護老人福祉施設に入院中

又は入所中の者

ｃ.短期入所生活(療養)介護，(短期利用)特定施設入居者生

活介護，(短期利用)認知症対応型共同生活介護及び地域密

着型(短期利用)特定施設入居者生活介護を利用中の者

・ 判断を行った医師は診療録等に症状，判断の内容等を記録

しているか。また，施設も判断を行った医師名，日付及び利

用開始に当たっての留意事項等を介護サービス計画書に記録

しておくこと。

・ 当該加算は，入所者が入所前１月の間に，当該施設に入所

したことがない場合及び過去１月の間に当該加算（他サービ

スを含む。）を算定したことがない場合に限り算定できる。

(34)褥瘡マネジメント加 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県 適 ・ 否 ① 褥瘡マネジメント加算（Ⅰ）は、原則として入所者全員を 報酬告示

算 知事に届け出た指定介護老人福祉施設において、継続的に入所者ごと 対象として入所者ごとに大臣基準第七十一号の二イに掲げる 別表の1のレの

の褥瘡管理をした場合は、当該基準に掲げる区分に従い，1月につき 要件を満たした場合に、当該施設の入所者全員に対して算定 注

所定単位数を加算しているか。ただし，次に掲げるいずれかの加算を できるものであること。

算定している場合においては，次に掲げるその他の加算は算定できな ② 評価は、別紙様式５を用いて，褥瘡の状態及び褥瘡の発生 解釈

い。 と関連のあるリスクについて実施すること。 第2の5(35)

⑴ 褥瘡マネジメント加算(Ⅰ) 3単位 ③ 施設入所時の評価は、都道府県知事に届け出た日の属する

⑵ 褥瘡マネジメント加算(Ⅱ) 13単位 月及び当該月以降の新規入所者については，当該者の施設入

所時に評価を行うこととし，届出の日の属する前日において

（経過措置） 既に入所している者（以下、「既入所者」という。）につい 改正告示

令和３年３月31日において改正前の褥瘡マネジメントの届出を行 ては、介護記録等に基づき，施設入所時における評価を行う 附則第10条

っている施設であって、改正後の褥瘡マネジメントに係る届出を行 こと。

っていないものにおける褥瘡マネジメント加算(3月に1回を限定と ④ 評価結果等の情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行

して10単位)の算定については、令和4年3月31日までの間は、なお うこととする。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度等について

従前の例によることができる。この場合において、改正前の「褥瘡 は、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関す

ケアマネジメント加算」は「褥瘡マネジメント加算(Ⅲ) 」と読み る基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示につい

替える。 て」を参照すること。

⑤ 褥瘡ケア計画は、褥瘡管理に対する各種ガイドラインを参

※厚生労働大臣が定める基準 考にしながら、入所者ごとに、褥瘡管理に関する事項に対し

（大臣基準告示・七十一の二） 関連職種が共同して取り組むべき事項や、入所者の状態を考

イ 褥瘡マネジメント加算(Ⅰ) 慮した評価を行う間隔等を検討し、別紙様式５を用いて、作

次のいずれにも適合すること。 成すること。

(1) 入所者ごとに褥瘡の発生と関連のあるリスクについて、施設 介護福祉施設サービスにおいては、褥瘡ケア計画に相当す

入所時に評価し，その後少なくとも３月に一回、評価するとと る内容を施設サービス計画の中に記載する場合は、その記載

もに、その評価等の情報を厚生労働省に提出し，当該情報その をもって褥瘡ケア計画の作成に代えることができるものとす

他褥瘡管理の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用し るが，下線又は枠で囲う等により，他の記載と区別できるよ

ていること。 うにすること。

(2) (1)の評価の結果、褥瘡が発生するリスクがあるとされた入

所者ごとに、医師、看護師、介護職員、管理栄養士，介護支援
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専門員その他の職種の者が共同して、褥瘡管理に関する褥瘡ケ ⑥ 褥瘡ケア計画に基づいたケアを実施する際には、褥瘡ケア

ア計画を作成していること。 ・マネジメントの対象となる入所者又はその家族に説明し、

(3) 入所者ごとの褥瘡ケア計画に従い褥瘡管理を実施するととも その同意を得ること。

に、その管理の内容や入所者の状態について定期的に記録して ⑦ 褥瘡ケア計画の見直しは、褥瘡ケア計画に実施上の問題

いること。 （褥瘡管理の変更の必要性、関連職種が共同して取り組むべ

(4) (1)の評価に基づき、少なくとも三月に一回、入所者ごとに き事項の見直しの必要性等）があれば直ちに実施すること。

褥瘡ケア計画を見直していること。 その際，ＰＤＣＡの推進及び褥瘡管理に係る質の向上を図

る観点から、ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報

ロ 褥瘡マネジメント加算(Ⅱ) を活用すること。

次のいずれにも適合すること。 ⑧ 褥瘡マネジメント加算(Ⅱ)は、褥瘡マネジメント加算(Ⅰ)

(1) イ(1)から(4)までのいずれにも適合すること。 の算定要件を満たす施設において、上記②の評価の結果、施

(2) イ(1)の評価の結果，施設入所時または利用開始時に褥瘡が 設入所時に褥瘡が発生するリスクがあるとされた入所者につ

発生するリスクがあるとされた入所者又は，利用者について， いて、施設入所日の属する月の翌月以降に別紙様式５を用い

褥瘡の発生のないこと。 て評価を実施し、当該月に別紙様式５に示す持続する発赤

（ｄ１）以上の褥瘡の発症がない場合に、所定単位数を算定

できる。

ただし、施設入所時に褥瘡があった入所者については、当

該褥瘡の治癒後に、褥瘡の再発がない場合に算定できる。

⑨ 褥瘡管理に当たっては、施設ごとに当該マネジメントの実

施に必要な褥瘡管理に係るマニュアルを整備し、当該マニュ

アルに基づき実施することが望ましい。

(35) 排せつ支援加算 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県 適 ・ 否 ① 排せつ支援加算は、排せつ支援の質の向上を図るため、多 報酬告示

知事に届け出た指定介護老人福祉施設において、継続的に入所者ごと 職種の共同により、ＰＤＣＡの構築を通じて、継続的に排せ 別表の1のソの

の排せつに係る支援を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、 つ支援の質の管理を行った場合に加算すること。 注

１月につき所定単位数を加算しているか。ただし、次に掲げるいずれ ※「ＰＤＣＡ」：入所者が排せつに介護を要する要因の分析

かの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は を踏まえた支援計画の作成（Plan）、当該支援計画に基づ 解釈

算定しない。 く排せつ支援の実施（Do）、当該支援内容の評価（Chec 第2の5(36)

⑴ 排せつ支援加算(Ⅰ) 10単位 k）とその結果を踏まえた当該支援計画の見直し（Actio

⑵ 排せつ支援加算(Ⅱ) 15単位 n）といったサイクル

⑶ 排せつ支援加算(Ⅲ) 20単位

② 排せつ支援加算(Ⅰ)は、原則として入所者全員を対象とし

（経過措置） て入所者ごとに大臣基準第七十一号の三に掲げる要件を満た 改正告示

令和３年３月31日において改正前の排せつ支援加算の届出を行っ した場合に、当該施設の入所者全員（排せつ支援加算(Ⅱ)又 附則第10条

ている施設であって、改正後の排せつ支援加算に係る届出を行って は(Ⅲ)を算定する者を除く。）に対して算定すること。

いないものにおける排せつ支援加算(支援を開始した日の属する月

から起算して6月以内の期間に限り，1月につき，100単位)の算定に ③ 全ての入所者について、必要に応じ適切な介護が提供され

ついては、令和4年3月31日までの間は、なお従前の例によることが ていることを前提としつつ、さらに特別な支援を行うことに

できる。この場合において、改正前の「排せつ支援加算」は「排せ より、施設入所時と比較して排せつの状態が改善することを

つ支援加算(Ⅳ) 」と読み替える。 評価したものである。したがって、例えば、施設入所時にお

いて、入所者が尿意・便意を職員へ訴えることができるにも

厚生労働大臣が定める基準 かかわらず、職員が適時に排せつを介助できるとは限らない

（大臣基準告示・七十一の三） ことを主たる理由としておむつへの排せつとしていた場合、

イ 排せつ支援加算(Ⅰ) 次のいずれにも適合すること。 支援を行って排せつの状態を改善させたとしても加算の対象

(1) 入所者ごとに要介護状態の軽減の見込みについて，医師又は とはならない。

医師と連携した看護師が施設入所時に評価し，その後少なくと

も6月に1回評価するとともに，その評価結果等の情報を厚生労 ④ 評価は、別紙様式６を用いて、排尿・排便の状態及びおむ

働省に提出し，排せつ支援の実施に当たって，当該情報その他 つ使用の有無並びに特別な支援が行われた場合におけるそれ

排せつ支援の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用し らの３か月後の見込みについて実施する。

ていること。
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(2) (1)の評価の結果，排せつに介護を要する入所者であって， ⑤ 施設入所時の評価は、都道府県知事に届け出た日の属する

適切な対応を行うことにより，要介護状態の軽減が見込まれる 月及び当該月以降の新規入所者については、当該者の施設入

者について，医師，看護師，介護支援専門員その他の職種の者 所時に評価を行うこととし、届出の日の属する月の前月以前

が共同して，当該入所者が排せつに介護を要する原因を分析 から既に入所している者（以下「既入所者」）については、

し，それに基づいた支援計画を作成し，当該支援計画に基づく 介護記録等に基づき、施設入所時における評価を行うこと。

支援を継続して実施していること。

(3) (1)の評価に基づき，少なくとも3月に1回，入所者ごとに支 ⑥ ④又は⑤の評価を医師と連携した看護師が行った場合は、

援企画を見直していること。 その内容を支援の開始前に医師へ報告することとする。

また、医師と連携した看護師が④の評価を行う際、入所者

ロ 排せつ支援加算(Ⅱ) の背景疾患の状況を勘案する必要がある場合等は、医師へ相

次のいずれにも適合すること。 談することとする。

(1) イ(1)から(3)までのいずれにも適合すること。

(2) 次のいずれかに適合すること。 ⑦ 評価結果等の情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行

(一) イ(1)の評価の結果，要介護状態の軽減が，見込まれる者 うこととする。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度等について

について，施設入所時と比較して，排尿又は排便の状態の少 は、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関す

なくとも一方が改善するとともにいずれも悪化がないこと。 る基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示につい

(二) イ(1)の評価の結果，施設入所時にオムツを使用していた て」を参照すること。

者であって要介護状態の軽減が見込まれるものについて，お

むつを使用しなくなったこと。 ⑧ 「排せつに介護を要する入所者」とは、要介護認定調査の

際に用いられる「認定調査員テキスト2009 改訂版（平成30

ハ 排せつ支援加算(Ⅲ) 年４月改訂）」の方法を用いて、排尿又は排便の状態が、

イ(1)から(3)まで並びにロ(一) 及び(二)に掲げる基準のいず 「一部介助」若しくは「全介助」と評価される者又はおむつ

れにも適合すること。 を使用している者をいう。

⑨ 「適切な対応を行うことにより、要介護状態の軽減が見込

まれる」とは、特別な支援を行わなかった場合には、当該排

尿若しくは排便又はおむつ使用にかかる状態の評価が不変又

は低下となることが見込まれるものの、適切な対応を行った

場合には、排尿又は排便の状態の少なくとも一方が改善又は

おむつ使用ありから使用なしに改善すること、あるいは、排

尿又は排便の状態の少なくとも一方が改善し、かつ、おむつ

使用ありから使用なしに改善することが見込まれることをい

う。

⑩ 支援に先立って、失禁に対する各種ガイドラインを参考に

しながら、対象者が排せつに介護を要する要因を多職種が共

同して分析し、それに基づいて、別紙様式６の様式を用いて

支援計画を作成する。要因分析及び支援計画の作成に関わる

職種は、④の評価を行った医師又は看護師、介護支援専門

員、及び支援対象の入所者の特性を把握している介護職員を

含むものとし、その他、疾患、使用している薬剤、食生活、

生活機能の状態等に応じ薬剤師、管理栄養士、理学療法士、

作業療法士等を適宜加える。

介護福祉施設サービスにおいては、支援計画に相当する内

容を施設サービス計画の中に記載する場合は、その記載をも

って支援計画の作成に代えることができるものとするが、下

線又は枠で囲う等により、他の記載と区別できるようにする

こと。

⑪ 支援計画の作成にあたっては、要因分析の結果と整合性が

取れた計画を、個々の入所者の特性に配慮しながら個別に作
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成することとし、画一的な支援計画とならないよう留意する

こと。また、支援において入所者の尊厳が十分保持されるよ

う留意すること。

⑫ 当該支援計画の実施にあたっては、計画の作成に関与した

者が、入所者又はその家族に対し、排せつの状態及び今後の

見込み、支援の必要性、要因分析並びに支援計画の内容、当

該支援は入所者又はその家族がこれらの説明を理解した上で

支援の実施を希望する場合に行うものであること、及び支援

開始後であってもいつでも入所者又はその家族の希望に応じ

て支援計画を中断又は中止できることを説明し、入所者及び

その家族の理解と希望を確認した上で行うこと。

⑬ 支援計画の見直しは、支援計画に実施上の問題（排せつ支

援計画の変更の必要性、関連職種が共同して取り組むべき事

項の見直しの必要性等）があれば直ちに実施すること。その

際、ＰＤＣＡの推進及び排せつ支援の質の向上を図る観点か

ら、ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報を活用す

ること。

⑭ 排せつ支援加算(Ⅱ)は、排せつ支援加算(Ⅰ)の算定要件を

満たす施設において、施設入所時と比較して、排尿又は排便

の状態の少なくとも一方が改善し、かつ、いずれにも悪化が

ない場合又はおむつ使用ありから使用なしに改善した場合

に、算定できることとする。

⑮ 排せつ支援加算(Ⅲ)は、排せつ支援加算(Ⅰ)の算定要件を

満たす施設において、施設入所時と比較して、排尿又は排便

の状態の少なくとも一方が改善し、いずれにも悪化がなく、

かつ、おむつ使用ありから使用なしに改善した場合に、算定

できることとする。

⑯ 排せつ支援加算(Ⅳ)は、令和３年３月31 日において、令

和３年度改定前の排せつ支援加算に係る届出を行う施設につ

いて、今後ＬＩＦＥを用いた情報の提出に切り替えるよう必

要な検討を行うことを前提に、経過措置として、令和３年度

末まで、従前の要件での算定を認めるものである。

(36)自立支援促進加算 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県 適 ・ 否 ① 自立支援促進加算は、入所者の尊厳の保持及び自立支援に 報酬告示

知事に届け出た指定介護老人福祉施設において、継続的に入所者ごと 係るケアの質の向上を図るため、多職種共同による、ＰＤＣ 別表の1のツの

の自立支援を行った場合は、１月につき300単位を加算しているか。 Ａの構築を通じて、継続的に入所者の尊厳を保持し、自立支 注

援に係る質の管理を行った場合に加算するものである。

※厚生労働大臣が定める基準（大臣基準告示・七十一の四） ※「ＰＤＣＡ」：入所者が自立支援の促進を要する要因の分 解釈

次のいずれにも適合すること。 析を踏まえた支援計画の作成（Plan）、当該支援計画に基 第2の5(37)

イ 医師が入所者ごとに，施設入所時に自立支援に係る医学的評価 づく自立支援の促進（Do）、当該支援内容の評価（Chec

を行い，その後少なくとも6月に1回医学的評価の見直しを行うと k）とその結果を踏まえた当該支援計画の見直し（Actio

ともに，その医学的評価の結果等の情報を厚生労働省に提出し， n）といったサイクル

自立支援の促進に当たって，当該情報その他自立支援の適切かつ

有効な促進のために必要な情報を活用していること。 ② 本加算は、全ての入所者について、必要に応じ、適切な介

護が提供されていることを前提としつつ、介護保険制度の理
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着 眼 点 自己評価 チェックポイント 関係書類 根拠法令 特記事項

ロ イの医学的評価の結果，自立支援の促進が必要であるとされた 念に基づき、入所者が尊厳を保持し、その有する能力に応じ

入所者ごとに，医師，看護師，介護職員，介護支援専門員その他 自立した日常生活を営むことができるよう、特に必要な支援

の職種の者が共同して，自立支援に係る支援計画を策定し，支援 を実施していることを評価するものである。

計画に従ったケアを実施していること。 医師が、定期的に、全ての入所者に対する医学的評価及び

リハビリテーション、日々の過ごし方等についてのアセスメ

ハ イの医学的評価に基づき，少なくとも3月に1回，入所者ごとに ントを実施するとともに、医師、看護職員、介護職員、介護

支援計画を見直していること。 支援専門員その他の職種が、医学的評価、アセスメント及び

支援実績に基づき、特に自立支援のための対応が必要とされ

二 医師が自立支援に係る支援計画の策定等に参加していること。 た者について、生活全般において適切な介護を実施するため

の包括的な支援計画を策定し、個々の入所者や家族の希望に

沿った、尊厳の保持に資する取組や本人を尊重する個別ケ

ア、寝たきり防止に資する取組、自立した生活を支える取

組、廃用性機能障害に対する機能回復・重度化防止のための

自立支援の取組などの特別な支援を行っている場合に算定で

きる。

リハビリテーションや機能訓練の実施を評価するものでは

ないことから、個別のリハビリテーションや機能訓練を実施

することのみでは、加算の対象とはならない。

③ 本加算は、原則として入所者全員を対象として入所者ごと

に算定要件を満たした場合に、当該施設の入所者全員に対し

て算定できるものである。

④ 自立支援に係る医学的評価は、医師が必要に応じて関連職

種と連携し、別紙様式７を用いて、当該時点における自立支

援に係る評価に加え、特別な支援を実施することによる入所

者の状態の改善可能性等について、実施すること。

⑤ 支援計画は、関係職種が共同し、別紙様式７を用いて、訓

練の提供に係る事項（離床・基本動作、ＡＤＬ動作、日々の

過ごし方及び訓練時間等）の全ての項目について作成するこ

と。

作成にあたっては、④の医学的評価及び支援実績等に基づ

き、個々の入所者の特性に配慮しながら個別に作成すること

とし、画一的な支援計画とならないよう留意すること。

⑥〈支援計画の各項目〉

・入所者及びその家族の希望も確認し、入所者の尊厳が支援

に当たり十分保持されるように留意すること。

ａ 寝たきりによる廃用性機能障害を防ぐために、離床、座

位保持又は立ち上がりを計画的に支援する。

ｂ 食事は、本人の希望に応じ、居室外で、車椅子ではなく

普通の椅子を用いる等、施設においても、本人の希望を尊

重し、自宅等におけるこれまでの暮らしを維持できるよう

にする。食事の時間や嗜好等への対応について、画一的で

はなく、個人の習慣や希望を尊重する。

ｃ 排せつは、入所者ごとの排せつリズムを考慮しつつ、プ

ライバシーに配慮したトイレを使用することとし、特に多

床室においては、ポータブルトイレの使用を前提とした支

援計画を策定してはならない。

ｄ 入浴は、特別浴槽ではなく、一般浴槽での入浴とし、
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回数やケアの方法についても、個人の習慣や希望を尊重す

ること。

ｅ 生活全般において、入所者本人や家族と相談し、可能な

限り自宅での生活と同様の暮らしを続けられるようにす

る。

ｆ リハビリテーション及び機能訓練の実施については、本

加算において評価をするものではないが、④の評価に基づ

き、必要な場合は、入所者本人や家族の希望も確認して施

設サービス計画の見直しを行う。

⑦ 支援計画に基づいたケアを実施する際には、対象となる入

所者又はその家族に説明し、その同意を得ること。

⑧ 支援計画の見直しは、支援計画に実施上に当たっての課題

（入所者の自立に係る状態の変化、支援の実施時における医

学的観点からの留意事項に関する大きな変更、関連職種が共

同して取り組むべき事項の見直しの必要性等）に応じ、必要

に応じた見直しを行うこと。

その際、ＰＤＣＡの推進及びケアの向上を図る観点から、

ＬＩＦＥへの提出情報とフィードバック情報を活用するこ

と。

⑨ 評価結果等の情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行

うこととする。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度等について

は、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関す

る基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示につい

て」を参照すること。

(37)科学的介護推進体制 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県 適 ・ 否 ① 科学的介護推進体制加算は、原則として入所者全員を対象 報酬告示

加算 知事に届け出た指定介護老人福祉施設が、入所者に対し指定介護福祉 として、入所者ごとに算定要件を満たした場合に、当該施設 別表の1のネの

施設サービスを行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１月に の入所者全員に対して算定できるものであること。 注

つき次に掲げる所定単位数を加算しているか。ただし、次に掲げるい ② 情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行うこととす

ずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加 る。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度等については、「科学 解釈

算は算定しない。 的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考 第2の5(38)

⑴ 科学的介護推進体制加算(Ⅰ) 40単位 え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」を参照

⑵ 科学的介護推進体制加算(Ⅱ) 50単位 すること。

③ 施設は、入所者に提供する施設サービスの質を常に向上さ

※厚生労働大臣が定める基準（大臣基準告示・七十一の五） せていくため、ＰＤＣＡサイクルにより、質の高いサービス

イ 科学的介護推進体制加算(Ⅰ) を実施する体制を構築するとともに、その更なる向上に努め

次のいずれにも適合すること。 ることが重要であり、具体的には、次のような一連の取組が

(1) 入所者ごとのADL値，栄養状態，口腔機能，認知症の状況そ 求められる。

の他の入所者の心身の状況に係る基本的な情報を，厚生労働省 情報を厚生労働省に提出するだけでは、本加算の算定対象

に提出していること。 とはならない。

(2) 必要に応じて施設サ－ビス計画を見直すなど，サービスの提 イ 入所者の心身の状況等に係る基本的な情報に基づき、適

供に当たって，(1)に規定する情報その他サービスを適切かつ 切なサービスを提供するための施設サービス計画を作成す

有効に提供するために必要な情報を活用していること。 る（Plan）。

ロ サービスの提供に当たっては、施設サービス計画に基づ

ロ 科学的介護推進体制加算(Ⅱ) いて、入所者の自立支援や重度化防止に資する介護を実施

次のいずれにも適合すること。 する（Do）。

(1) イ(1)に提供する情報に加えて，入所者ごとの疾病の状況等 ハ ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報等も活用

の情報を，厚生労働省に提出していること。 し、多職種が共同して、施設の特性やサービス提供の在り
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(2) 必要に応じて施設サ－ビス計画を見直すなど，サービスの提 方について検証を行う（Check）。

供に当たって，イ(1)に規定する情報，(1)に規定する情報その ニ 検証結果に基づき、入所者の施設サービス計画を適切に

他サービスを適切かつ有効に提供するために必要な情報を活用 見直し、施設全体として、サービスの質の更なる向上に努

していること。 める（Action）。

④ 提出された情報については、国民の健康の保持増進及びそ

の有する能力の維持向上に資するため、適宜活用されるもの

である。

(38) 安全対策体制加算 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして都道 適 ・ 否 ・ 安全対策体制加算は、事故発生の防止のための指針の作成 報酬告示

府県知事に届け出た指定介護老人福祉施設が、入所者に対し、指定介 ・委員会の開催・従業者に対する研修の実施及びこれらを適 別表の1のナの

護福祉施設サービスを行った場合、安全対策体制加算として、入所初 切に実施するための担当者の配置を備えた体制に加えて、当 注

日に限り20単位を加算しているか。 該担当者が安全対策に係る外部の研修を受講し、組織的に安

全対策を実施する体制を備えている場合に評価を行うもので 解釈

※厚生労働大臣が定める施設基準（施設基準・五十四の三） ある。 第2の5(39)

イ 指定介護老人福祉施設基準第35条第1項に規定する基準に適合

していること。 ・ 安全対策に係る外部の研修については、介護現場における

ロ 指定介護老人福祉施設基準第35条第1項第4号に規定する担当者 事故の内容、発生防止の取組、発生時の対応、施設のマネジ

が安全対策に係る外部における研修を受けていること。 メント等の内容を含むものであること。

ハ 当該指定介護老人福祉施設内に安全管理部門を設置し，組織的

に安全対策を実施する体制が整備されていること。 ・ 令和３年10月31日までの間にあっては、研修を受講予定

（令和３年４月以降、受講申込書等を有している場合）であ

れば、研修を受講した者とみなすが、令和３年10月31日まで

に研修を受講していない場合には、令和３年４月から10月ま

でに算定した当該加算については、遡り返還となる。

・ 組織的な安全対策を実施するにあたっては、施設内におい

て安全管理対策部門を設置し、事故の防止に係る指示や事故

が生じた場合の対応について、適切に従業者全員に行き渡る

ような体制を整備していることが必要であること。

(39)サービス提供体制強 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして県知事に 適 ・ 否 ・ 職員の割合の算出に当たっては，常勤換算方法により算出 報酬告示

化加算 届け出た指定介護老人福祉施設が，入所者に対し指定介護福祉施設サ した３月を除く前年度の平均を用いる。 別表の1のラの

ービスを行った場合は，当該規準に掲げる区分に従い，１日につき次 注

に掲げる所定単位数を加算しているか。 ・ 前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始

ただし，次に掲げるいずれかの加算を算定している場合において し，又は再開した事業所を含む。）については，届出日の属 解釈

は，次に掲げるその他の加算は算定しない。また，日常生活継続支援 する月の前３月について，常勤換算方法により算出した平均 第2の5(40)

加算を算定している場合は，算定しない。 を用いること。また，届出を行った月以降においても，直近

(1) サービス提供体制強化加算(Ⅰ) 22単位 ３月間の職員の割合につき，毎月継続的に所定の割合を維持

(2) サービス提供体制強化加算(Ⅱ) 18単位 しなければならず，その割合については毎月記録すること。

(3) サービス提供体制強化加算(Ⅲ) ６単位

・ 提供する指定介護老人福祉施設サービスの質の向上に資す

※厚生労働大臣が定める基準 る取組については、サービスの質の向上や利用者の尊厳の保

大臣基準告示の八十七を参照。 持を目的として、事業所として継続的に行う取組を指すもの

とする。

（例）

・ ＬＩＦＥを活用したＰＤＣＡサイクルの構築

・ ＩＣＴ・テクノロジーの活用

・ 高齢者の活躍（居室やフロア等の掃除、食事の配膳・下

膳などのほか、経理や労務、広報なども含めた介護業務
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以外の業務の提供）等による役割分担の明確化・ ケアに

当たり、居室の定員が２以上である場合、原則としてポー

タブルトイレを使用しない方針を立てて取組を行っている

こと。

実施に当たっては、当該取組の意義・目的を職員に周知

するとともに、適時のフォローアップや職員間の意見交換

等により、当該取組の意義・目的に則ったケアの実現に向

けて継続的に取り組むものでなければならない。

(40)介護職員処遇改善加 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金の改 適 ・ 否 ※厚生労働大臣が定める基準 ○介護職員処遇改善 報酬告示

算 善等を実施しているものとして県知事に届け出た指定介護老人福祉施 大臣基準告示の八十八を参照。 計画書 別表の1のムの

設が，入所者に対し，指定介護老人福祉施設サービスを行った場合に ○実績報告書 注

は，当該基準に掲げる区分に従い，令和６年３月31日までの間、次に ・ 別途通知を参照。 ○研修計画書 別途通知

掲げる単位数を所定単位数に加算しているか。 解釈 「介護職員処遇

ただし，次に掲げるいずれかの加算を算定している場合において ・ 加算を取得しようとする介護サービス事業者等は，加算を 第2の2(41) 改善加算，介護

は，次に掲げるその他の加算は算定しない。 取得する年度の前年度の２月末日までに，介護サービス事業 職員等特定処遇

所等ごとに，当該介護サービス事業所等の所在する都道府県 改善加算及び介

(1) 介護職員処遇改善加算（Ⅰ） 知事等に提出するものとする。 護職員等ベース

介護福祉施設サービス費，ユニット型介護福祉施設サービス費 アップ等支援加

及び各加算により算定した単位数の1000分の83に相当する単位数 ・ 介護職員処遇改善計画書を一括して作成する場合は，一括 算に関する基本

して都道府県知事等に届け出ることができる。 的考え方並びに

(2) 介護職員処遇改善加算（Ⅱ） 事務処理手順及

介護福祉施設サービス費，ユニット型介護福祉施設サービス費 ・ 年度の途中で加算を取得しようとする介護サービス事業者 び様式例の提示

及び各加算により算定した単位数の1000分の60に相当する単位数 は，加算を取得しようとする月の前々月の末日までに，都道 について」

府県知事等に提出するものとする。

(3) 介護職員処遇改善加算（Ⅲ）

介護福祉施設サービス費，ユニット型介護福祉施設サービス費

及び各加算により算定した単位数の1000分の33に相当する単位数 (経過措置) 改正告示

令和３年３月31日において介護職員処遇改善加算の届出を 附則第2条

(4) 介護職員処遇改善加算（Ⅳ） 行っている施設であって、改正後の介護職員処遇改善加算に

(3)により算定した単位数の100分の90に相当する単位数 係る届出を行っていないものにおける介護職員処遇改善加算

(Ⅳ)及び介護職員処遇改善加算(Ⅴ)の算定については、令和

(5) 介護職員処遇改善加算（Ⅴ） ４年３月31日までの間は、なお従前の例によることができ

(3)により算定した単位数の100分の80に相当する単位数 る。

(41)介護職員等特定処遇 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金の改 適 ・ 否 ※厚生労働大臣が定める基準 報酬告示

改善加算 善等を実施しているものとして県知事に届け出た指定介護老人福祉施 大臣基準告示・八十八の二を参照。 別表の1のウの

設が，入所者に対し，指定介護老人福祉施設サービスを行った場合に 注 別途通知

は，当該基準に掲げる区分に従い，次に掲げる単位数を所定単位数に ・ 別途通知を参照。 「介護職員処遇

加算しているか。 解釈 改善加算，介護

ただし，次に掲げるいずれかの加算を算定している場合において 第2の2(42) 職員等特定処遇

は，次に掲げるその他の加算は算定しない。 改善加算及び介

護職員等ベース

(1) 介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ） アップ等支援加

介護福祉施設サービス費，ユニット型介護福祉施設サービス費 算に関する基本

及び各加算により算定した単位数の1000分の27に相当する単位数 的考え方並びに

(2) 介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ） 事務処理手順及

介護福祉施設サービス費，ユニット型介護福祉施設サービス費 び様式例の提示

及び各加算により算定した単位数の1000分の23に相当する単位数 について」
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介護老人福祉施設(共通）

介護老人福祉施設(共通）

着 眼 点 自己評価 チェックポイント 関係書類 根拠法令 特記事項

(42)介護職員等ベースア 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等の賃金の 適 ・ 否 ※厚生労働大臣が定める基準 報酬告示

ップ等支援加算 改善等を実施しているものとして県知事に届け出た指定が，利用者に 大臣基準告示・八十八の三を参照。 別表の1のヰの

（令和4年10月1日～） 対し，指定を行った場合は，介護福祉施設サービス費，ユニット型介 注 別途通知

護福祉施設サービス費及び各加算により算定した単位数の1000分の16 ・ 別途通知を参照。 「介護職員処遇

に相当する単位数を所定単位数に加算しているか。 改善加算，介護

職員等特定処遇

改善加算及び介

護職員等ベース

アップ等支援加

算に関する基本

的考え方並びに

事務処理手順及

び様式例の提示

について」
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【 鹿 児 島 県 か ら お 願 い 】

介 護 給 付 費 算 定 に 係 る 体 制 等 に 関 す る 届 出 に つ い て

・ 介 護 給 付 費 算 定 に 係 る 体 制 等 に 関 す る 届 出 に 際 し ま し て ，
こ れ ま で 地 域 振 興 局 や 支 庁 (注 1)で は ， 届 出 の 「 受 理 通 知 」 を
発 行 し て お り ま し た が ， 令 和 ５ 年 ４ 月 か ら は 発 行 い た し て
お り ま せ ん 。

(注 1)事 業 所 の 所 在 す る 市 町 村 を 管 轄 す る 各 地 域 振 興 局 及 び 支 庁 で す 。
鹿 児 島 市 内 に 所 在 す る 事 業 所 の 提 出 先 は 鹿 児 島 市 長 寿 あ ん し ん 課 で す 。

【 届 出 を 受 付 け た 記 録 を 希 望 す る 場 合 】

・ 地 域 振 興 局 や 支 庁 で は ， 介 護 給 付 費 算 定 に 係 る 体 制 等 に 関
す る 届 出 書 （ 指 定 事 業 者 用 ）（ 別 紙 2） の 控 え に 「 受 付 印 」 を
押 印 (注 2)し て い ま す 。

・ 郵 送 の 場 合 は ， 返 信 用 封 筒 （ 返 信 先 の あ て 名 を 記 入 ， 必 要
額 の 切 手 を 貼 付 ） も 必 要 で す 。 ※ 持 参 の 場 合 は 不 要 で す 。

(注 2)受 付 印 を 押 印 し た 届 出 書 の 控 え は 、 届 出 書 が 地 域 振 興 局 及 び 支 庁 に 到 着
し た 日 付 を 示 す も の で 、 手 続 き の 完 了 等 を 意 味 す る も の で は あ り ま せ ん 。
必 要 に 応 じ て 届 出 書 の 差 し 替 え や 再 提 出 を 求 め る 場 合 が あ り ま す 。

体制届けの受付印について（お願い） .jtd
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